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2.7 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA） 

2.7.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフ

ェイスシステム LOCA）」において，炉心損傷防止対策の有効

性を確認する事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評

価項目の設定」に示すとおり，「インターフェイスシステム

LOCA」（インターフェイスシステム LOCA の発生後，隔離でき

ないまま炉心損傷に至るシーケンス）である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフ

ェイスシステム LOCA）」では，原子炉冷却材圧力バウンダリ

と接続された系統で，高圧設計部分と低圧設計部分のインタ

ーフェイスとなる配管のうち，隔離弁の隔離失敗等により低

圧設計部分が過圧され破断することを想定する。このため，

破断箇所から原子炉冷却材が流出し，原子炉水位が低下する

ことから，緩和措置がとられない場合には，原子炉水位の低

下により炉心が露出し，炉心損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，インターフェイスシステム

LOCA が発生したことによって，最終的に炉心損傷に至る事故

シーケンスグループである。このため，重大事故等対策の有

効性評価には，インターフェイスシステム LOCA に対する重大

事故等対処設備及びインターフェイスシステム LOCA の発生

箇所の隔離に期待することが考えられる。 

ここで，インターフェイスシステム LOCA が生じた際の状

況を想定すると，原子炉を減圧した後，低圧注水機能による

原子炉注水を実施することも考えられるが，本事故シーケン

スグループにおいては，低圧注水機能による原子炉への注水

には期待せず，高圧注水機能に対する対策の有効性を評価す

ることとする。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，原子炉隔離

時冷却系及び高圧炉心注水系により炉心を冷却することによ

って炉心損傷の防止を図り，また，逃がし安全弁によって原

2.7 格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 

2.7.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフ

ェイスシステムＬＯＣＡ）（以下「格納容器バイパス（ＩＳＬ

ＯＣＡ）」という。）」に含まれる事故シーケンスは，「1.2 評

価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「インター

フェイスシステムＬＯＣＡ（以下「ＩＳＬＯＣＡ」という。）」

（ＩＳＬＯＣＡの発生後，隔離できないまま炉心損傷に至る

シーケンス）である。

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣ

Ａ）」では，原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，

高圧設計部分と低圧設計部分のインターフェイスとなる配管

のうち，隔離弁の隔離失敗等により低圧設計部分が過圧され

破断することを想定する。このため，破断箇所から原子炉冷

却材が流出し，原子炉水位が低下することから，緩和措置が

とられない場合には，原子炉水位の低下により炉心が露出し，

炉心損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，ＩＳＬＯＣＡが発生したこ

とによって，最終的に炉心損傷に至る事故シーケンスグルー

プである。このため，重大事故等対策の有効性評価には，Ｉ

ＳＬＯＣＡに対する重大事故等対処設備及びＩＳＬＯＣＡの

発生箇所の隔離に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，原子炉隔離

時冷却系により炉心を冷却することによって炉心損傷の防止

を図り，また，逃がし安全弁によって原子炉を減圧すること

2.7 格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 

2.7.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフ

ェイスシステムＬＯＣＡ）」において，炉心損傷防止対策の

有効性を確認する事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理

及び評価項目の設定」に示すとおり，「格納容器バイパス（イ

ンターフェイスシステムＬＯＣＡ（以下「ＩＳＬＯＣＡ」と

いう。））」（ＩＳＬＯＣＡの発生後，隔離できないまま炉心

損傷に至るシーケンス）である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣ

Ａ）」では，原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，

高圧設計部分と低圧設計部分のインターフェイスとなる配管

のうち，隔離弁の隔離失敗等により低圧設計部分が過圧され

破断することを想定する。このため，破断箇所から原子炉冷

却材が流出し，原子炉水位が低下することから，緩和措置が

とられない場合には，原子炉水位の低下により炉心が露出し，

炉心損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，ＩＳＬＯＣＡが発生したこ

とによって，最終的に炉心損傷に至る事故シーケンスグルー

プである。このため，重大事故等対策の有効性評価には，Ｉ

ＳＬＯＣＡに対する重大事故等対処設備及びＩＳＬＯＣＡの

発生箇所の隔離に期待することが考えられる。 

ここで，ＩＳＬＯＣＡが生じた際の状況を想定すると，原

子炉を減圧した後，低圧注水機能による原子炉注水を実施す

ることも考えられるが，本事故シーケンスグループにおいて

は，低圧注水機能による原子炉への注水には期待せず，高圧

注水機能に対する対策の有効性を評価することとする。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，原子炉隔離

時冷却系及び高圧炉心スプレイ系により炉心を冷却すること

によって炉心損傷の防止を図り，また，逃がし安全弁によっ

・解析条件の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，ISLOCA

発生下において，高圧注

水機能に対する対策の有

効性を評価している。 

・解析条件の相違

【東海第二】 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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子炉を減圧することによる原子炉冷却材の漏えいの抑制及び

インターフェイスシステムLOCA の発生箇所の隔離によって，

原子炉格納容器外への原子炉冷却材の流出の防止を図る。ま

た，残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷

却モード）による原子炉格納容器除熱を実施する。 

(3) 炉心損傷防止対策

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフ

ェイスシステム LOCA）」における機能喪失に対して，炉心が

著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とする

ため，初期の対策として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注

水系による原子炉注水手段，逃がし安全弁による原子炉減圧

手段及び運転員の破断箇所隔離による漏えい停止手段を整備

し，安定状態に向けた対策として，高圧炉心注水系による炉

心冷却を継続する。また，原子炉格納容器の健全性を維持す

るため，安定状態に向けた対策として残留熱除去系（サプレ

ッション・チェンバ・プール水冷却モード）による原子炉格

納容器除熱手段を整備する。これらの対策の概略系統図を第

2.7.1 図から第 2.7.3 図に，手順の概要を第 2.7.4 図に示す

とともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大

事故等対策における設備と操作手順の関係を第2.7.1 表に示

す。 

本事故シーケンスグループの重要事故シーケンスにおい

て,6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，

中央制御室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計 20 

名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転

員は，当直長 1 名（6 号及び 7 号炉兼任），当直副長 2 名，

運転操作対応を行う運転員 12 名である。発電所構内に常駐

している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員

は 5 名である。必要な要員と作業項目について第 2.7.5 図に

示す。 

ａ．インターフェイスシステム LOCA 発生 

原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，高圧

設計部分と低圧設計部分のインターフェイスとなる配管の

による原子炉冷却材の漏えいの抑制及びＩＳＬＯＣＡの発生

箇所の隔離によって，格納容器外への原子炉冷却材の流出の

防止を図る。また，残留熱除去系（サプレッション・プール

冷却系）による格納容器除熱を実施する。 

(3) 炉心損傷防止対策

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣ

Ａ）」における機能喪失に対して，炉心が著しい損傷に至るこ

となく，かつ，十分な冷却を可能とするため，初期の対策と

して原子炉隔離時冷却系，低圧炉心スプレイ系及び低圧代替

注水系（常設）による原子炉注水手段，逃がし安全弁（自動

減圧機能）による原子炉減圧手段及び運転員の破断箇所隔離

による漏えい停止手段を整備し，安定状態に向けた対策とし

て，逃がし安全弁（自動減圧機能）を開維持することで低圧

炉心スプレイ系による炉心冷却を継続する。また，格納容器

の健全性を維持するため，安定状態に向けた対策として残留

熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器

除熱手段を整備する。これらの対策の概略系統図を第 2.7－1 

図に，手順の概要を第 2.7－2 図に示すとともに，重大事故

等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における

設備と操作手順の関係を第 2.7－1 表に示す。 

本事故シーケンスグループの重要事故シーケンスにおい

て，重大事故等対策に必要な要員は，災害対策要員（初動）

12 名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運

転員は，当直発電長 1 名，当直副発電長 1 名，運転操作対応

を行うための当直運転員 5 名である。発電所構内に常駐して

いる要員のうち，通報連絡等を行う要員は 4 名及び現場操作

を行うための重大事故等対応要員 1 名である。必要な要員と

作業項目について第 2.7－3 図に示す。 

ａ．ＩＳＬＯＣＡ発生 

原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，高圧

設計部分と低圧設計部分のインターフェイスとなる配管の

て原子炉を減圧することによる原子炉冷却材の漏えいの抑制

及びＩＳＬＯＣＡの発生箇所の隔離によって，原子炉格納容

器外への原子炉冷却材の流出の防止を図る。また，残留熱除

去系（サプレッション・プール水冷却モード）による原子炉

格納容器除熱を実施する。 

(3) 炉心損傷防止対策

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣ

Ａ）」における機能喪失に対して，炉心が著しい損傷に至るこ

となく，かつ，十分な冷却を可能とするため，初期の対策と

して原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系による原子

炉注水手段，逃がし安全弁による原子炉減圧手段及び運転員

の破断箇所隔離による漏えい停止手段を整備し，安定状態に

向けた対策として，高圧炉心スプレイ系による炉心冷却を継

続する。また，原子炉格納容器の健全性を維持するため，安

定状態に向けた対策として残留熱除去系による原子炉格納容

器除熱手段を整備する。これらの対策の概略系統図を第2.7.1

－1(1)図から第2.7.1－1(3)図に，手順の概要を第2.7.1－2

図に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。ま

た，重大事故等対策における設備と操作手順の関係を第2.7.1

－1表に示す。 

本事故シーケンスグループの重要事故シーケンスにおい

て，重大事故等対策に必要な要員は，緊急時対策要員 10 名で

ある。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，

当直長１名，当直副長１名，運転操作対応を行う運転員３名

である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等

を行う要員は５名である。必要な要員と作業項目について第

2.7.1－3図に示す。 

ａ．ＩＳＬＯＣＡ発生 

原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，高圧

設計部分と低圧設計部分のインターフェイスとなる配管の

 島根２号炉は，ISLOCA

発生下において，高圧注

水機能に対する対策の有

効性を評価している。 

・解析条件の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，ISLOCA

発生下において，高圧注

水機能に対する対策の有

効性を評価している。 

・運用及び設備設計の相

違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いにより

必要要員数は異なるが，

タイムチャートにより要

員の充足性を確認してい

る。なお，これら要員 10

名は夜間・休日を含め発

電所に常駐している要員

である。 
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うち，隔離弁の隔離失敗等により低圧設計部分が過圧され

破断することで，インターフェイスシステム LOCA が発生

する。破断箇所から原子炉冷却材が流出することにより，

原子炉建屋ブローアウトパネルが開放する。 

ｂ．外部電源喪失及び原子炉スクラム確認 

事象発生後に外部電源喪失が発生し，原子炉がスクラム

したことを確認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，

平均出力領域モニタ等である。 

ｃ．原子炉隔離時冷却系による原子炉注水 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下するが，原子炉水

位低(レベル 2)で原子炉隔離時冷却系が自動起動し，原子

炉注水を開始することにより，原子炉水位が回復する。 

原子炉隔離時冷却系による原子炉注水を確認するために

必要な計装設備は，原子炉水位，原子炉隔離時冷却系系統

流量等である。 

うち，隔離弁の隔離失敗等により低圧設計部分が過圧され

破断することで，ＩＳＬＯＣＡが発生する。破断箇所から

原子炉冷却材が流出することにより，原子炉建屋外側ブロ

ーアウトパネルが開放する。 

ｂ．外部電源喪失及び原子炉スクラム確認 

事象発生後に外部電源喪失が発生し，原子炉がスクラム

したことを確認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，

平均出力領域計装等である。 

ｃ．原子炉隔離時冷却系による原子炉注水 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下するが，原子炉水

位異常低下（レベル２）で原子炉隔離時冷却系が自動起動

し，原子炉注水を開始することにより，原子炉水位が回復

する。 

原子炉隔離時冷却系による原子炉注水を確認するために

必要な計装設備は，原子炉水位（広帯域），原子炉隔離時冷

却系系統流量等である。 

うち，隔離弁の隔離失敗等により低圧設計部分が過圧され

破断することで，ＩＳＬＯＣＡが発生する。破断箇所から

原子炉冷却材が流出することにより，原子炉建物燃料取替

階ブローアウトパネルが開放する。 

ｂ．外部電源喪失及び原子炉スクラム確認 

事象発生後に外部電源喪失が発生し，原子炉がスクラム

したことを確認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，

平均出力領域計装である。 

ｃ．原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系による原子

炉注水 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下し，原子炉水位低

(レベル２)で原子炉隔離時冷却系が自動起動するが，原子

炉水位は低下し続け，原子炉水位低（レベル１Ｈ）で高圧

炉心スプレイ系が自動起動する。 

原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系による原子

炉注水を確認するために必要な計装設備は，各ポンプの出

口流量等である。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，中性子

源領域計装（ＳＲＭ）及

び中間領域計装（ＩＲ

Ｍ），柏崎 6/7，東海第二

は起動領域計装（ＳＲＮ

Ｍ）を採用している。柏

崎 6/7，東海第二は，運

転時挿入されているＳＲ

ＮＭにより確認が可能な

設備として，等を記載し

ているが，島根２号炉は，

ＳＲＭ及びＩＲＭが運転

時引き抜きのため，平均

出力領域計装（ＡＰＲＭ）

により確認することとし

ている。 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

隔離時冷却系起動後も原

子炉水位は低下を継続。

また，水位低下に伴い，

高圧炉心スプレイ系が自

動起動する。 
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ｄ．インターフェイスシステム LOCA 発生確認 

原子炉水位及び原子炉圧力の低下により LOCA 事象を確

認し，格納容器温度，格納容器圧力の上昇がないことから

原子炉格納容器外での漏えい事象であることを確認し，高

圧炉心注水系ポンプ吐出圧力指示の上昇（破断面積が大き

く漏えい量が多い場合は，運転員の対応なしに低下傾向を

示す場合もある）により低圧設計部分が過圧されたことを

確認し，インターフェイスシステム LOCA が発生したこと

を確認する。 

インターフェイスシステム LOCA の発生を確認するため

に必要な計装設備は，原子炉水位，格納容器内圧力，高圧

炉心注水系ポンプ吐出圧力等である。 

なお，監視可能であればエリア放射線モニタ，床漏えい

警報，火災報知器動作等により原子炉建屋内の状況を参考

情報として得ることが可能である。 

 

ｅ．中央制御室での高圧炉心注水系隔離失敗 

中央制御室からの遠隔操作により高圧炉心注水系の隔離

操作を実施するが，高圧炉心注入隔離弁の閉操作に失敗す

る。 

高圧炉心注水系の隔離失敗を確認するために必要な計装

設備は，原子炉水位及び原子炉圧力である。 

 

ｆ．逃がし安全弁による原子炉急速減圧 

中央制御室からの遠隔操作による高圧炉心注水系の隔離

が失敗するため，破断箇所からの漏えい量を抑制するため

原子炉を急速減圧する。 

 

 

原子炉急速減圧を確認するために必要な計装設備は，原

子炉圧力である。 

 

ｇ．高圧炉心注水系による原子炉注水 

 

 

 

 

 

ｄ．ＩＳＬＯＣＡ発生確認 

原子炉水位及び原子炉圧力の低下によりＬＯＣＡ事象を

確認し，格納容器雰囲気温度及び格納容器圧力の上昇がな

いことから格納容器外での漏えい事象であることを確認

し，残留熱除去系ポンプ吐出圧力の上昇（破断面積が大き

く漏えい量が多い場合は，運転員の対応なしに低下傾向を

示す場合もある）により低圧設計部分が過圧されたことを

確認し，ＩＳＬＯＣＡが発生したことを確認する。 

 

ＩＳＬＯＣＡの発生を確認するために必要な計装設備

は，原子炉水位（広帯域），ドライウェル圧力，残留熱除去

系ポンプ吐出圧力等である。 

なお，監視可能であれば原子炉建屋内空間線量率，区画

浸水警報，火災警報等により原子炉建屋原子炉棟内の状況

を参考情報として得ることが可能である。 

 

ｅ．中央制御室での残留熱除去系（低圧注水系）隔離失敗 

中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系の隔離操

作を実施するが，残留熱除去系注入弁の閉操作に失敗する。 

 

残留熱除去系の隔離失敗を確認するために必要な計装設

備は，原子炉水位（広帯域）及び原子炉圧力である。 

 

ｆ．逃がし安全弁による原子炉急速減圧 

中央制御室からの遠隔操作による残留熱除去系の隔離が

失敗するため，原子炉急速減圧の準備として，中央制御室か

らの遠隔操作により低圧炉心スプレイ系を起動する。 

原子炉急速減圧の準備が完了後，破断箇所からの漏えい量

を抑制するため原子炉を急速減圧する。 

原子炉急速減圧を確認するために必要な計装設備は，原子

炉圧力である。 

 

ｇ．低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

外部水源にて注水可能な系統として中央制御室からの遠

隔操作により低圧代替注水系（常設）を起動する。 

 

 

 

ｄ．ＩＳＬＯＣＡ発生確認 

原子炉水位及び原子炉圧力の低下によりＬＯＣＡ事象を

確認し，格納容器温度，格納容器圧力の上昇がないことか

ら原子炉格納容器外での漏えい事象であることを確認し，

残留熱除去ポンプ出口圧力指示の上昇（破断面積が大きく

漏えい量が多い場合は，運転員の対応なしに低下傾向を示

す場合もある）により低圧設計部分が過圧されたことを確

認し，ＩＳＬＯＣＡが発生したことを確認する。 

 

ＩＳＬＯＣＡの発生を確認するために必要な計装設備

は，原子炉水位（広帯域），ドライウェル圧力（ＳＡ），残

留熱除去ポンプ出口圧力等である。 

なお，監視可能であればエリア放射線モニタ，床漏えい

警報，火災警報等により原子炉建物原子炉棟内の状況を参

考情報として得ることが可能である。 

 

ｅ．中央制御室での残留熱除去系隔離失敗 

中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系の隔離操

作を実施するが，残留熱除去系注水弁の閉操作に失敗する。 

 

残留熱除去系の隔離失敗を確認するために必要な計装設

備は，原子炉水位（広帯域），原子炉圧力（ＳＡ）等である。 

 

ｆ．自動減圧機能付き逃がし安全弁による原子炉急速減圧 

中央制御室からの遠隔操作による残留熱除去系の隔離が

失敗するため，破断箇所からの漏えい量を抑制するため原

子炉を急速減圧する。 

 

 

原子炉急速減圧を確認するために必要な計装設備は，原

子炉圧力（ＳＡ）及び原子炉圧力である。 

 

ｇ．高圧炉心スプレイ系による原子炉注水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 破断想定箇所の相違。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

破断想定箇所の相違。 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

破断想定箇所の相違。 

【東海第二】 

東海第二では原子炉

減圧後に低圧注水手段

へ切り替えを実施。 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，ISLOCA

発生下において，高圧注

水機能に対する対策の有

効性を評価している。 
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原子炉急速減圧操作により原子炉水位が低下し，原子炉

水位低(レベル 1.5)で健全側の高圧炉心注水系が自動起動

する。 

高圧炉心注水系の自動起動を確認するために必要な計装

設備は，高圧炉心注水系系統流量である。 

原子炉水位回復後は，破断箇所からの漏えい抑制のため，

破断箇所の隔離が終了するまで原子炉水位は高圧炉心注水

系ノズル部以下で維持する。 

原子炉水位の維持を確認するために必要な計装設備は，

原子炉水位及び高圧炉心注水系系統流量である。 

ｈ．残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷

却モード）運転 

原子炉急速減圧によりサプレッション・チェンバ・プー

ル水温が 35℃を超えた時点で，残留熱除去系によるサプレ

ッション・チェンバ・プール水冷却モード運転を開始する。 

残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷

却モード）運転を確認するために必要な計装設備は，サプ

レッション・チェンバ・プール水温度等である。

ｉ．現場操作での高圧炉心注水系隔離操作 

破断箇所からの漏えい抑制が継続し，現場操作により高

圧炉心注入隔離弁の全閉操作を実施し，高圧炉心注水系を

隔離する。 

原子炉急速減圧により，原子炉圧力が低圧代替注水系（常

設）の系統圧力を下回ると，原子炉注水が開始され，原子

炉水位が回復する。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を確認するた

めに必要な計装設備は，原子炉水位（広帯域），原子炉水位

（燃料域），低圧代替注水系原子炉注水流量（常設ライン用）

等である。 

原子炉水位回復後は，破断箇所からの漏えい抑制のため，

破断箇所の隔離が終了するまで原子炉水位は原子炉水位異

常低下（レベル２）以上で低めに維持する。 

原子炉水位の維持を確認するために必要な計装設備は，

原子炉水位（広帯域）及び低圧代替注水系原子炉注水流量

（常設ライン用）である。 

ｈ．残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）運転 

原子炉急速減圧によりサプレッション・プール水温度が

32℃に到達した時点で，残留熱除去系（サプレッション・

プール冷却系）の運転を開始する。 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）運転を確

認するために必要な計装設備は，サプレッション・プール水

温度等である。 

ｉ．現場操作での残留熱除去系隔離操作 

破断箇所からの漏えい抑制が継続し，現場操作により残

留熱除去系注入弁の全閉操作を実施し，残留熱除去系を隔

離する。 

原子炉急速減圧後は，破断箇所からの漏えい抑制のため，

破断箇所の隔離が終了するまで原子炉水位は原子炉水位低

（レベル２）以上で低めに維持する。

原子炉水位の維持を確認するために必要な計装設備は，原

子炉水位（広帯域），高圧炉心スプレイポンプ出口流量等で

ある。 

ｈ．残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）

運転 

原子炉急速減圧によりサプレッション・プール水温度が

35℃を超えた時点で，健全側の残留熱除去系（サプレッシ

ョン・プール水冷却モード）の運転を開始する。 

残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）運

転を確認するために必要な計装設備は，サプレッション・プ

ール水温度（ＳＡ）等である。 

ｉ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転 

破断箇所からの漏えい水の温度抑制のため，残留熱除去

系をサプレッション・プール水冷却モード運転から原子炉

停止時冷却モード運転に切り替える。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の運転を確認す

るために必要な計装設備は，残留熱除去系熱交換器入口温度

等である。 

ｊ．現場操作での残留熱除去系隔離操作 

破断箇所からの漏えい抑制が継続し，現場操作により残

留熱除去系注水弁の全閉操作を実施し，残留熱除去系を隔

離する。 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，原子炉

水位低下により自動起動

している高圧炉心スプレ

イ系による原子炉注水を

継続。 

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

原子炉水位低下時の目

標水位の相違。 

・運用の相違

【東海第二】 

除熱開始温度の相違。 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，現場隔

離操作等のアクセスを考

慮し，原子炉棟内の環境

緩和のために，S/P 冷却

モードから原子炉停止時

冷却モードへの切替操作

を行う。 

・解析条件の相違

【柏崎 6/7】 

破断想定箇所の相違。 
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高圧炉心注水系の隔離を確認するための計装設備は，原

子炉水位である。 

 

ｊ．高圧炉心注水系隔離後の水位維持 

高圧炉心注水系の隔離が成功した後は，健全側の高圧炉

心注水系により，原子炉水位を原子炉水位低（レベル 3）

から原子炉水位高（レベル 8）の間で維持する。 

原子炉水位の維持を確認するために必要な計装設備は，

原子炉水位及び高圧炉心注水系系統流量である。 

 

 

以降，炉心冷却及び原子炉格納容器除熱は，残留熱除去

系により継続的に行う。 

残留熱除去系の隔離を確認するための計装設備は，原子

炉水位（広帯域）である。 

 

ｊ．残留熱除去系隔離後の水位維持 

残留熱除去系の隔離が成功した後は，低圧炉心スプレイ

系により，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）から原

子炉水位高（レベル８）の間で維持する。 

原子炉水位の維持を確認するために必要な計装設備は，

原子炉水位（広帯域）及び低圧炉心スプレイ系系統流量で

ある。 

 

以降，炉心冷却は，低圧炉心スプレイ系による注水によ

り継続的に行い，また，格納容器除熱は，残留熱除去系（サ

プレッション・プール冷却系）により継続的に行う。 

残留熱除去系の隔離を確認するための計装設備は，原子

炉水位（広帯域）等である。 

 

ｋ．残留熱除去系隔離後の水位維持 

残留熱除去系の隔離が成功した後は，高圧炉心スプレイ

系により，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）から原

子炉水位高（レベル８）の間で維持する。 

原子炉水位の維持を確認するために必要な計装設備は，

原子炉水位（広帯域），高圧炉心スプレイポンプ出口流量等

である。 

 

以降，炉心冷却及び原子炉格納容器除熱は，残留熱除去

系により継続的に行う。 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

破断想定箇所の相違。 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

 東海第二は，炉心冷却

と格納容器除熱を実施す

る系統が異なる。 

 

2.7.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事

故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系

統で，高圧設計部分と低圧設計部分とのインターフェイスが，

直列に設置された2 個の隔離弁のみで隔離された系統におい

て，隔離弁が両弁ともに破損又は誤開放することで，低圧設

計部分が過圧される「インターフェイスシステム LOCA」であ

る。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒

表面熱伝達，気液熱非平衡，沸騰遷移，燃料被覆管酸化，燃

料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・

対向流，三次元効果並びに原子炉圧力容器における沸騰・凝

縮・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流，冷却材放

出（臨界流・差圧流），ECCS 注水（給水系・代替注水設備含

む）が重要現象となる。よって，これらの現象を適切に評価

することが可能である長期間熱水力過渡変化解析コード

SAFER により原子炉圧力，原子炉水位，燃料被覆管温度等の

過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範

2.7.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事

故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系

統で，高圧設計部分と低圧設計部分とのインターフェイスが，

直列に設置された2 個の隔離弁のみで隔離された系統におい

て，隔離弁が両弁ともに破損又は誤開放することで，低圧設

計部分が過圧される「ＩＳＬＯＣＡ」である。 

 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒

表面熱伝達，気液熱非平衡，沸騰遷移，燃料被覆管酸化，燃

料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・

対向流及び三次元効果並びに原子炉圧力容器における沸騰・

凝縮・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流，冷却材

放出（臨界流・差圧流）及びＥＣＣＳ注水（給水系・代替注

水設備含む）が重要現象となる。よって，これらの現象を適

切に評価することが可能である長期間熱水力過渡変化解析コ

ードＳＡＦＥＲにより原子炉圧力，原子炉水位，燃料被覆管

温度等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範

2.7.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事

故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系

統で，高圧設計部分と低圧設計部分とのインターフェイスが，

直列に設置された２個の隔離弁のみで隔離された系統におい

て，隔離弁が両弁ともに破損又は誤開放することで，低圧設

計部分が過圧される「ＩＳＬＯＣＡ」である。 

 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒

表面熱伝達，気液熱非平衡，沸騰遷移，燃料被覆管酸化，燃

料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・

対向流，三次元効果並びに原子炉圧力容器における沸騰・凝

縮・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流，冷却材放

出（臨界流・差圧流），ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備

含む）が重要現象となる。よって，これらの現象を適切に評

価することが可能である長期間熱水力過渡変化解析コードＳ

ＡＦＥＲにより原子炉圧力，原子炉水位，燃料被覆管温度等

の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範
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囲として，本重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間

に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

(2) 有効性評価の条件

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解

析条件を第 2.7.2 表に示す。また，主要な解析条件について，

本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象

破断箇所は，運転中に弁の開閉試験を実施する系統の

うち，原子炉圧力容器から低圧設計配管までの弁数が 2 

個であり，インターフェイスシステム LOCA が発生する

可能性が最も高い高圧炉心注水系の吸込配管とする（原

子炉隔離時冷却系及び残留熱除去系（低圧注水モード）

の注水ラインについては，原子炉圧力容器から低圧設計

配管までの弁数が 3 個であり，高圧炉心注水系の吸込配

管に比べてインターフェイスシステム LOCA の発生頻度

は低くなる）。 

破断面積は，低圧設計部の耐圧バウンダリとなる箇所

に対して，実耐力を踏まえた評価を行った結果，1cm2 を

超えないことを確認しているが，保守的に 10cm2 とする。 

（添付資料 2.7.1） 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定

インターフェイスシステム LOCA が発生した側の高圧

炉心注水系が機能喪失するものとする。 

囲として，本重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間

に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

(2) 有効性評価の条件

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解

析条件を第 2.7－2 表に示す。また，主要な解析条件につい

て，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象

破断箇所は，運転中に弁の開閉試験を実施する系統の

うち，原子炉圧力容器から低圧設計配管までの弁数が 2 

個であり，開閉試験時に隔離弁 1 個にて隔離状態を維持

する系統※のうち，低圧設計部の耐圧バウンダリとなる箇

所の中で最も大きなシール構造を有する残留熱除去系の

熱交換器フランジ部とする。 

破断面積は，低圧設計部の耐圧バウンダリとなる箇所

に対して，実耐力を踏まえた評価を行った結果，系統に

破断が発生しないことを確認しているが，保守的に約

21cm２とする。 

※ 具体的には，低圧炉心スプレイ系並びに残留熱除去系

Ａ系，Ｂ系及びＣ系をいう。このうち，残留熱除去系

Ａ系及びＢ系が熱交換器を有する系統である。 

（添付資料 2.7.2） 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定

ＩＳＬＯＣＡが発生した残留熱除去系Ｂ系が機能喪失

するものとする。 

また，原子炉冷却材の漏えいにより残留熱除去系Ｂ系

が設置されている原子炉建屋西側は高温多湿となるた

め，保守的に同じ原子炉建屋西側に設置されている高圧

囲として，本重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間

に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

(2) 有効性評価の条件

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解

析条件を第2.7.2－1表に示す。また，主要な解析条件につい

て，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象

破断箇所は，運転中に弁の開閉試験を実施する系統の

うち，原子炉圧力容器から低圧設計配管までの弁数が２

個であり，ＩＳＬＯＣＡが発生する可能性が最も高い残

留熱除去系（低圧注水モード）の注水配管とする（残留

熱除去系（原子炉停止時冷却モード）及び低圧炉心スプ

レイ系注水ラインについても原子炉圧力容器から低圧設

計配管までの弁数が２個であるが，運転中定期試験時の

ヒューマンエラーによる発生可能性の有無を考慮した発

生確率の観点から，残留熱除去系（低圧注水モード）の

注水配管に比べてＩＳＬＯＣＡの発生頻度は低くなる）。 

破断面積は，低圧設計部の耐圧バウンダリとなる箇所

に対して，実耐力を踏まえた評価を行った結果，保守的

に以下を設定する。 

(ⅰ)残留熱除去系熱交換器フランジ部（破断面積 16cm2） 

(ⅱ)残留熱除去系機器等（破断面積 1cm2） 

（添付資料 2.7.2） 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定

ＩＳＬＯＣＡが発生した側の残留熱除去系が機能喪失

するものとする。 

・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

破断想定箇所の相違。 

・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・解析条件の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，区分分

離等により期待している

機器への影響はない。 
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(c) 外部電源 

外部電源なしの場合は，給復水系による給水がなく，

原子炉水位の低下が早くなることから，外部電源は使用

できないものと仮定し，非常用ディーゼル発電機によっ

て給電を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは，事象発生と同時に想定している外

部電源喪失に起因する再循環ポンプ・トリップに伴う炉

心流量急減信号によるものとする。 

 

(b) 原子炉隔離時冷却系 

原子炉隔離時冷却系が原子炉水位低（レベル 2）で自

動起動し，182m3/h（8.12～1.03MPa[dif]において）の流

量で注水するものとする。 

 

 

 

 

 

炉心スプレイ系及び残留熱除去系Ｃ系も事象発生と同時

に機能喪失するものとする。 

 

(c) 外部電源 

外部電源なしの場合は，給水・復水系による給水がな

く，原子炉水位の低下が早くなることから，外部電源は

使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発電機等

及び常設代替交流電源設備によって給電を行うものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

また，原子炉スクラムまでの原子炉出力が高く維持さ

れ，原子炉水位の低下が大きくなることで，炉心の冷却

の観点で厳しくなり，外部電源がある場合を包含する条

件として，原子炉スクラムは，原子炉水位低（レベル３）

信号にて発生し，再循環系ポンプトリップは，原子炉水

位異常低下（レベル２）信号にて発生するものとする。 

 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは，外部電源がある場合を包含する条

件として，原子炉水位低（レベル３）信号によるものと

する。 

 

(b) 原子炉隔離時冷却系 

原子炉隔離時冷却系が原子炉水位異常低下（レベル２）

で自動起動し，136.7m３／h（7.86MPa［gage］～1.04MPa

［gage］において）の流量で注水するものとする。 

 

(c) 低圧炉心スプレイ系 

逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉減圧後に，

1,419m３／h（0.84MPa［dif］において）（最大 1,561m３／

h）の流量で注水するものとする。ＩＳＬＯＣＡ発生時は

 

 

 

(c) 外部電源 

外部電源なしの場合は，復水・給水系による給水がな

く，原子炉水位の低下が早くなることから，外部電源は

使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発電機等

によって給電を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，原子炉スクラムまでの原子炉出力が高く維持さ

れ，原子炉水位の低下が大きくなることで，炉心の冷却

の観点で厳しくなり，外部電源がある場合を包含する条

件として，原子炉スクラムは，原子炉水位低（レベル３）

信号にて発生し，再循環ポンプトリップは，原子炉水位

低（レベル２）信号にて発生するものとする。 

 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは，外部電源がある場合を包含する条

件として，原子炉水位低（レベル３）信号によるものと

する。 

  

(b) 原子炉隔離時冷却系 

原子炉隔離時冷却系が原子炉水位低（レベル２）で自

動起動し，91m3/h（8.21～0.74MPa[dif]において）の流

量で注水するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼル

発電機もある。 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

 東海第二は，外部電源

がない場合には緊急用母

線は常設代替高圧電源装

置から受電されるため，

本電源装置も記載。 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号は，事象進展

に対する影響を考慮し外

部電源がある場合を包含

する条件を設定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，ISLOCA

発生下において，高圧注
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(c) 高圧炉心注水系

高圧炉心注水系が原子炉水位低（レベル 1.5）で自動

起動し，727m3/h（0.69MPa[dif]において）の流量で注水

するものとする。 

(d) 逃がし安全弁

原子炉減圧には自動減圧機能付き逃がし安全弁（8 個）

を使用するものとし，容量として，1 個あたり定格主蒸気

流量の約 5%を処理するものとする。 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a) 逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作は，インター

フェイスシステム LOCA の発生を確認した後，中央制御室

において隔離操作を行うが，その隔離操作失敗の判断時

間及び逃がし安全弁の操作時間を考慮して事象発生から

15 分後に開始するものとする。 

隔離成功までの期間において外部水源による注水を優先

するため，原子炉減圧後に低圧代替注水系（常設）によ

る注水が開始し原子炉水位が原子炉水位低（レベル３）

まで回復した後に注水を停止するものとし，隔離成功後

に注水を再開するものとする。 

(d) 低圧代替注水系（常設）

逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉減圧後に，

最大 378m３／h の流量で注水するものとする。ＩＳＬＯ

ＣＡ発生時は隔離成功までの期間において，漏えい抑制

のために原子炉水位を原子炉水位異常低下（レベル２）

以上で可能な限り低めに維持することから，評価上は，

漏えい量を厳しくする観点で原子炉水位を原子炉水位低

（レベル３）以上に維持するものとし，隔離成功後に注

水を停止するものとする。 

(e) 逃がし安全弁

原子炉減圧には逃がし安全弁（自動減圧機能）（7 個）

を使用するものとし，容量として，1 個当たり定格主蒸

気流量の約 6％を処理するものとする。 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a) 逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作は，ＩＳＬＯ

ＣＡの発生を確認した後，中央制御室において隔離操作

を行うが，その隔離操作失敗の判断時間並びに低圧炉心

スプレイ系及び逃がし安全弁（自動減圧機能）の操作時

間を考慮して事象発生から 15 分後に開始するものとす

(c) 高圧炉心スプレイ系

高圧炉心スプレイ系が原子炉水位低（レベル１Ｈ）で

自動起動し，318～1,050 m3/h（8.14～1.38MPa[dif]にお

いて）の流量で注水するものとする。 

(d) 逃がし安全弁

原子炉減圧には自動減圧機能付き逃がし安全弁（６個）

を使用するものとし，容量として，１個当たり定格主蒸

気流量の約８％を処理するものとする。 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として,「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a) 逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作は，ＩＳＬＯ

ＣＡの発生を確認した後，中央制御室において隔離操作

を行うが，その隔離操作失敗の判断時間及び逃がし安全

弁の操作時間を考慮して事象発生から 30 分後に開始す

るものとする。 

水機能に対する対策の有

効性を評価している。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

急速減圧に必要な逃が

し安全弁操作個数の相

違。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】
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(b) 高圧炉心注水系の破断箇所隔離操作は，インターフェ

イスシステム LOCA 発生時の現場環境条件を考慮し，事象

発生から 3時間後に開始するものとし，操作時間は 60分

間とする。 

（添付資料 2.7.1） 

(3) 有効性評価の結果

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シ

ュラウド内及びシュラウド内外）※1，注水流量，逃がし安全

弁からの蒸気流量，原子炉圧力容器内の保有水量の推移を第

2.7.6 図から第 2.7.11 図に，燃料被覆管温度，高出力燃料

集合体のボイド率，炉心下部プレナム部のボイド率，破断流

量の推移を第 2.7.12 図から第 2.7.15 図に示す。 

※1 シュラウド内は，炉心部から発生するボイドを含んだ二

相水位を示しているため，シュラウド外の水位より，見か

け上高めの水位となる。一方，非常用炉心冷却系の起動信

号となる原子炉水位計（広帯域）の水位及び運転員が炉心

冠水状態において主に確認する原子炉水位計（広帯域・狭

帯域）の水位は，シュラウド外の水位であることから，シ

ュラウド内外の水位を併せて示す。なお，水位が有効燃料

棒頂部付近となった場合には，原子炉水位計（燃料域）に

て監視する。6 号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウ

ド内を，7 号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウド外

を計測している。 

ａ．事象進展 

事象発生後に外部電源喪失となり，炉心流量急減信号が

発生して原子炉はスクラムし，また，原子炉水位低（レベ

ル 2）で原子炉隔離時冷却系が自動起動する。

再循環ポンプについては，外部電源喪失により，事象発

生とともに 10 台全てがトリップする。 

破断口から原子炉冷却材が流出することにより原子炉水

位は低下するが，原子炉水位低（レベル 2）で原子炉隔離

時冷却系による原子炉注水を開始する。 

る。 

(b) 残留熱除去系の破断箇所隔離操作は，ＩＳＬＯＣＡ発

生時の現場環境条件を考慮し，事象発生から約 3 時間後

に開始するものとし，現場移動，操作等に要する時間を

考慮して事象発生の 5 時間後に完了するものとする。 

(3) 有効性評価の結果

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シ

ュラウド内及びシュラウド内外）※，注水流量，逃がし安全弁

からの蒸気流量及び原子炉圧力容器内の保有水量の推移を第

2.7－4 図から第 2.7－9 図に，燃料被覆管温度，高出力燃料

集合体のボイド率，炉心下部プレナム部のボイド率及び破断

流量の推移を第 2.7－10 図から第 2.7－13 図に示す。 

※ シュラウド内は，炉心部から発生するボイドを含んだ二相

水位を示しているため，シュラウド外の水位より，見かけ

上高めの水位となる。一方，非常用炉心冷却系の起動信号

となる原子炉水位（広帯域）の水位並びに運転員が炉心冠

水状態において主に確認する原子炉水位（広帯域）及び原

子炉水位（狭帯域）の水位は，シュラウド外の水位である

ことから，シュラウド内外の水位を併せて示す。なお，水

位が燃料有効長頂部付近となった場合には，原子炉水位（燃

料域）にて監視する。原子炉水位（燃料域）はシュラウド

内を計測している。

ａ．事象進展 

事象発生後に外部電源喪失となり，給水流量の全喪失が発

生することで原子炉水位は急速に低下する。原子炉水位低（レ

ベル３）信号が発生して原子炉はスクラムし，また，原子炉

水位異常低下（レベル２）で再循環系ポンプ全台がトリップ

するとともに，原子炉隔離時冷却系が自動起動する。 

破断口から原子炉冷却材が流出することにより原子炉水位

は低下するが，原子炉水位異常低下（レベル２）で原子炉隔

離時冷却系による原子炉注水を開始する。 

(b) 残留熱除去系の破断箇所隔離操作は，ＩＳＬＯＣＡ発

生時の現場環境条件を考慮し，事象発生から９時間後に

開始するものとし，現場移動，操作等に要する時間を考

慮して事象発生の 10 時間後に完了するものとする。 

 （添付資料 2.7.2） 

(3) 有効性評価の結果

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シ

ュラウド内及びシュラウド内外）※，注水流量，逃がし安全弁

からの蒸気流量，原子炉圧力容器内の保有水量の推移を第

2.7.2－1(1)図から第 2.7.2－1(6)図に，燃料被覆管温度，高

出力燃料集合体のボイド率，炉心下部プレナム部のボイド率，

破断流量の推移を第 2.7.2－1(7)図から第 2.7.2－1(10)図に

示す。 

※ シュラウド内は，炉心部から発生するボイドを含んだ二

相水位を示しているため，シュラウド外の水位より，見か

け上高めの水位となる。一方，非常用炉心冷却系の起動信

号となる原子炉水位計（広帯域）の水位及び運転員が炉心

冠水状態において主に確認する原子炉水位計（広帯域・狭

帯域）の水位は，シュラウド外の水位であることから，シ

ュラウド内外の水位を併せて示す。なお，水位が燃料棒有

効長頂部付近となった場合には，原子炉水位計（燃料域）

にて監視する。原子炉水位計（燃料域）はシュラウド内を

計測している。 

ａ．事象進展 

事象発生後に外部電源喪失となり，給水流量の全喪失が

発生することで原子炉水位は急速に低下する。原子炉水位

低（レベル３）信号が発生して原子炉はスクラムし，また，

原子炉水位低（レベル２）で再循環ポンプ２台すべてがト

リップするとともに，原子炉隔離時冷却系が自動起動する。 

破断口から原子炉冷却材が流出することにより原子炉水

位は低下し，原子炉水位低（レベル２）で原子炉隔離時冷

却系が自動起動するが，原子炉水位は低下し続け，原子炉

水位低（レベル１Ｈ）で高圧炉心スプレイ系による原子炉

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の操作開始

時間及び完了時間を記

載。 

・解析条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，事故条

件の違いにより，事象発

生後の事象進展に差異が

ある。 
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事象発生 15 分後の中央制御室における破断箇所の隔離

に失敗するため，中央制御室からの遠隔操作によって逃が

し安全弁 8 個を手動開することで，原子炉を減圧し，原子

炉冷却材の漏えいの抑制を図る。原子炉減圧により，原子

炉隔離時冷却系が機能喪失するものの，原子炉水位低（レ

ベル 1.5）で健全側の高圧炉心注水系が自動起動し，原子

炉水位が回復する。また，主蒸気隔離弁は，原子炉水位低(レ

ベル 1.5)で全閉する。 

 

 

 

事象発生 4 時間後，現場操作により高圧炉心注水系の破

断箇所を隔離した後は，健全側の高圧炉心注水系により原

子炉水位は適切に維持される。 

高出力燃料集合体及び炉心下部プレナム部のボイド率に

ついては，原子炉減圧により増加する。また，高圧炉心注

水系による原子炉注水が継続され，その原子炉圧力変化に

より増減する。 

その後は，残留熱除去系による原子炉圧力容器及び原子

炉格納容器除熱手順に従い，冷温停止状態に移行すること

ができる。 

 

ｂ．評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は，第 2.7.12 図に示すとおり，

初期値(約 310℃)を上回ることなく，1,200℃以下となる。

また，燃料被覆管の酸化量は酸化反応が著しくなる前の燃

料被覆管厚さの 1％以下であり，15%以下となる。 

原 子 炉 圧 力 は ， 第 2.7.6 図 に 示 す と お り ， 約

7.07MPa[gage]以下に抑えられる。原子炉冷却材圧力バウン

ダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力容器底部圧

力との差（高々約 0.3MPa）を考慮しても，約 7.37MPa[gage]

以下であり，最高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を

下回る。 

原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，原

子炉減圧及び破断箇所隔離後の原子炉格納容器内への蒸気

流入により上昇する。一方，原子炉格納容器バウンダリに

かかる圧力及び温度が最も高くなる設計基準事故である

 

事象発生 12 分後の中央制御室における破断箇所の隔離に

失敗するため，低圧炉心スプレイ系を起動し，中央制御室か

らの遠隔操作によって逃がし安全弁（自動減圧機能）7 個を

手動開することで，原子炉を減圧し，原子炉冷却材の漏えい

の抑制を図る。また，低圧代替注水系（常設）を起動する。

原子炉減圧により，原子炉隔離時冷却系が機能喪失するもの

の，低圧炉心スプレイ系及び低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水が開始することで原子炉水位が回復する。また，

主蒸気隔離弁は，原子炉水位異常低下（レベル２）で全閉す

る。 

 

事象発生 5 時間後，現場操作により残留熱除去系の破断箇

所を隔離した後は，低圧炉心スプレイ系により原子炉水位は

適切に維持される。 

高出力燃料集合体及び炉心下部プレナム部のボイド率につ

いては，原子炉減圧により増加する。また，低圧炉心スプレ

イ系及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水が継続さ

れ，その原子炉圧力変化により増減する。 

その後は，残留熱除去系による原子炉圧力容器及び格納容

器除熱手順に従い，冷温停止状態に移行することができる。 

 

 

ｂ．評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は，第 2.7－10 図に示すとおり，

初期値（約 309℃）を上回ることなく，1,200℃以下となる。

また，燃料被覆管の酸化量は酸化反応が著しくなる前の燃料

被覆管厚さの 1％以下であり，15％以下となる。 

原子炉圧力は，第 2.7－4 図に示すとおり，約 7.79MPa

［gage］以下に抑えられる。原子炉冷却材圧力バウンダリに

かかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力容器底部圧力との差

（高々約 0.3MPa）を考慮しても，約 8.09MPa［gage］以下で

あり，最高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa［gage］）を下回る。 

 

格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，原子炉減圧

及び破断箇所隔離後の格納容器内への蒸気流入により上昇す

る。一方，格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度が最も

高くなる設計基準事故である「原子炉格納容器内圧力，雰囲

注水を開始する。 

事象発生20分後の中央制御室における破断箇所の隔離に

失敗するため，事象発生30分後に中央制御室からの遠隔操

作によって自動減圧機能付き逃がし安全弁６個を手動開す

ることで，原子炉を減圧し，原子炉冷却材の漏えいの抑制

を図る。原子炉減圧により，原子炉隔離時冷却系が機能喪

失するものの，高圧炉心スプレイ系による注水を再開する

ことで原子炉水位が回復する。また，主蒸気隔離弁は，原

子炉水位低（レベル２）で全閉する。 

 

 

 

事象発生10時間後，現場操作により残留熱除去系の破断

箇所を隔離した後は，高圧炉心スプレイ系により原子炉水

位は適切に維持される。 

高出力燃料集合体及び炉心下部プレナム部のボイド率に

ついては，原子炉減圧により増加する。また，高圧炉心ス

プレイ系による原子炉注水が継続され，その原子炉圧力変

化により増減する。 

その後は，健全側の残留熱除去系による原子炉圧力容器

及び原子炉格納容器除熱手順に従い，冷温停止状態に移行

することができる。 

 

ｂ．評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は，第 2.7.2－1(7)図に示すとお

り，初期値（約 309℃）を上回ることなく，1,200℃以下と

なる。また，燃料被覆管の酸化量は酸化反応が著しくなる

前の燃料被覆管厚さの１％以下であり，15％以下となる。 

原子炉圧力は，第 2.7.2－1(1)図に示すとおり，約

7.59MPa[gage]以下に抑えられる。原子炉冷却材圧力バウン

ダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力容器底部圧

力との差（高々約 0.3MPa）を考慮しても，約 7.89 MPa[gage]

以下であり，最高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を

下回る。 

原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，原

子炉減圧及び破断箇所隔離後の原子炉格納容器内への蒸気

流入により上昇する。一方，原子炉格納容器バウンダリに

かかる圧力及び温度が最も高くなる設計基準事故である

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

急速減圧に必要な逃が

し安全弁操作個数の相

違。 

・解析結果の及び運用の

相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，ISLOCA

発生下において，高圧注

水機能に対する対策の有

効性を評価している。 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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「原子炉格納容器内圧力，雰囲気等の異常な変化」の「原

子炉冷却材喪失」においては，インターフェイスシステム

LOCA とは異なり，事象開始から原子炉格納容器内に原子炉

冷却材が流出し続ける事故を想定し解析しており，この場

合でも原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度の

最大値は，約 0.25MPa[gage]及び約 138℃にとどまる。この

ため，本事象においても原子炉格納容器バウンダリにかか

る圧力及び温度は，原子炉格納容器の限界圧力及び限界温

度を下回る。 

中央制御室からの遠隔操作による高圧炉心注水系の破断

箇所隔離には失敗するが，逃がし安全弁による原子炉減圧

を実施し破断箇所からの原子炉冷却材の漏えい抑制を図

り，健全側の高圧炉心注水系による原子炉注水を継続する

ことで，炉心の冷却が維持される。その後は，現場操作に

て高圧炉心注水系の破断箇所を隔離し，健全側の高圧炉心

注水系による原子炉注水及び残留熱除去系による原子炉圧

力容器及び原子炉格納容器除熱を開始することで安定状態

が確立し，また，安定状態を維持できる。 

（添付資料 2.7.2） 

本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(4)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

気等の異常な変化」の「原子炉冷却材喪失」においては，Ｉ

ＳＬＯＣＡとは異なり，事象開始から格納容器内に原子炉冷

却材が流出し続ける事故を想定し解析しており，この場合で

も格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度の最大値は，約

0.25MPa［gage］及び約 136℃にとどまる。このため，本事象

においても格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，格

納容器の限界圧力及び限界温度を下回る。 

（添付資料 2.7.3） 

 

中央制御室からの遠隔操作による残留熱除去系（低圧注水

系）の破断箇所隔離には失敗するが，逃がし安全弁（自動減

圧機能）による原子炉減圧を実施し破断箇所からの原子炉冷

却材の漏えい抑制を図り，低圧炉心スプレイ系及び低圧代替

注水系（常設）による原子炉注水を継続することで，炉心の

冷却が維持される。その後は，現場操作にて残留熱除去系（低

圧注水系）の破断箇所を隔離し，低圧炉心スプレイ系による

原子炉注水及び残留熱除去系（サプレッション・プール冷却

系）による格納容器除熱を開始することで安定状態が確立し，

また，安定状態を維持できる。 

本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目の

設定」に示す(1)から(4)の評価項目について，対策の有効性

を確認した。 

「原子炉格納容器内圧力，雰囲気等の異常な変化」の「原

子炉冷却材喪失」においては，ＩＳＬＯＣＡとは異なり，

事象開始から原子炉格納容器内に原子炉冷却材が流出し続

ける事故を想定し解析しており，この場合でも原子炉格納

容器バウンダリにかかる圧力及び温度の最大値は，約

330kPa[gage]及び約 145℃にとどまる。このため，本事象

においても原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温

度は，原子炉格納容器の限界圧力及び限界温度を下回る。 

 

中央制御室からの遠隔操作による残留熱除去系の破断箇

所隔離には失敗するが，逃がし安全弁による原子炉減圧を

実施し破断箇所からの原子炉冷却材の漏えい抑制を図り，

高圧炉心スプレイ系等による原子炉注水を継続すること

で，炉心の冷却が維持される。その後は，現場操作にて残

留熱除去系の破断箇所を隔離し，高圧炉心スプレイ系によ

る原子炉注水及び残留熱除去系による原子炉圧力容器及び

原子炉格納容器除熱を開始することで安定状態が確立し，

また，安定状態を維持できる。 

（添付資料2.7.3） 

本評価では「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目の

設定」に示す(1)から(4)の評価項目について，対策の有効性

を確認した。 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，ISLOCA

発生下において，高圧注

水機能に対する対策の有

効性を評価している。 

 

 

 

 

 

2.7.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，

運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与

える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）では，原

子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，高圧設計部分と

低圧設計部分のインターフェイスとなる配管のうち，隔離弁の隔

離失敗等により低圧設計部分が過圧され破断し，原子炉格納容器

外へ原子炉冷却材が流出することが特徴である。また，不確かさ

の影響を確認する運転員等操作は，事象発生から 12 時間程度ま

での短時間に期待する操作及び事象進展に有意な影響を与えると

考えられる操作として，逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作

及び高圧炉心注水系の破断箇所隔離操作とする。 

 

 

2.7.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，

運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与

える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

ＩＳＬＯＣＡでは，原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された

系統で，高圧設計部分と低圧設計部分のインターフェイスとなる

配管のうち，隔離弁の隔離失敗等により低圧設計部分が過圧され

破断し，格納容器外へ原子炉冷却材が流出することが特徴である。

また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象進展に有

意な影響を与えると考えられる操作として，逃がし安全弁による

原子炉急速減圧操作及び残留熱除去系の破断箇所隔離操作とす

る。 

 

 

 

2.7.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，

運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与

える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）では，原子炉冷却材圧力バ

ウンダリと接続された系統で，高圧設計部分と低圧設計部分のイ

ンターフェイスとなる配管のうち，隔離弁の隔離失敗等により低

圧設計部分が過圧され破断し，原子炉格納容器外へ原子炉冷却材

が流出することが特徴である。また，不確かさの影響を確認する

運転員等操作は事象進展に有意な影響を与えると考えらえる操作

として，逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作及び残留熱除去

系の破断箇所隔離操作とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，事象発

生から 12 時間までの操

作に限らず，事象進展に

有意な影響を与えると考
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(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う

重要現象とは，「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影

響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの影響

評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，解析

コードは，炉心が冠水維持する場合では燃料被覆管温度は

上昇しないため不確かさは小さい。原子炉注水は原子炉隔

離時冷却系及び高圧炉心注水系の自動起動により行われ，

燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等操作

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コ

ードは酸化量及び酸化反応に伴う発熱量の評価について保

守的な結果を与えるため，解析結果は燃料被覆管酸化を大

きく評価する可能性がある。よって，実際の燃料被覆管温

度は低くなり，原子炉水位挙動に影響を与える可能性があ

るが，原子炉注水は原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水

系の自動起動により行われることから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

（添付資料 2.7.3） 

 

 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，炉心

が冠水維持される実験解析では燃料被覆管温度をほぼ同等

に評価する。有効性評価解析においても，原子炉水位は有

効燃料棒頂部を下回ることなく，炉心は冠水維持されるた

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う

重要現象とは，「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影

響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの影響

評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，解析

コードは，炉心が冠水維持する場合では燃料被覆管温度は

上昇しないため不確かさは小さい。原子炉注水は原子炉隔

離時冷却系の自動起動により行われ，また，操作手順（原

子炉減圧後速やかに低圧注水に移行すること）に変わりは

なく，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員

等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

 

 

 

 

 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コ

ードは酸化量及び酸化反応に伴う発熱量の評価について保

守的な結果を与えるため，解析結果は燃料被覆管酸化を大

きく評価する可能性がある。よって，実際の燃料被覆管温

度は低くなり，原子炉水位挙動に影響を与える可能性があ

るが，原子炉注水は原子炉隔離時冷却系の自動起動により

行われ，また，操作手順（原子炉減圧後速やかに低圧注水

に移行すること）に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作

開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転

員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料 2.7.5） 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，炉心

が冠水維持される実験解析では燃料被覆管温度をほぼ同等

に評価する。有効性評価解析においても，原子炉水位はお

おむね燃料有効長頂部を下回ることなく，炉心はおおむね

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う

重要現象とは,「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの

影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの影

響評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，解析

コードは，炉心が冠水維持する場合では燃料被覆管温度は

上昇しないため不確かさは小さい。原子炉注水は原子炉隔

離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の自動起動により行わ

れ，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等

操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はな

い。 

 

 

 

 

 

 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コ

ードは酸化量及び酸化反応に伴う発熱量の評価について保

守的な結果を与えるため，解析結果は燃料被覆管酸化を大

きく評価する可能性がある。よって，実際の燃料被覆管温

度は低くなり，原子炉水位挙動に影響を与える可能性があ

るが，原子炉注水は原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプ

レイ系の自動起動により行われることから，運転員等操作

時間に与える影響はない。 

（添付資料 2.7.4） 

 

 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，炉心

が冠水維持される実験解析では燃料被覆管温度をほぼ同等

に評価する。有効性評価解析においても，原子炉水位はお

おむね燃料棒有効長頂部を下回ることなく，炉心はおおむ

えられる操作を抽出。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，ISLOCA

発生下において，高圧注

水機能に対する対策の有

効性を評価している。東

海第二では原子炉減圧後

に低圧注水手段へ切り替

えを実施。 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，ISLOCA

発生下において，高圧注

水機能に対する対策の有

効性を評価している。東

海第二では原子炉減圧後

に低圧注水手段へ切り替

えを実施。 
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め，燃料被覆管の最高温度は初期値(約 310℃)を上回るこ

とはないことから，評価項目となるパラメータに与える影

響はない。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コ

ードは，燃料被覆管の酸化について，酸化量及び酸化反応

に伴う発熱量に保守的な結果を与え，燃料被覆管温度を高

めに評価するが，原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回るこ

となく，炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管の最高温

度は初期値(約 310℃)を上回ることはないことから，評価

項目となるパラメータに与える影響はない。 

（添付資料 2.7.3） 

 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 2.7.2 表に示すとおりであり，それらの条件設

定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の 44.0kW/m に

対して最確条件は約 42kW/m 以下であり，解析条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，燃料被覆管温度の

上昇は緩和されるが，原子炉注水は原子炉隔離時冷却系

及び高圧炉心注水系の自動起動により行われ，燃料被覆

管温度を操作開始の起点としている運転員等操作はない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

 

 

 

 

 

冠水維持されるため，燃料被覆管の最高温度は初期値（約

309℃）を上回ることはないことから，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コ

ードは燃料被覆管の酸化について，酸化量及び酸化反応に

伴う発熱量に保守的な結果を与え，燃料被覆管温度を高め

に評価するが，原子炉水位はおおむね燃料有効長頂部を下

回ることなく，炉心はおおむね冠水維持されるため，燃料

被覆管の最高温度は初期値（約 309℃）を上回ることはな

いことから，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

（添付資料 2.7.5） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 2.7－2 表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。

また，解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラ

メータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の 44.0kW／m 

に対して最確条件は約 33kW／m～41kW／m であり，解析

条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，燃料被

覆管温度の上昇は緩和されるが，原子炉注水は原子炉隔

離時冷却系の自動起動により行われ，また，操作手順（原

子炉減圧後速やかに低圧注水に移行すること）に変わり

はなく，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運

転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

 

 

 

 

ね冠水維持されるため，燃料被覆管の最高温度は初期値（約

309℃）を上回ることはないことから，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コ

ードは，燃料被覆管の酸化について，酸化量及び酸化反応

に伴う発熱量に保守的な結果を与え，燃料被覆管温度を高

めに評価するが，原子炉水位はおおむね燃料棒有効長頂部

を下回ることなく，炉心はおおむね冠水維持されるため，

燃料被覆管の最高温度は初期値（約 309℃）を上回ること

はないことから，評価項目となるパラメータに与える影響

はない。 

（添付資料 2.7.4） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 2.7.2－1表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。

また，解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラ

メータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の 44.0kW/m に

対して最確条件は約 40.6kW/m 以下であり，解析条件の不

確かさとして，最確条件とした場合は，燃料被覆管温度

の上昇は緩和されるが，原子炉注水は原子炉隔離時冷却

系及び高圧炉心スプレイ系の自動起動により行われ，燃

料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等操作

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条件

を記載。 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，ISLOCA

発生下において，高圧注

水機能に対する対策の有

効性を評価している。東

海第二では原子炉減圧後

に低圧注水手段へ切り替
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初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼

度 33GWd/t に対応したものとしており，その最確条件は

平均的燃焼度約 30GWd/t であり，解析条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，解析条件で設定している

崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なく

なり，原子炉水位の低下は緩和されるが，操作手順（炉

心冠水操作）に変わりはないことから，運転員等操作時

間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位及び炉心流量は，

ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象

進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間

に与える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，事象進展を厳

しくする観点から，給復水系による給水がなくなり，原

子炉水位の低下が早くなる外部電源がない状態を設定し

ている。なお，外部電源がある場合は，給復水系による

原子炉圧力容器への給水機能は維持されることから，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件の原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系

は，解析条件の不確かさとして，実際の注水量が解析よ

り多い場合（注水特性（設計値）の保守性），原子炉水位

の回復は早くなる。冠水後の操作として冠水維持可能な

注水量に制御するが，注水後の流量調整操作であること

から，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料 2.7.3） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の 44.0kW/m に

対して最確条件は約 42kW/m 以下であり，解析条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，燃料被覆管温度の

上昇は緩和されるが，原子炉水位は有効燃料棒頂部を下

回ることなく，炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管

の最高温度は初期値(約 310℃)を上回ることはないこと

から，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼

度 33GWd/t に対応したものとしており，その最確条件は

平均的燃焼度約 30GWd/t であり，解析条件の不確かさと

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼

度 33GWd／t に対応したものとしており，その最確条件は

平均的燃焼度約 31GWd／tであり，解析条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，解析条件で設定している

崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なく

なり，原子炉水位の低下は緩和されるが，操作手順（炉

心冠水操作）に変わりはないことから，運転員等操作時

間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位及び炉心流量は，

ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象

進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間

に与える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，事象進展を厳

しくする観点から，給水・復水系による給水がなくなり，

原子炉水位の低下が早くなる外部電源がない状態を設定

している。なお，外部電源がある場合は，給水・復水系

による原子炉圧力容器への給水機能は維持されることか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件の原子炉隔離時冷却系，低圧炉心スプレイ系

及び低圧代替注水系（常設）は，解析条件の不確かさと

して，実際の注水量が解析より多い場合（注水特性（設

計値）の保守性），原子炉水位の回復は早くなる。冠水後

の操作として冠水維持可能な注水量に制御するが，注水

後の流量調整操作であることから，運転員等操作時間に

与える影響はない。 

（添付資料 2.7.5） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の 44.0kW／m 

に対して最確条件は約 33kW／m～41kW／m であり，解析

条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，燃料被

覆管温度の上昇は緩和されるが，原子炉水位はおおむね

燃料有効長頂部を下回ることなく，炉心はおおむね冠水

維持されるため，燃料被覆管の最高温度は初期値（約

309℃）を上回ることはないことから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼

度 33GWd／t に対応したものとしており，その最確条件は

平均的燃焼度約 31GWd／tであり，解析条件の不確かさと

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼

度 33GWd/t に対応したものとしており，その最確条件は

平均的燃焼度約 30GWd/t であり，解析条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，解析条件で設定している

崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なく

なり，原子炉水位の低下は緩和されるが，操作手順（炉

心冠水操作）に変わりはないことから，運転員等操作時

間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位及び炉心流量は，

ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象

進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間

に与える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，事象進展を厳

しくする観点から，復水・給水系による給水がなくなり，

原子炉水位の低下が早くなる外部電源がない状態を設定

している。なお，外部電源がある場合は，復水・給水系

による原子炉圧力容器への給水機能は維持されることか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件の原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ

系は，解析条件の不確かさとして，実際の注水量が解析

より多い場合（注水特性（設計値）の保守性），原子炉水

位の回復は早くなる。冠水後の操作として冠水維持可能

な注水量に制御するが，注水後の流量調整操作であるこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料 2.7.4） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の 44.0kW/m に

対して最確条件は約 40.6kW/m 以下であり，解析条件の不

確かさとして，最確条件とした場合は，燃料被覆管温度

の上昇は緩和されるが，原子炉水位はおおむね燃料棒有

効長頂部を下回ることなく，炉心はおおむね冠水維持さ

れるため，燃料被覆管の最高温度は初期値（約 309℃）

を上回ることはないことから，評価項目となるパラメー

タに与える影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼

度 33GWd/t に対応したものとしており，その最確条件は

平均的燃焼度約 30GWd/t であり，解析条件の不確かさと

えを実施。 
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して，最確条件とした場合は，解析条件で設定している

崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なく

なり，原子炉水位の低下は緩和され，それに伴う原子炉

冷却材の放出も少なくなるが，本重要事故シーケンスは

格納容器バイパス事象であることから，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位及び炉心流量は，

ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象

進展に与える影響は小さいことから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，事象進展を厳

しくする観点から，給復水系による給水がなくなり，原

子炉水位の低下が早くなる外部電源がない状態を設定し

ている。なお，外部電源がある場合は，給復水系による

原子炉圧力容器への給水機能は維持されるため，事象進

展が緩和されることから，評価項目となるパラメータに

対する余裕は大きくなる。 

機器条件の原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系

は，解析条件の不確かさとして，実際の注水量が解析よ

り多い場合（注水特性（設計値）の保守性），原子炉水位

の回復が早くなることから，評価項目となるパラメータ

に対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 2.7.3） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉減圧操作は，解

析上の操作開始時間として事象発生から 15 分後を設定

している。運転員等操作時間に与える影響として，破断

箇所の隔離操作の失敗の認知により原子炉減圧の操作開

始時間は変動する可能性があるが，原子炉隔離時冷却系

及び高圧炉心注水系による原子炉注水により，炉心は冠

して，最確条件とした場合は，解析条件で設定している

崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なく

なり，原子炉水位の低下は緩和され，それに伴う原子炉

冷却材の放出も少なくなるが，本重要事故シーケンスは

格納容器バイパス事象であることから，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位及び炉心流量は，

ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象

進展に与える影響は小さいことから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，事象進展を厳

しくする観点から，給水・復水系による給水がなくなり，

原子炉水位の低下が早くなる外部電源がない状態を設定

している。なお，外部電源がある場合は，給水・復水系

による原子炉圧力容器への給水機能は維持されるため，

事象進展が緩和されることから，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕は大きくなる。 

機器条件の原子炉隔離時冷却系，低圧炉心スプレイ系

及び低圧代替注水系（常設）は，解析条件の不確かさと

して，実際の注水量が解析より多い場合（注水特性（設

計値）の保守性），原子炉水位の回復が早くなることから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 2.7.5） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作

は，解析上の操作開始時間として事象発生から 15 分後

を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，

破断箇所の隔離操作の失敗の認知により原子炉減圧の操

作開始時間は変動する可能性があるが，原子炉隔離時冷

却系による原子炉注水により，炉心はおおむね冠水維持

して，最確条件とした場合は，解析条件で設定している

崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なく

なり，原子炉水位の低下は緩和され，それに伴う原子炉

冷却材の放出も少なくなるが，本重要事故シーケンスは

格納容器バイパス事象であることから，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位及び炉心流量は，

ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象

進展に与える影響は小さいことから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，事象進展を厳

しくする観点から，復水・給水系による給水がなくなり，

原子炉水位の低下が早くなる外部電源がない状態を設定

している。なお，外部電源がある場合は，復水・給水系

による原子炉圧力容器への給水機能は維持されるため，

事象進展が緩和されることから，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕は大きくなる。 

機器条件の原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ

系は，解析条件の不確かさとして，実際の注水量が解析

より多い場合（注水特性（設計値）の保守性），原子炉水

位の回復が早くなることから，評価項目となるパラメー

タに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 2.7.4） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして,操作の不確かさを「認知」,

「要員配置」,「移動」,「操作所要時間」,「他の並列操作

有無」及び「操作の確実さ」の６要因に分類し,これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作

は，解析上の操作開始時間として，事象発生から 30 分後

を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，

破断箇所の隔離操作の失敗の認知により原子炉減圧の操

作開始時間は変動する可能性があるが，原子炉隔離時冷

却系及び高圧炉心スプレイ系による原子炉注水により，

【東海第二】 

 島根２号炉の最確条件

を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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発生下において，高圧注

水機能に対する対策の有

効性を評価している。 
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・解析条件の相違 

2.7-16



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

水維持されるため，原子炉水位維持の点では問題となら

ない。 

 

 

 

 

操作条件の高圧炉心注水系の破断箇所隔離操作は，解

析上の操作開始時間として事象発生から 3 時間を設定し

ている。運転員等操作時間に与える影響として，隔離操

作を実施すべき弁を容易に認知でき，現場での操作場所

は漏えい箇所と異なる場所にあり，漏えいの影響を受け

にくいため，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ

同等であり，操作開始時間に与える影響は小さいことか

ら，運転員等操作時間に与える影響も小さい。 

（添付資料 2.7.3） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉減圧操作は，運

転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時

間が早まった場合，原子炉減圧時点の崩壊熱が大きくな

るが，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系の原子炉

注水により，炉心は冠水維持されるため，評価項目とな

るパラメータに与える影響はない。 

操作条件の高圧炉心注水系の破断箇所隔離操作は，運

転員等操作時間に与える影響として，隔離操作の有無に

関わらず，健全側の高圧炉心注水系の原子炉注水継続に

より，炉心は冠水維持されるため，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない。 

（添付資料 2.7.3） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目

となるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲

内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の逃がし安全弁による手動原子炉減圧操作につい

ては，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系の原子炉注水

により，炉心は冠水維持されることから，時間余裕がある。 

 

されるため，原子炉水位維持の点では問題とならない。 

 

 

 

 

 

操作条件の残留熱除去系の破断箇所隔離操作は，解析

上の操作開始時間として事象発生から約3 時間後に開始

し 5 時間後の完了を設定している。運転員等操作時間に

与える影響として，隔離操作を実施すべき弁を容易に認

知でき，現場での操作場所は漏えい箇所と異なる場所に

あり，漏えいの影響を受けにくいため，実態の操作開始

時間は解析上の設定とほぼ同等であり，操作開始時間に

与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与え

る影響も小さい。 

（添付資料 2.7.5） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作

は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作

開始時間が早まった場合，原子炉減圧時点の崩壊熱が大

きくなるが，原子炉隔離時冷却系の原子炉注水により，

炉心はおおむね冠水維持されるため，評価項目となるパ

ラメータに与える影響はない。 

操作条件の残留熱除去系の破断箇所隔離操作は，運転

員等操作時間に与える影響として，隔離操作の有無に関

わらず，低圧代替注水系（常設）の原子炉注水継続によ

り，炉心はおおむね冠水維持されるため，評価項目とな

るパラメータに与える影響はない。 

（添付資料 2.7.5） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目

となるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲

内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉減圧操作について

は，原子炉隔離時冷却系の原子炉注水により，炉心はおおむ

ね冠水維持されることから，時間余裕がある。 

 

炉心はおおむね冠水維持されるため，原子炉水位維持の

点では問題とならない。 

 

 

 

 

操作条件の残留熱除去系の破断箇所隔離操作は，解析

上の操作開始時間として，事象発生から９時間後に開始

し 10時間後の完了を設定している。運転員等操作時間に

与える影響として，隔離操作を実施すべき弁を容易に認

知でき，現場での操作場所は漏えい箇所と異なる場所に

あり，漏えいの影響を受けにくいため，実態の操作開始

時間は解析上の設定とほぼ同等であり，操作開始時間に

与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与え

る影響も小さい。 

（添付資料 2.7.4） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作

は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作

開始時間が早まった場合，原子炉減圧時点の崩壊熱が大

きくなるが，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ

系の原子炉注水により，炉心はおおむね冠水維持される

ため，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

操作条件の残留熱除去系の破断箇所隔離操作は，運転

員等操作時間に与える影響として，隔離操作の有無に関

わらず，高圧炉心スプレイ系の原子炉注水継続により，

炉心はおおむね冠水維持されるため，評価項目となるパ

ラメータに与える影響はない。 

（添付資料 2.7.4） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目

となるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲

内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作につい

ては，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の原子炉

注水により，炉心はおおむね冠水維持されることから，時間

余裕がある。 

【東海第二】 

 島根２号炉は，ISLOCA

発生下において，高圧注

水機能に対する対策の有

効性を評価している。 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の操作開始

時間を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，ISLOCA

発生下において，高圧注

水機能に対する対策の有

効性を評価している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，ISLOCA
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操作条件の高圧炉心注水系の破断箇所隔離操作は，隔離操

作の有無に関わらず，健全側の高圧炉心注水系の原子炉注水

継続により，炉心は冠水維持されることから，時間余裕があ

る。 

（添付資料 2.7.3） 

 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲とし

て，運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメ

ータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，

解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与

える影響等を考慮した場合においても，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラ

メータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，

操作時間には時間余裕がある。 

操作条件の残留熱除去系の破断箇所隔離操作は，隔離操作

の有無に関わらず，低圧代替注水系（常設）の原子炉注水継

続により，炉心はおおむね冠水維持されることから，時間余

裕がある。 

（添付資料 2.7.5） 

 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲とし

て，運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメ

ータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，

解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与

える影響等を考慮した場合においても，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラ

メータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，

操作時間には時間余裕がある。 

 

操作条件の現場での残留熱除去系の破断箇所隔離操作は，

隔離操作の有無に関わらず，高圧炉心スプレイ系の原子炉注

水継続により，炉心はおおむね冠水維持されることから，時

間余裕がある。 

（添付資料 2.7.4） 

 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲とし

て，運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメ

ータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，

解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与

える影響等を考慮した場合においても，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。このほか，評価項目となるパ

ラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内におい

て，操作時間には時間余裕がある。 

 

発生下において，高圧注

水機能に対する対策の有

効性を評価している。 

 

2.7.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフ

ェイスシステム LOCA）」において，6号及び 7号炉同時の重大

事故等対策時における必要な要員は，「2.7.1(3) 炉心損傷防

止対策」に示すとおり 20 名である。「6.2 重大事故等対策時

に必要な要員の評価結果」で説明している運転員，緊急時対

策要員等の 72名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェ

イスシステム LOCA）」において，必要な水源，燃料及び電源は，

「6.1(2) 資源の評価条件」の条件にて評価を行い，その結果を

以下に示す。 

 

2.7.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣ

Ａ）」において，重大事故等対策時における必要な要員は，

「2.7.1(3） 炉心損傷防止対策」に示すとおり 12 名である。

「6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明し

ている災害対策要員（初動）の 39 名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣ

Ａ）」において，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 資源

の評価条件」の条件にて評価を行い，その結果を以下に示す。 

 

 

2.7.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣ

Ａ）」において，重大事故等対策時における必要な要員は，

「2.7.1(3) 炉心損傷防止対策」に示すとおり10名である。

「6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明し

ている緊急時対策要員の45名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣ

Ａ）」において，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資

源の評価条件」の条件にて評価を行い，その結果を以下に示

す。 

 

 

 

 

 

・運用及び設備設計の相

違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いにより

必要要員数は異なるが，

タイムチャートにより要

員の充足性を確認してい

る。なお，これら要員 10

名は夜間・休日を含め発

電所に常駐している要員

である。 
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ａ．水源 

インターフェイスシステム LOCA 発生後の隔離までの各

号炉における流出量は，約 100m3 となる。6 号及び 7 号炉

の同時被災を考慮すると，流出量は合計約 200m3 となり，

流出量分の注水が必要となる。水源として，各号炉の復水

貯蔵槽に約 1,700m3 及び淡水貯水池に約 18,000m3 の水を

保有している。インターフェイスシステム LOCA により復

水貯蔵槽が使用できない場合においても，各号炉のサプレ

ッション・チェンバに約 3,600m3 の水を保有しており，高

圧炉心注水系による原子炉注水は，サプレッション・チェ

ンバのプール水を水源として注水することから，水源が枯

渇することはない。これにより 6 号及び 7 号炉の同時被災

を考慮しても，必要な水量が確保可能であり，7 日間の注

水継続実施が可能である。 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機による電源供給については，事

象発生後 7 日間最大負荷で運転した場合，号炉あたり約

753kL の軽油が必要となる。5号炉原子炉建屋内緊急時対策

所用可搬型電源設備及びモニタリング・ポスト用発電機に

よる電源供給については，事象発生直後からの運転を想定

すると，7日間の運転継続に合計約 13kL の軽油が必要とな

る（6号及び 7号炉合計約 1,519kL）。 

 

 

6 号及び 7 号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6 号及

び 7 号炉合計約 2,040kL）の軽油を保有しており，これら

の使用が可能であることから，非常用ディーゼル発電機に

よる電源供給，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型

電源設備による電源供給及びモニタリング・ポスト用発電

機による電源供給について，7 日間の継続が可能である。 

(添付資料 2.7.4) 

 

 

 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，各号炉の非常用

ａ．水源 

ＩＳＬＯＣＡ発生後の隔離までの低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水に使用する水量は，約 490m３となる。水

源として，代替淡水貯槽に約 4,300m３の水を保有している。

原子炉隔離時冷却系及び低圧炉心スプレイ系による原子炉

注水は，サプレッション・チェンバのプール水を水源とし

て注水することから，水源が枯渇することはない。これに

より必要な水量が確保可能であり，7 日間の注水継続実施

が可能である。 

（添付資料 2.7.6） 

 

 

 

 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等及び常設代替交流電源設備

（常設代替高圧電源装置2 台）による電源供給については，

事象発生後 7 日間最大負荷で運転した場合，合計約

755.5kL の軽油が必要となる。軽油貯蔵タンクにて約800kL 

の軽油を保有しており，この使用が可能であることから，

非常用ディーゼル発電機等及び常設代替交流電源設備（常

設代替高圧電源装置 2 台）による電源供給について，7 日

間の継続が可能である。 

 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象

発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に約

70.0kL の軽油が必要となる。緊急時対策所用発電機燃料油

貯蔵タンクにて約 75kL の軽油を保有しており，この使用

が可能であることから，緊急時対策所用発電機による電源

供給について，7 日間の継続が可能である。 

（添付資料 2.7.7） 

 

 

 

 

ｃ．電 源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ａ．水源 

ＩＳＬＯＣＡ発生後の隔離までの流出量は，約 600m3 と

なる。原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系による

原子炉注水の水源は，サプレッション・チェンバのプール

水であり，約 2,800m3 の水を保有していることから，水源

が枯渇することはない。これにより必要な水量が確保可能

であり，７日間の注水継続実施が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等による電源供給については，

事象発生後７日間最大負荷で運転した場合，運転継続に約

700m3の軽油が必要となる。非常用ディーゼル発電機燃料貯

蔵タンク等にて約 730m3 の軽油を保有しており，この使用

が可能であることから非常用ディーゼル発電機等による電

源供給について，７日間の運転継続が可能である。 

 

 

 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象

発生直後からの運転を想定すると，７日間の運転継続に約

８m3の軽油が必要となる。緊急時対策所用燃料地下タンク

にて約 45m3の軽油を保有しており，この使用が可能である

ことから，緊急時対策所用発電機による電源供給について，

７日間の継続が可能である。 

（添付資料 2.7.5） 

 

 

 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

 

・水量評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼル

発電機もある。 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

・燃料評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，緊急時

対策所用発電機用の燃料

タンクを有している。ま

た，モニタリングポスト

は非常用交流電源設備又

は常設代替交流電源設備

による電源供給が可能で

ある。 
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ディーゼル発電機によって給電を行うものとする。6 号及

び 7 号炉において重大事故等対策時に必要な負荷は，各号

炉の非常用ディーゼル発電機負荷に含まれることから，非

常用ディーゼル発電機による電源供給が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設

備及びモニタリング・ポスト用発電機についても，必要負

荷に対しての電源供給が可能である。 

 

 

ル発電機等及び常設代替交流電源設備（常設代替高圧電源

装置 2 台）によって給電を行うものとする。重大事故等対

策時に必要な負荷は，非常用ディーゼル発電機等の負荷に

含まれることから，非常用ディーゼル発電機等による電源

供給が可能である。常設代替交流電源設備の電源負荷につ

いては，重大事故等対策時に必要な負荷として，約 1,141kW 

必要となるが，常設代替交流電源設備（常設代替高圧電源

装置 2 台）は連続定格容量が約 2,208kW であり，必要負荷

に対しての電源供給が可能である。 

 

 

 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

（添付資料 2.7.8） 

ル発電機等によって給電を行うものとする。重大事故等対

策時に必要な負荷は，非常用ディーゼル発電機等の負荷に

含まれることから，非常用ディーゼル発電機等による電源

供給が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼル

発電機もある。 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，必要負

荷に対して非常用ディー

ゼル発電機等で電源供給

を行う。 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

モニタリングポストは

非常用交流電源設備又は

常設代替交流電源設備に

よる電源供給が可能であ

る。 

2.7.5 結論 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイ

スシステム LOCA）」では，原子炉冷却材圧力バウンダリと接続さ

れた系統で，高圧設計部分と低圧設計部分のインターフェイスと

なる配管のうち，隔離弁の隔離失敗等により低圧設計部分が過圧

され破断することで，原子炉格納容器外へ原子炉冷却材が流出す

ることで，原子炉水位の低下により炉心が露出して炉心損傷に至

ることが特徴である。事故シーケンスグループ「格納容器バイパ

ス(インターフェイスシステム LOCA)」に対する炉心損傷防止対策

としては，初期の対策として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注

水系による原子炉注水手段，逃がし安全弁による原子炉減圧手段

及び運転員の破断箇所隔離による漏えい停止手段，安定状態に向

けた対策として残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プー

ル水冷却モード）による原子炉格納容器除熱手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイ

スシステム LOCA）」の重要事故シーケンス「インターフェイスシ

ステム LOCA」について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水

2.7.5 結 論 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」

では，原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，高圧設

計部分と低圧設計部分のインターフェイスとなる配管のうち，隔

離弁の隔離失敗等により低圧設計部分が過圧され破断すること

で，格納容器外へ原子炉冷却材が流出することで，原子炉水位の

低下により炉心が露出して炉心損傷に至ることが特徴である。事

故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」に対

する炉心損傷防止対策としては，初期の対策として原子炉隔離時

冷却系，低圧炉心スプレイ系及び低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水手段，逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉減

圧手段及び運転員の破断箇所隔離による漏えい停止手段，安定状

態に向けた対策として残留熱除去系（サプレッション・プール冷

却系）による格納容器除熱手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」

の重要事故シーケンス「ＩＳＬＯＣＡ」について有効性評価を行

った。 

上記の場合においても，原子炉隔離時冷却系，低圧炉心スプレ

2.7.5 結論 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」

では，原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，高圧設

計部分と低圧設計部分のインターフェイスとなる配管のうち，隔

離弁の隔離失敗等により低圧設計部分が過圧され破断すること

で，原子炉格納容器外へ原子炉冷却材が流出することで，原子炉

水位の低下により炉心が露出して炉心損傷に至ることが特徴であ

る。事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」

に対する炉心損傷防止対策としては，初期の対策として原子炉隔

離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系による原子炉注水手段，逃が

し安全弁による原子炉減圧手段及び運転員の破断箇所隔離による

漏えい停止手段，安定状態に向けた対策として残留熱除去系によ

る原子炉格納容器除熱手段を整備している。 

 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」

の重要事故シーケンス「ＩＳＬＯＣＡ」について有効性評価を行

った。 

上記の場合においても，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，ISLOCA

発生下において，高圧注

水機能に対する対策の有

効性を評価している。 
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系による原子炉注水，残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・

プール水冷却モード）による原子炉格納容器除熱を実施すること

により，炉心損傷することはない。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウ

ンダリにかかる圧力，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及

び温度は，評価項目を満足している。また，安定状態を維持でき

る。 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運

転員等操作時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内にお

いて，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合で

も一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員

にて確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可

能である。 

以上のことから，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系によ

る原子炉注水，逃がし安全弁による原子炉急速減圧，運転員の破

断箇所隔離による漏えい停止，残留熱除去系（サプレッション・

チェンバ・プール水冷却モード）による原子炉格納容器除熱等の

炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効

であることが確認でき，事故シーケンスグループ「格納容器バイ

パス（インターフェイスシステム LOCA）」に対して有効である。 

イ系及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水並びに残留熱

除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除熱を

実施することにより，炉心損傷することはない。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウ

ンダリにかかる圧力並びに格納容器バウンダリにかかる圧力及び

温度は，評価項目を満足している。また，安定状態を維持できる。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運

転員等操作時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内にお

いて，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合で

も一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能

である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，原子炉隔離時冷却系，低圧炉心スプレイ系及

び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水，逃がし安全弁によ

る原子炉急速減圧，運転員の破断箇所隔離による漏えい停止，残

留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除

熱等の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対し

て有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「格納容

器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」に対して有効である。 

 

レイ系による原子炉注水，残留熱除去系（サプレッション・プー

ル水冷却モード）による原子炉格納容器除熱を実施することによ

り，炉心損傷することはない。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウ

ンダリにかかる圧力，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及

び温度は，評価項目を満足している。また，安定状態を維持でき

る。 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運

転員等操作時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内にお

いて，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合で

も一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，緊急時対策要員にて確保可

能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系

による原子炉注水，逃がし安全弁による原子炉急速減圧，運転員

の破断箇所隔離による漏えい停止，残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール水冷却モード）による原子炉格納容器除熱等の炉心損

傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効である

ことが確認でき，事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（Ｉ

ＳＬＯＣＡ）」に対して有効である。 
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第 2.7.1 図 「格納容器バイパス(インターフェイスシステム

LOCA)」の重大事故等対策の概略系統図(1/3) 

（原子炉急速減圧及び原子炉注水） 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.7.2 図 「格納容器バイパス(インターフェイスシステム

LOCA)」の重大事故等対策の概略系統図(2/3) 

 （原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 

 

 

 

 

第 2.7－1 図 格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）時の重大事故等

対策の概略系統図（1／3） 

（原子炉隔離時冷却系による原子炉注水段階） 

 

 

 

第 2.7.1-1(1)図 「格納容器バイパス(ＩＳＬＯＣＡ)」の重大事

故等対策の概略系統図（原子炉急速減圧及び原子炉注水） 

 

 

 

 

第 2.7.1-1(2)図 「格納容器バイパス(ＩＳＬＯＣＡ)」の重大事

故等対策の概略系統図（原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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第 2.7.3 図 「格納容器バイパス(インターフェイスシステム

LOCA)」の重大事故等対策の概略系統図(3/3) 

（原子炉注水，原子炉格納容器除熱及び原子炉冷却） 

 

 

 

第 2.7－1 図 格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）時の重大事故等

対策の概略系統図（2／3） 

（漏えい抑制のための原子炉減圧後の低圧炉心スプレイ系及び低

圧代替注水系（常設）による原子炉注水段階） 

 

第 2.7.1-1(3)図 「格納容器バイパス(ＩＳＬＯＣＡ)」の重大事

故等対策の概略系統図（原子炉注水及び原子炉冷却） 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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第 2.7－1 図 格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）時の重大事故等

対策の概略系統図（3／3） 

（隔離成功後の低圧炉心スプレイ系による原子炉注水及び残留熱

除去系による格納容器除熱段階） 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 備  考 
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差異理由は，島根２号炉

「第 2.7.1-2 図 「格納

容器バイパス(インター

フェイスシステムＬＯＣ

Ａ)」の対応手順の概要」

の備考欄参照。 
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東海第二発電所 （2018.9.12 版） 備  考 
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差異理由は，島根２号炉

「第 2.7.1-2 図 「格納

容器バイパス(インター

フェイスシステムＬＯＣ

Ａ)」の対応手順の概要」

の備考欄参照。 
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・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①破断想定箇所の相違。 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 備  考 

 

第 2.7.5 図 「格納容器バイパス(インターフェイスシステム LOCA)」の作業と所要時間 

差異理由は，島根２号炉

「第 2.7.1-3 図 「格納

容器バイパス(インター

フェイスシステムＬＯＣ

Ａ)」の作業と所要時間」

の備考欄参照。 
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東海第二発電所 （2018.9.12 版） 備  考 

 

 

第 2.7－3 図 格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）の作業と所要時間 

差異理由は，島根２号炉

「第 2.7.1-3 図 「格納

容器バイパス(インター

フェイスシステムＬＯＣ

Ａ)」の作業と所要時間」

の備考欄参照。 
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

 

 

第 2.7.1-3 図 「格納容器バイパス(ＩＳＬＯＣＡ)」の作業と所要時間 

・解析結果の相違に基づ

く差異。 

・設備設計・手順に基づ

く想定時間の差異。 

・解析上考慮しない操作

を含めて実際に実施す

る操作について要員の

充足性を確認（ただし，

事前に対応する要員を

定めることが難しい機

能回復操作を除く）。 
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第 2.7.6 図 原子炉圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.7－4図 原子炉圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.7.2-1(1)図 原子炉圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉及び東海第

二は，MSIV 閉作動の原子

炉水位設定点（L2）に到

達するため，原子炉圧力

が上昇し，逃がし安全弁

により原子炉圧力が制御

される。一方で，柏崎 6/7

では MSIV 閉作動の原子

炉水位設定点（L1.5）に

は原子炉減圧後に到達す

るため同様の挙動は見ら

れない。 

 

【柏崎 6/7，東海第二】 

②島根２号炉は，原子炉

手動減圧前に，高圧炉心

スプレイ系が作動し蒸気

凝縮によって原子炉圧力

が低下する。一方で，柏

崎 6/7 及び東海第二は，

手動減圧前に，高圧 ECCS

系が作動していない※こ

とから，原子炉圧力は低

下しない。 

 

※ 

柏崎 6/7：高圧炉心注水

系作動の原子炉水位設

定点（L1.5）に到達し

ない 

東海第二：原子炉冷却材

の漏えいによる高圧炉

心スプレイ系の機能喪

失を仮定 

 

 

① 

① ① 

② ② 
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第 2.7.7 図 原子炉水位（シュラウド内水位）の推移 

 

 

第 2.7－5 図 原子炉水位（シュラウド内水位）の推移 

 

 

 
第 2.7.2-1(2)図 原子炉水位（シュラウド内水位）の推移 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉は，ISLOCA

の発生により高圧炉心ス

プレイ系が自動起動して

いる。一方で，柏崎 6/7

では高圧炉心注水系の自

動起動の原子炉水位設定

点（L1.5）には原子炉減

圧後に到達する。 

 

【東海第二】 

①島根２号炉は，ISLOCA

の発生による高圧炉心ス

プレイ系の機能喪失を想

定しておらず，原子炉水

位低（レベル 1H）で高圧

炉心スプレイ系が自動起

動する。 
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① 
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第 2.7.8 図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

 

 

 

 

 

第 2.7.9 図 注水流量の推移 

 

 

第 2.7－6図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

 

 

 

 

第 2.7－7 図 注水流量の推移 

 

 

第 2.7.2-1(3)図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

 

 

 

 
第 2.7.2-1(4)図 注水流量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

①東海第二では臨界流モ

デルの切替わりに伴い，

過渡的に注水流量が変

動。 
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第 2.7.10 図 逃がし安全弁からの蒸気流量の推移 

 

 

 

 

 

第 2.7.11 図 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 

 

 

第 2.7－8図 逃がし安全弁からの蒸気流量の推移 

 

 

 

 

第 2.7－9 図 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 

 

 

第 2.7.2-1(5)図 逃がし安全弁からの蒸気流量の推移 

 

 

 

 

第 2.7.2-1(6)図 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①作動する逃がし安全弁

の弁数（島根２号炉：６

個，柏崎 6/7：８個，東

海第二：７個）等の差異

による蒸気流量の違い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【柏崎 6/7，東海第二】 

②破断箇所隔離前の解析

上の原子炉水位制御※の

違いによる保有水量及び

熱出力に依存した保有水

量の差異。 

 

※ 

島根２号炉，東海第

二：L2 以上 

 柏崎 6/7：L1-L1.5 

  

 

 

 

 

 

 

  

① 
① 

① 

 

② ② 

② 
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第 2.7.12 図 燃料被覆管温度の推移 

 

 

 

 

 

第 2.7.13 図 高出力燃料集合体のボイド率の推移 

 

 

 

第 2.7－10 図 燃料被覆管温度の推移 

 

 

 

 

第 2.7－11 図 高出力燃料集合体のボイド率の推移 

 

 

 

第 2.7.2-1(7)図 燃料被覆管温度の推移 

 

 

 

 

第 2.7.2-1(8)図 高出力燃料集合体のボイド率の推移 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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第 2.7.14 図 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 

 

 

 

 

 

 

第 2.7.15 図 破断流量の推移 

 

 

第 2.7－12 図 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 

 

 

 

 

 

第 2.7－13 図 破断流量の推移 

 

 

第 2.7.2-1(9)図 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 

 

 

 

 

 

第 2.7.2-1(10)図 破断流量の推移 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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重
大
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等
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つ
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）
 

 

本文比較表に記載の差異

以外で主要な差異につい

て記載 。 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

①島根２号炉は，重大事

故等時に設計基準対処施

設としての機能を期待す

る設備を「重大事故等対

処設備（設計基準拡張）」

と位置付けている。 
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・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

①条件設定は同じだが，

通常運転時の熱的制限値

を設定していることを明

確に記載。 

 

【東海第二】 

②条件設定は同じだが，

設定プロセスが異なり，

平衡炉心サイクル末期の

炉心平均燃焼度に対し

て，ばらつきとして 10％

の保守性を考慮し設定。 
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・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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・解析条件の相違 

【東海第二】 

③島根２号炉及び柏崎

6/7 は，逃がし安全弁１

弁当たりの蒸気流量をグ

ラフに記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③
 

③
 

2.7-43



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備  考 
 

第
2.
7－

2 
表
 主

要
解
析
条
件
（
格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
（
Ｉ
Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
））
（
5／

5）
 

 

第
2.
7.
2
-1

表
 
主
要
解
析
条
件
（
格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
(Ｉ

Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
)）
（
４
／
４
）

 

 
 

 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 2.7.1〕 
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 添付資料2.7.1 

 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応操作について 

 

残留熱除去系Ｂ系にてインターフェイスシステムＬＯＣＡ（以

下「ＩＳＬＯＣＡ」という。）が発生した場合の対応操作について，

以下に示す。 

ＩＳＬＯＣＡの発生を確認した場合には，中央制御室からの遠

隔操作により残留熱除去系Ｂ系注入弁の閉止操作を実施すること

で低圧設計部への加圧を停止する。これに失敗した場合には，中

央制御室からの遠隔操作により原子炉を減圧することで漏えい量

を抑制するとともに，可能な限り系統の隔離状態を確保するため，

中央制御室からの遠隔操作が可能な注入弁以外の電動弁の閉止操

作を実施するとともに，現場操作により残留熱除去系Ｂ系注入弁

を閉止する。 

また，不要な系統加圧を防止する観点で，残留熱除去系ポンプ

（Ｂ）のコントロールスイッチを停止位置に固定するとともに，

残留熱除去系レグシールポンプを停止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 2.7.1 

 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応操作について 

 

Ａ－残留熱除去系にてインターフェイスシステムＬＯＣＡ（以

下「ＩＳＬＯＣＡ」という。）が発生した場合の対応操作につい

て，以下に示す。 

ＩＳＬＯＣＡの発生を確認した場合には，中央制御室からの遠

隔操作によりＡ－残留熱除去系注水弁の閉止操作を実施すること

で低圧設計部への加圧を停止する。これに失敗した場合には，中

央制御室からの遠隔操作により原子炉を減圧することで漏えい量

を抑制するとともに，可能な限り系統の隔離状態を確保するため

，中央制御室からの遠隔操作が可能な注水弁以外の電動弁の閉止

操作を実施するとともに，現場操作によりＡ－残留熱除去系注水

弁を閉止する。 

また，不要な系統加圧を防止する観点で，Ａ－残留熱除去ポン

プのコントロールスイッチを停止位置に固定するとともに，Ａ－

残留熱除去系封水ポンプを停止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.7-45



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

第
1
図
 
Ｉ
Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
時
に
中
央
制
御
室
か
ら
の
遠
隔
操
作
に
よ
り
閉
止
す
る
電
動
弁
（
残
留
熱
除
去
系
Ｂ
系
の
場
合
）
 

 

第
1
図
 
Ｉ
Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
時
に
中
央
制
御
室
か
ら
の
遠
隔
操
作
に
よ
り
閉
止
す
る
電
動
弁
（
Ａ
－
残
留
熱
除
去
系
の
場
合
）
 

 

 

 

 

 

2.7-46



 

まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 2.7.2〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

添付資料2.7.1 

 

インターフェイスシステムLOCA 発生時の破断面積及び現場環境

等について 

 

 

インターフェイスシステムLOCA 発生時の破断箇所は，運転中

に弁の開閉試験を実施する系統のうち，インターフェイスシステ

ムLOCA が発生する可能性が最も高い高圧炉心注水系の吸込配管

としている。ここでは，高圧炉心注水系の低圧設計部となってい

る配管，弁及び計装設備の耐圧バウンダリとなる箇所に対して，

各構造の実耐力を踏まえた評価を行い，破断面積の評価及びイン

ターフェイスシステムLOCA 発生時の現場環境への影響について

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料2.7.2 

 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の 

破断面積及び現場環境等について 

 

1. 評価対象系統について 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイ

スシステムＬＯＣＡ）」（以下「ＩＳＬＯＣＡ」という。）では，

原子炉冷却材圧力バウンダリと接続し格納容器外に敷設された

配管を有する系統において，高圧設計部分と低圧設計部分を分離

する隔離弁の誤開放等により低圧設計部分が過圧され，格納容器

外での原子炉冷却材の漏えいが発生することを想定する。原子炉

冷却材圧力バウンダリに接続し格納容器外に敷設された配管を

第 1図に示す。 

 

ＩＳＬＯＣＡの評価対象となる系統は，第 1表に示すとおり以

下の条件を基に選定している。 

①出力運転中に高圧設計部と低圧設計部とを分離する隔離

弁が閉止されており，隔離弁の誤開放等により低圧設計部

が過圧されることでＩＳＬＯＣＡ発生の可能性がある系

統 

②出力運転中に高圧設計部と低圧設計部とを分離する隔離

弁の開閉試験を実施する系統 

③出力運転中に高圧設計部と低圧設計部とを分離する隔離

弁が 2個以下であり，開閉試験時に隔離弁 1個にて隔離機

能を維持する系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 2.7.2 

 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の 

破断面積及び現場環境等について 

 

１．評価対象系統について 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイ

スシステムＬＯＣＡ（以下，「ＩＳＬＯＣＡ」という。））」で

は，原子炉冷却材圧力バウンダリと接続し原子炉格納容器外に敷

設された配管を有する系統において，高圧設計部分と低圧設計部

分のインターフェイスとなる配管のうち，隔離弁の誤開放等によ

り低圧設計部分が過圧され，原子炉格納容器外での原子炉冷却材

の漏えいが発生することを想定する。原子炉冷却材圧力バウンダ

リに接続し原子炉格納容器外に敷設された配管を図１に示す。 

 

原子炉冷却材圧力バウンダリと接続し，原子炉格納容器外に系

統配管があるラインは下記のとおりである。 

・高圧炉心スプレイ系注入ライン 

・残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン 

・残留熱除去系炉頂部ライン 

・残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン 

・残留熱除去系停止時冷却モード抜出ライン 

・低圧炉心スプレイ系注入ライン 

・原子炉隔離時冷却系蒸気ライン 

・ほう酸水注入系注入ライン 

・原子炉浄化系系統入口ライン 

・制御棒駆動系挿入ライン 

・制御棒駆動系引抜ライン 

・主蒸気系ライン 

・給水系注入ライン 

・試料採取系サンプリングライン 

・圧力容器計装系ライン 

 

高圧バウンダリのみで構成されている圧力容器計装系ライン

は，ＩＳＬＯＣＡの対象としない。影響の観点から，配管の口径

が小さい制御棒駆動系挿入ライン，制御棒駆動系引抜ライン及び

試料採取系サンプリングラインは，評価の対象としない。 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ISLOC

A の評価対象となる系

統について，発生頻度

の観点も踏まえて選定

している。 
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以上により，ＩＳＬＯＣＡの評価対象としては，以下が選定さ

れた。 

・低圧炉心スプレイ系注入配管 

・残留熱除去系（低圧注水系）Ａ系原子炉注入配管 

・残留熱除去系（低圧注水系）Ｂ系原子炉注入配管 

・残留熱除去系（低圧注水系）Ｃ系原子炉注入配管 

これらの評価対象に対して構造健全性評価を実施し，この結果

に基づき有効性評価における破断面積を設定する。 

なお，出力運転中に隔離弁の開閉試験を実施する系統として

は，高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系も該当するが，

開閉試験時に隔離弁1個にて隔離機能を維持する範囲は高圧設計

となっている。これらの系統にて低圧設計部の圧力上昇が確認さ

さらに，ＩＳＬＯＣＡ発生頻度の観点から，高圧炉心スプレ

イ系注入ライン，残留熱除去系炉頂部ライン，原子炉隔離時冷却

系蒸気ライン，ほう酸水注入系注入ライン，原子炉浄化系系統入

口ライン，主蒸気系ライン及び給水系注入ラインは低圧設計部が

３弁以上の弁で隔離等されていることから評価の対象としない。  

発生頻度の分析について，ＰＲＡにおいては，主に原子炉圧

力容器から低圧設計配管までの弁数及び定期試験時のヒューマ

ンエラーによる発生可能性の有無を考慮し，ＩＳＬＯＣＡの発生

確率が高いと考えられる配管（残留熱除去系（低圧注水モード）

注入ライン，残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン，残留熱

除去系停止時冷却モード抜出ライン，低圧炉心スプレイ系注入ラ

イン）について，各々の箇所でのＩＳＬＯＣＡ発生確率を算出し

ている。（事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の

選定について 別添 島根原子力発電所２号炉 確率論的リス

ク評価(ＰＲＡ)について） 

表１の整理のとおり，ＰＲＡ上は低圧設計配管までの弁数が

少なく，定期試験時のヒューマンエラーによる発生が考えられる

残留熱除去系（低圧注水モード）注入ラインでのＩＳＬＯＣＡ発

生確率が最も高い。各配管におけるＩＳＬＯＣＡの発生頻度は，

定期試験のある残留熱除去系（低圧注水モード）注入ラインにお

いては 6.0×10－８[/炉年]，低圧炉心スプレイ注入ラインにおい

ては 2.0×10－８[/炉年]，定期試験のない残留熱除去系停止時冷

却モード戻りラインにおいては 5.8×10－10[/炉年]，残留熱除去

系停止時冷却モード抜出ラインにおいては 2.1×10－10[/炉年]で

ある。 

 

以上により，ＩＳＬＯＣＡの評価対象の配管は，運転中に開閉

試験を実施する系統のうち，ＩＳＬＯＣＡが発生する可能性が最

も高く，ＩＳＬＯＣＡが発生した場合の影響が最も大きい残留熱

除去系（低圧注水モード）注入ラインを選定する。 

 

 

この評価対象に対して構造健全性評価を実施し，その結果に基

づき有効性評価における破断面積を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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れた場合には，運転手順に従い注入弁の隔離状態を確認する等，

圧力上昇時の対応操作を実施する。 
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また，低圧注水系についても，運転中に弁の開閉試験を実施す

るものの，原子炉圧力容器から低圧設計部までに3 弁が存在する

ため，インターフェイスシステムLOCA の発生頻度は高圧炉心注

水系に比較して低いと考えられる。しかし，3 弁目は中圧設計の

配管上に存在するため，添付資料1.5.2 において，過圧時もその

機能が確保されることを確認していることを示した。本資料にお

いては，低圧注水系の中圧設計部についても実耐力評価を行った

結果も合わせて示す。 

 

 

第 1 表 ＩＳＬＯＣＡの評価対象の選定結果 

 

 

表１ 低圧設計配管までの弁数，運転中定期試験の有無及び 

ＩＳＬＯＣＡ発生頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島 根 ２ 号 炉 は ，

ISLOCA 評価対象の選定

において，中圧設計部

の耐力を期待していな

いため，評価対象なし。 
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1. 想定するインターフェイスシステムLOCA 及び低圧設計部に

おける過圧条件について 

 

申請解析と同様に，高圧炉心注水系の電動弁開閉試験にて，原

子炉注入逆止弁が故障により開固着しており，原子炉注入電動弁

が誤動作した場合，高圧炉心注水系の低圧設計部であるポンプ吸

込配管の過圧を想定する。 

低圧設計部の配管等に対しては，運転中の原子炉圧力（約

7.2MPa）及び水頭による圧力を考慮し，7.5MPa の圧力が伝播す

るものとして低圧設計部の構造健全性について評価を行うこと

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

隔離弁によって高圧設計部分と低圧設計部分が物理的に分離

されている状態から，隔離弁が開放すると，高圧設計部分から低

圧設計部分に水が移動し，配管内の圧力は最終的にほぼ等しい圧

力で落ち着く。高圧設計部分が原子炉圧力容器に連通している場

合，最終的な配管内の圧力は原子炉圧力とほぼ等しくなる。 

隔離弁の急激な開動作（以下「急開」という。）を想定した場

合，高圧設計部分及び原子炉圧力容器内から配管の低圧設計部分

に流れ込む水の慣性力により，配管内の圧力が一時的に原子炉圧

力よりも大きくなることが知られている。この現象は水撃作用と

呼ばれる※1。しかし，隔離弁が緩やかな開動作をする場合，水撃

作用による圧力変化は小さく，配管内の圧力が原子炉圧力を大き

く上回ることはない。 

 

 

 

 

2.ＩＳＬＯＣＡ発生時に低圧設計部に負荷される圧力及び温度

条件の設定 

 

1.で選定されたＩＳＬＯＣＡの評価対象に対して隔離弁の

誤開放等による加圧事象が発生した場合の構造健全性評価を

実施した結果，いずれの評価対象においても構造健全性が維持

される結果が得られた。いずれの評価対象においても低圧設計

部の機器設計は同等であることを踏まえ，以下では加圧範囲に

大きなシール構造である熱交換器が設置されている残留熱除

去系Ａ系に対する構造健全性評価の内容について示す。 

 

残留熱除去系は，通常運転中に原子炉圧力が負荷される高圧

設計部と低圧設計部とを内側隔離弁（逆止弁（テスタブルチェ

ッキ弁））及び外側隔離弁（電動弁）の 2 個により隔離してい

る。外側隔離弁には，弁の前後差圧が低い場合のみ開動作を許

可するインターロックが設けられており，開許可信号が発信し

た場合は警報が発報する。また，これらの弁の開閉状態は中央

制御室にて監視が可能である。本重要事故シーケンスでは，内

側隔離弁の内部リーク及び外側隔離弁前後差圧低の開許可信

号が誤発信している状態を想定し，この状態で外側隔離弁が誤

開放することを想定する。また，評価上は，保守的に逆止弁の

全開状態を想定する。 

隔離弁によって原子炉定格圧力が負荷されている高圧設計

部と低圧設計部が物理的に分離されている状態から隔離弁を

開放すると，高圧設計部から低圧設計部に水が移動し，配管内

の圧力は最終的に原子炉定格圧力にほぼ等しい圧力で静定す

る。 

一般に，大きな圧力差のある系統間が隔離弁の誤開放等によ

り突然連通した場合，低圧側の系統に大きな水撃力が発生する

ことが知られている。特に低圧側の系統に気相部が存在する場

合，圧力波の共振が発生し，大きな水撃力が発生する場合があ

るが，残留熱除去系は満水状態で運転待機状態にあるため，そ

の懸念はない。また，残留熱除去系以外の非常用炉心冷却系及

び原子炉隔離時冷却系も満水状態で運転待機状態にある。 

一方，満水状態であったとしても，隔離弁が急激に開動作す

る場合は大きな水撃力が発生するが，緩やかな開動作であれば

管内で生じる水撃力も緩やかとなり，また，後述するとおり圧

力波の共振による大きな水撃力も発生せず，圧力がバランスす

２．ＩＳＬＯＣＡ発生時に低圧設計部に負荷される圧力及び温度

条件の設定 

 

 １．で選定されたＩＳＬＯＣＡの評価対象に対して，実機の系

統構成，各機器の特徴を踏まえて隔離弁の誤開放等による加圧事

象が発生した場合の構造健全性評価の内容について示す。 

なお，Ａ－残留熱除去系（低圧注水モード）とＢ－残留熱除去系

（低圧注水モード）の系統構成に大きな相違はないため，代表と

してＡ－残留熱除去系（低圧注水モード）について評価を行った

。 

 残留熱除去系（低圧注水モード）の系統概要図を図２に示す。

残留熱除去系（低圧注水モード）は，通常運転中に原子炉圧力が

負荷される高圧設計部分と低圧設計部分とを内側隔離弁（逆止弁

）及び外側隔離弁（電動仕切弁）の２弁により隔離されている。

内側隔離弁（逆止弁）も運転中に弁の開閉試験を行うが，弁の前

後に差圧がある場合には弁が開放しない構造であるため，外側隔

離弁（電動仕切弁）が開放する事象を想定する。評価においては

，厳しい想定として，内側隔離弁（逆止弁）が全開した状態で外

側隔離弁（電動仕切弁）が全開するとした。 

 

 

 

隔離弁によって原子炉定格圧力が負荷されている高圧設計部

分と低圧設計部分が物理的に分離されている状態から隔離弁を

開放すると，高圧設計部分から低圧設計部分に水が移動し，配管

内の圧力は最終的に原子炉定格圧力にほぼ等しい圧力で静定す

る。 

一般に，大きな圧力差のある系統間が隔離弁の誤開放等により

突然連通した場合，低圧側の系統に大きな水撃力が発生すること

が知られている。特に低圧側の系統に気相部が存在する場合，圧

力波の共振が発生し，大きな水撃力が発生する場合があるが，残

留熱除去系は満水状態で運転待機状態にあるため，その懸念はな

い。また，残留熱除去系以外の非常用炉心冷却系及び原子炉隔離

時冷却系も満水状態で運転待機状態にある。 

一方，満水状態であったとしても，隔離弁が急激に開動作する

場合は大きな水撃力が発生するが，緩やかな開動作であれば管内

で生じる水撃力も緩やかとなり，また，後述するとおり圧力波の

共振による大きな水撃力も発生せず，圧力がバランスするまで低

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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電動仕切弁は，駆動機構にねじ構造やギアボックス等があるた

め，機械的要因では急開となり難い。また，電動での開弁速度は，

約6 秒となっており，電気的要因では急開とならないことから，

誤開を想定した場合，水撃作用による圧力変化が大きくなるよう

な急開とならない。 

文献※1 によると，配管端に設置された弁の急開，急閉により

配管内で水撃作用による圧力変化が大きくなるのは，弁の開放時

間もしくは閉止時間（T）において，圧力波が長さ（L）の管路内

を往復するのに要する時間（μ）より短い場合であるとされてい

る。 

1
μ

T
θ   

    
α

2L
μ  

θ：弁の時間定数 

T ：弁の開放時間もしくは閉鎖時間(s) 

μ：管路内を圧力が往復する時間(s) 

L ：配管長(m) 

α：圧力波の伝播速度(m/s) 

 

ここで（α）は管路内の流体を伝わる圧力波の伝播速度であり，

音速とみなすことができ，配管長（L）を実機の高圧炉心注水系

の注水配管の配管長※2 を元に保守的に100m※3 とし，水の音速

（α）を1,500m/s※4 とすると，管路内を圧力波が往復する時間

（μ）は約0.14 秒となる。 

 

 

 

 

 

 

即ち，弁開放時間（T）を高圧炉心注水系の電動仕切弁の約6 秒

とすると水撃作用による大きな圧力変化は生じることはなく，低

圧設計部分の機器に原子炉圧力を大きく上回る荷重がかかるこ

とはないこととなる。 

 

なお，仮に高圧炉心注水系の電動弁開閉に伴う水撃作用が生じ

るまで低圧側の系統が加圧される。 

電動弁は，駆動機構にねじ構造やギアボックス等があるため

機械的要因では急激な開動作（以下「急開」という。）とはな

り難い。また，電動での開放時間は約 10.6 秒であり，電気的

要因でも急開とならないことから，誤開放を想定した場合，水

撃作用による圧力変化が大きくなるような急開とはならない。 

文献※１によると，配管端に設置された弁の急開により配管内

で水撃作用による圧力変化が大きくなるのは，弁の開放時間

（Ｔ）が圧力波の管路内往復時間（μ）より短い場合であると

されている。 

 

 

 

 

Ｔ：弁の開放時間（s） 

μ：圧力波の管路内往復時間（s） 

Ｌ：配管長（m） 

α：圧力波の伝搬速度（m／s） 

 

ここで，αは管路内の流体を伝わる圧力波の伝播速度であ

り，音速とみなすことができ，保守的に圧力波の管路内往復時

間が長くなるように水の音速（α）を 1,400m／s※２とし，実機

の残留熱除去系（低圧注水系）の注水配管の配管長を基に配管

長（Ｌ）を保守的に 130m とすると，圧力波の管路内往復時間

（μ）は約 0.19 秒となる。 

 

 

 

 

 

残留熱除去系の外側隔離弁（電動弁）の開放時間（Ｔ）は約 10.6

秒であることから，水撃作用による大きな圧力変化が生じるこ

とはなく，低圧設計部に負荷される圧力は原子炉圧力を大きく

上回ることはないと考えられる。 

 

 

圧側の系統が加圧される。 

 電動仕切弁は，駆動機構にねじ構造やギアボックス等があるた

め，機械的要因では急開となり難い。また，電動での開弁速度は，

約８秒（全ストローク 217mm）となっており，電気的要因では急

開とならないことから，誤開を想定した場合，水撃作用による圧

力変化が大きくなるような急開とならない。 

 文献*1によると，配管端に設置された弁の急開，急閉により配

管内で水撃作用による圧力変化が大きくなるのは，弁の開放時間

もしくは閉鎖時間(T)において，圧力波が長さ(L)の管路内を往復

するのに要する時間(μ)より短い場合であるとされている。 

 

    1
μ

T
θ   

    
α

2L
μ  

θ：弁の時間定数 

T ：弁の開放時間もしくは閉鎖時間(s) 

μ：管路内を圧力が往復する時間(s) 

L ：配管長(m) 

α：圧力波の伝播速度(m/s) 

 

 ここで，αは管路内の流体を伝わる圧力波の伝播速度であり，

音速とみなすことができ，配管長(L)を実機の残留熱除去系（低

圧注水モード）の注水配管の配管長*2 を元に保守的に 200m*3 と

し，水の音速(α)を 1,500m/s*4とすると，管路内を圧力波が往

復する時間(μ)は約 0.27 秒となる。 

 

 

 

 

 

 

即ち，弁開放時間(T)を残留熱除去系（低圧注水モード）の電動

仕切弁の約８秒とすると水撃作用による大きな圧力変化は生じ

ることはなく，低圧設計部分の機器に原子炉圧力を大きく上回

る荷重がかかることはないこととなる。 

  

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備仕様の相違。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

・設備設計の相違（L） 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価条件の相違（α） 

【東海第二】 

島根２号炉は，二次

格納施設内の温度とし

て 38℃での音速を設

定。 

・評価結果の相違(μ) 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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た場合であっても，極めて短時間（数秒間）に起きる現象であり，

かつ，大幅な圧力上昇を引き起こすことは考えにくい。さらにこ

の時の配管内の流体は，一次冷却材（288℃）の水が低圧部まで

到達せず低温の状態であると推測され，温度による影響（熱伸び

等）を受けることはない。 

 

また，次項以降，強度評価において，例えば配管について最も

厳しいNo.①の管の最小厚さ（ts）8.31mm での許容圧力は約10MPa

（1 次一般膜応力0.6Su 適用値）であり十分な余裕がある。さら

に，設計引張強さ（Su）までの余裕を考えると，さらなる余裕が

含まれることとなる。 

よって，この影響は無視し得る程小さいものと考え，構造健全

性評価としては考慮しないこととする。 

 

※1：水撃作用と圧力脈動〔改訂版〕第2 編「水撃作用」（（財）

電力中央研究所 元特任研究員 秋元徳三） 

※2：高圧炉心注水系の原子炉圧力容器開口部から低圧設計部分

の末端の逆止弁までの長さは約70m 

※3：配管長を実機より長く設定することは相対的に弁の開放時

間を短く評価することになり，水撃作用の発生条件に対し

保守的となる。 

※4：圧力7.2MPa[abs]，水温38℃の場合，水の音速は約1,540m/s 

となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 水撃作用と圧力脈動[改定版]第 2 編「水撃作用」

（（財）電力中央研究所 元特任研究員 秋元徳三） 

 

 

 

 

 

※２ 圧力 0.01MPa[abs]，水温 0℃の場合，水の音速は約

1,412.3m／s となる。なお，液体の音速の圧力及び

温度の依存性は小さいが，圧力については小さいほ

ど，温度については約 70℃までは小さいほど音速は

小さくなる傾向がある。 

 

 

以上より，残留熱除去系の隔離弁の誤開放等により系統が加

圧される場合においても，原子炉圧力を大きく超える圧力は発

生しないものと考えられるが，残留熱除去系の逆止弁が全開状

態において電動弁が 10.6 秒で全閉から全開する場合の残留熱

除去系の圧力推移をＴＲＡＣＧコードにより評価した。 

 

残留熱除去系過圧時の各部の圧力最大値を第 2表に，圧力推

移図を第 2図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，次項にて示す強度評価において，例えば配管で最も厳

しい No.23 配管の最小厚さ（ts）13.21mm における許容圧力（1 

次一般膜応力 0.6Su 適用値）は 10MPa を超えており，十分な余

裕がある。さらに，設計引張強さ（Su）までの余裕を考えると，

さらなる余裕が含まれることとなる。 

 

 

 

＊1：水撃作用と圧力脈動〔改訂版〕第２編「水撃作用」（（財）

電力中央研究所 元特任研究員 秋元徳三） 

＊2：残留熱除去系（低圧注水モード）の原子炉圧力容器開口部

から低圧設計部分の末端の逆止弁までの長さは約 150m 

＊3：配管長を実機より長く設定することは相対的に弁の開放時

間を短く評価することになり,水撃作用の発生条件に対

し保守的となる。 

＊4：圧力 7.2 MPa[abs]，水温 38℃の場合，水の音速は約1540m/s

となる。 

 

 

 

 

 

以上より，残留熱除去系の隔離弁の誤開放等により系統が加

圧される場合においても，原子炉圧力を大きく超える圧力は発

生しないものと考えられるが，残留熱除去系の外側隔離弁（電

動仕切弁）が８秒で全閉から全開することにより，図３に示す

低圧設計部の範囲が過圧された場合の圧力推移をＴＲＡＣＧ

コードにより評価した。 

残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン過圧時の各部の

圧力最大値を表２に，圧力推移図を図４に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，裕度

に関する説明を記載。 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

配管長の相違。 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，二次

格納施設内の温度とし

て 38℃を適用。 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，TRACG

による解析を実施。 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

設備仕様の相違。 
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第2 表 残留熱除去系過圧時の各部の圧力最大値 

 

 

 

 

表２ 残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン過圧時の各部

の圧力最大値 

位置※ 圧力最大値（MPa[abs]） 

注水弁入口（①） 7.7 

逃がし弁入口（②） 7.4 

残留熱除去系熱交換器（③） 7.9 

ポンプ出口逆止弁出口（④） 8.0 

※数字は図３における位置を表す。 

 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，TRACG

による解析を実施。 
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・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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第 2 図 残留熱除去系過圧時の圧力推移 

 

 

 

弁開放直後は，定格運転状態の残留熱除去系の注入弁出口

（原子炉圧力容器側）の圧力（7.2MPa[abs]）に比べて最大約

0.8MPa 高い圧力（約 8.01MPa[abs]）まで上昇し，その後，上

昇幅は減衰し 10 秒程度で静定する。 

 

 

 

次項の構造健全性評価に当たっては，圧力の最大値であるポ

ンプ出口逆止弁出口における約 8.01MPa［abs］に，加圧される

範囲の最下端の水頭圧（0.24MPa）を加えた約 8.25MPa[abs]を

丸めてゲージ圧力に変換した 8.2MPa[gage]が保守的に系統に

負荷され続けることを想定する。また，圧力の上昇は 10 秒程

度で静定することからこの間に流体温度や構造材温度が大き

く上昇することはないと考えられるが，評価上は保守的に構造

材温度が定格運転状態の原子炉冷却材温度である 288℃となっ

ている状態を想定する。 

 

 

図４ 残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン過圧時の圧

力推移例（ポンプ出口逆止弁出口位置） 

 

 

弁開放直後は，定格運転状態の残留熱除去系の注水弁出口

（原子炉圧力容器側）の圧力 に比べて最大約

0.8MPa 高い圧力 まで上昇し，その後，上昇

幅は減衰し 10秒程度で静定する。 

 

 

 

  次項の構造健全性評価にあたっては，ＴＲＡＣＧの解析結  

果を踏まえ，隔離弁開直後の最大圧力と系統待機水の温度（室

温程度）との組み合わせ，隔離弁開から 10 秒程度以降の静定

圧力と静定温度（炉圧及び炉水温度相当）との組み合わせを考

慮して評価圧力・温度を設定し，評価対象機器の構造健全性評

価を実施した。 

として評価を実施した。 

また，破断面積の算出においては，隔離弁開直後の最大圧力

と漏えい発生後の静定温度を保守的に組み合わせて評価を実施

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，TRACG

による解析を実施。 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

 柏崎 6/7 の評価条件

については，「1. 想定

するインターフェイス

システム LOCA 及び低

圧設計部における過圧

条件について」に記載。 

柏崎 6/7 の評価結果

については，「3. 構造

健全性評価の結果」に

記載。 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

東海第二の構造健全

性評価においては，保

守的に圧力の最大値が

系統に負荷され続ける
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ことを想定している

が，島根２号炉は，現

実的な条件にて評価を

実施。 
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2. 構造健全性評価の対象とした機器等について 

高圧炉心注水系の低圧設計部において圧力バウンダリとなる

範囲を抽出し，具体的には下記対象範囲について評価を行った。 

a)配管（ドレン／ベント，計装配管等の小口径配管も対象に含

む） 

b)計装設備（ポンプ吸込側に設置されている圧力計） 

c)弁（圧力バウンダリとなる弁） 

d)フランジ部（ボルトの伸びによる漏えい量評価を実施） 

e)ポンプ（ポンプ吸込側の低圧設計部） 

具体的な対象箇所については図1-1 から図1-5 に示す。 

 

3. 構造健全性評価 

3.1 構造健全性評価の対象とした機器等について 

残留熱除去系の隔離弁の誤開放等により加圧される範囲に

おいて，圧力バウンダリとなる以下の箇所に対して 2.で評価し

た圧力（8.2MPa[gage]），温度（288℃）の条件下に晒された場

合の構造健全性評価を実施した。 

① 熱交換器 

② 逃がし弁 

③ 弁 

④ 計 器 

⑤ 配管・配管フランジ部 

詳細な評価対象箇所を第 3図及び第 3表に示す。 

 

３. 構造健全性評価 

3.1 構造健全性評価の対象とした機器等について 

残留熱除去系の隔離弁の誤開放等により加圧される範囲に

おいて，圧力バウンダリとなる以下の箇所に対して２.で評価

した圧力（7.4MPa[gage]），温度（288℃）の条件下に晒され

た場合の構造健全性評価を実施した。 

① 熱交換器 

② 逃がし弁 

③ 弁 

④ 計 器 

⑤ 配管・配管フランジ部 

詳細な評価対象箇所を図５及び表３に示す。 

 

 

・評価対象の相違 

【柏崎 6/7】 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

・評価対象の相違 

【柏崎 6/7】 
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図1-1 評価対象の配管範囲 

 

 

 

 

図1-2 評価対象の計装設備 
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・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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図1-3 評価対象の弁 

 

 

 

 

図1-4 評価対象のフランジ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 
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図1-5 評価対象のポンプ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 
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第 3 表 評価対象範囲に設置された機器 

 

表３ 評価対象範囲に設置された機器 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 
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 3.2 構造健全性評価の結果 

(1) 熱交換器（別紙 3） 

隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時に加圧，加温され

る熱交換器の各部位について，「東海第二発電所 工事計画

認可申請書」（以下「既工認」という。）を基に設計上の裕度

を確認し，裕度が評価上の想定圧力（8.2MPa[gage]）と系統

の最高使用圧力（3.45MPa[gage]）との比である 2.4 より大

きい部位を除く胴板（厚肉部，薄肉部），胴側鏡板，胴側入

口・出口管台及びフランジ部について評価した。 

 

 

 

 

ａ．胴側胴板（厚肉部，薄肉部） 

「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版

（2007 年追補版を含む））＜第Ⅰ編 軽水炉規格＞（JSME S 

NC1-2005/2007）」（以下「設計・建設規格」という。）

「PCV-3122 円筒形の胴の厚さの規定」を適用し，胴板の

必要最小厚さを算出した。その結果，実機の最小厚さは必

要厚さ以上であり，評価した各部位は破損せず漏えいは発

生しないことを確認した。 

 

 

ｂ．胴側鏡板 

設計・建設規格「PCV-3225 半だ円形鏡板の厚さの規定

1」を適用し，胴側鏡板の必要最小厚さを算出した。その

結果，実機の最小厚さは必要厚さ以上であり，評価した各

部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

 

ｃ．胴側入口・出口管台 

設計・建設規格「PVC-3610 管台の厚さの規定」を適用

し，胴側入口・出口管台の必要最小厚さを算出した。その

結果，実機の最小厚さは必要厚さ以上であり，評価した各

部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

3.2 構造健全性評価の結果 

（１）熱交換器（別紙２） 

隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時に加圧，加温され

る熱交換器の各部位について，「島根原子力発電所 工事計

画認可申請書」（以下「既工認」という。）を基に設計上の裕

度を確認し，裕度が２以上の部位を除く水室フランジ，水室

フランジボルト，管板及び伝熱管について評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

 柏崎 6/7 は，「3. 構

造健全性評価の結果」

に記載。 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

設計裕度が異なるた

め，評価対象部位が異

なる。 

 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

設計裕度が異なるた

め，評価対象部位が異

なる。 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

設計裕度が異なるた

め，評価対象部位が異

なる。 

 

 

 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

設計裕度が異なるた

め，評価対象部位が異

なる。 
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ｄ．フランジ部 

日本工業規格 JIS B8265「圧力容器の構造－一般事項」

を適用して算出したボルトの必要な断面積及び許容応力

を算出した。その結果，ボルトの実機の断面積はボルトの

必要な断面積以上，かつ発生応力は許容応力以下であり，

評価した各部位は破損せず漏えいは発生しないことを確

認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．水室フランジ，水室フランジボルト 

日本工業規格 JIS B8265「圧力容器の構造－一般事項」

を適用して算出したボルトの必要な断面積及び許容応力

を算出した。その結果，ボルトの実機の断面積はボルトの

必要な断面積以上，かつ発生応力は許容応力以下であり，

評価した各部位は破損せず漏えいは発生しないことを確

認した。 

 

  

 

 

ｂ．管板 

設計・建設規格「PVC-3510 管穴の中心間距離および管板の厚

さ規定」を適用し，管板の必要最小厚さを算出した。その結果，

実機の最小厚さは必要厚さ以上であり，評価した各部位は破損

せず漏えいは発生しないことを確認した。 

  

 

ｃ．伝熱管 

設計・建設規格「PVC-3610 管台の厚さの規定」を適用し，管

板の必要最小厚さを算出した。その結果，実機の最小厚さは必

要厚さ以上であり，評価した各部位は破損せず漏えいは発生し

ないことを確認した。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

設計裕度が異なるた

め，評価対象部位が異

なる。 

 

 

 

 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

設計裕度が異なるた

め，評価対象部位が異

なる。 
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 (2) 逃がし弁（別紙 4） 

ａ．弁  座 

設計・建設規格「VVC-3230 耐圧部に取り付く管台の必

要最小厚さ」を適用し，必要な最小厚さを算出した。その

結果，実機の最小厚さは必要厚さ以上であり，評価した各

部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

ｂ．弁  体 

弁体下面にかかる圧力が全て弁体の最小肉厚部に作用

するとして発生するせん断応力を評価した。その結果，発

生せん断応力は許容せん断応力以下であり，評価した部位

は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

ｃ．弁本体の耐圧部 

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」を

適用し，必要な最小厚さを算出した。その結果，実機の最

小厚さは必要厚さ以上であり，評価した部位は破損せず漏

えいは発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）逃がし弁（別紙３） 

ａ．弁座 

設計・建設規格「VVC-3230 耐圧部に取り付く管台の必

要最小厚さ」を適用し，必要な最小厚さを算出した。その

結果，実機の最小厚さが必要厚さ以上であり，評価した各

部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

 

 

ｂ．弁体 

弁体下面にかかる圧力（7.4MPa）がすべて弁体の最小肉

厚部に作用するとして発生するせん断応力を評価した。そ

の結果，発生せん断応力は許容せん断応力以下であり，評

価した部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認し

た。 

 

 

ｃ．弁本体の耐圧部 

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」

を適用し，必要な最小厚さを算出した。その結果，実機

の最小厚さは必要な最小厚さ以上であり，評価した部位

は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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ｄ．弁耐圧部の接合部 

設計・建設規格「VVC-3310 弁箱と弁ふたがフランジ結

合の弁のフランジの応力評価」を適用して算出したボルト

の必要な断面積及び許容応力を算出した。 

 

 

上記の評価の結果，ボルトの実機の断面積がボルトの必

要な断面積以上であるが，発生応力が許容圧力以上であっ

たため，ボンネットボルトの内圧と熱による伸び量及びボ

ンネットフランジと弁箱フランジの熱による伸び量を算

出した。その結果，ボンネットボルトの伸び量からボンネ

ットフランジと弁箱フランジの伸び量を差し引いた伸び

量がマイナスであり，弁耐圧部の接合部が圧縮されること

になるが，ボンネットナット締付部の発生応力が許容応力

以下であり，評価した部位は破損せず漏えいは発生しない

ことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ．弁耐圧部の接合部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボンネットボルトの内圧と熱による伸び量及びボンネッ

トフランジと弁箱フランジの熱による伸び量を算出した。そ

の結果，ボンネットボルトの伸び量からボンネットフランジ

と弁箱フランジの伸び量を差し引いた伸び量がマイナスで

あり，弁耐圧部の接合部が圧縮されることになるが，ボンネ

ットフランジとリフト制限板がメタルタッチしており，それ

以上ガスケットが圧縮しない構造となっていることから，ボ

ンネットナット座面及びボンネットフランジとリフト制限

板の合わせ面の発生応力が許容応力以下であり，評価した部

位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，当該

評価によるスクリーニ

ングを実施しておら

ず，全ての評価を実施

している。 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の安全弁

は，ボンネットフラン

ジとリフト制限板がメ

タルタッチする構造。 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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(3) 弁（別紙 5） 

ａ．弁 本 体 

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」を

適用し，必要な最小厚さを算出した。その結果，実機の最

小厚さは計算上必要な厚さ以上であり，評価した部位は破

損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

ｂ．弁耐圧部の接合部 

設計・建設規格「VVC-3310 弁箱と弁ふたがフランジ結

合の弁のフランジの応力評価」を適用して算出したボルト

の必要な断面積及び許容応力を算出した。その結果，F086，

F080A，F060A，FF029-201 及び FF029-202 の弁はボルトの

実機の断面積がボルトの必要な断面積以上であり，かつ発

生応力が許容圧力以下であり，評価した部位は破損せず漏

えいは発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

（３）弁（別紙４） 

a．弁本体 

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」を適

用し，必要な最小厚さを算出した。その結果，実機の最小厚さ

は計算上必要な最小厚さ以上であり，評価した部位は破損せず

漏えいは発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．弁耐圧部の接合部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，当該

評価によるスクリーニ

ングを実施しておら

ず，全ての評価を実施

している。 
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また，上記の条件を満たさない弁については，ボンネッ

トボルトの内圧と熱による伸び量及びボンネットフラン

ジと弁箱フランジの熱による伸び量を算出した。その結

果，ボンネットボルトの伸び量からボンネットフランジと

弁箱フランジの伸び量を差し引いた伸び量がプラスであ

る弁については，伸び量がガスケットの復元量以下であ

り，評価した部位は漏えいが発生しないことを確認した。

伸び量がマイナスの弁についてはボンネットフランジと

リフト制限板がメタルタッチしており，それ以上ガスケッ

トが圧縮しない構造となっていることから，ボンネットナ

ット締付部の発生応力が材料の許容応力以下であり，評価

した部位は破損せず漏えいが発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

なお，以下の弁は加圧時の温度，圧力以上で設計してい

ることから，破損は発生せず漏えいが発生しないことを確

認した。 

 

 

 

 

 

また，以下の弁は設計・建設規格第Ⅰ編 別表１にて温

度 300℃における許容圧力を確認し，加圧時の圧力を上回

ることから，破損は発生せず漏えいが発生しないことを確

認した。 

 

ボンネットボルトの内圧と熱による伸び量及びボンネッ

トフランジと弁箱フランジの熱による伸び量を算出した。そ

の結果，ボンネットボルトの伸び量からボンネットフランジ

と弁箱フランジの伸び量を差し引いた伸び量がプラスであ

る弁については，伸び量がガスケットの復元量以下であり，

評価した部位は漏えいが発生しないことを確認した。伸び量

がマイナスの弁についてはボンネットフランジと弁箱フラ

ンジがメタルタッチしており，それ以上ガスケットが圧縮し

ない構造となっていることから，ボンネットナット座面及び

ボンネットフランジと弁箱フランジの合わせ面の発生応力

が許容応力以下であり，評価した部位は破損せず漏えいが発

生しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，以下の弁は加圧時の温度，圧力以上で設計してい

ることから，破損は発生せず漏えいが発生しないことを確

認した。 

 

 

また，以下の弁は設計・建設規格第Ⅰ編 別表１にて温

度 300℃における許容圧力を確認し，加圧時の圧力を上回

ることから，破損は発生せず漏えいが発生しないことを確

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の弁は，

ボンネットフランジと

弁箱フランジがメタル

タッチする構造。 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 
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認した。 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

 

2.7-71



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 (4) 計  器（別紙 6） 

ａ．圧力計，差圧計 

 

 

 

 

以下の圧力計及び差圧計は，隔離弁の誤開放等による加

圧事象発生時の圧力以上の計装設備耐圧値を有しており，

破損は発生しないことを確認した。なお，構造材の温度上

昇に伴う耐力低下（温度－30～40℃における設計引張強さ

に対する 288℃における設計引張強さの割合は SUS316L の

場合で約 79％）を考慮しても，計装設備耐圧値は加圧時に

おける圧力以上となる。  

 

 

 

 

 

ｂ．温 度 計 

日本機械学会「配管内円柱状構造物の流量振動評価指

針」（JSME S012-1998）を適用し，同期振動発生の回避又

は抑制の判定並びに応力評価及び疲労評価を実施した。そ

の結果，換算流速 Vγが 1より小さく，組合せ応力が許容値

以下，かつ応力振幅が設計疲労限以下であることから，評

価した部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認し

た。 

 

 

 

 

 

 

（４）計器（別紙５） 

ａ．圧力計，差圧計 

以下の圧力計及び差圧計のうち PS222-4A-1，PS222-4A-2

については，漏えいが想定されるため，株部のプロセス取合

い（外径：5mm）の断面積から，破断面積を下表のとおり評

価した。 

以下の圧力計及び差圧計のうち，PS222-4A-1，PS222-4A-2

以外の計器は，隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時の圧

力以上の計装設備耐圧値を有しており，破損は発生しないこ

とを確認した。なお，構造材の温度上昇に伴う耐力低下（温

度－30～40℃における設計引張強さに対する 288℃における

設計引張強さの割合は SUS316L の場合で約 79％）を考慮して

も，計装設備耐圧値は加圧時における圧力以上となる。  

 

 

 

ｂ．温度計 

日本機械学会「配管内円柱状構造物の流量振動評価指針」

（JSME S012-1998）を適用し，同期振動発生の回避又は抑制

の判定並びに応力評価及び疲労評価を実施した。その結果，

換算流速 Vγが 1より小さく，組合せ応力が許容値以下，かつ

応力振幅が設計疲労限以下であることから，評価した部位は

破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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（同期振動発生の回避又は抑制評価） 

 

 

（流体振動に対する強度評価） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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(5) 配  管（別紙 7） 

ａ．管 

設計・建設規格「PPC-3411 直管(1)内圧を受ける直管」

を適用し，必要最小厚さを算出した。その結果，実機の最

小厚さは必要厚さ以上であり，評価した部位は破損せず漏

えいは発生しないことを確認した。 

 

 

 

ｂ．フランジ部 

設計・建設規格「PPC-3414 フランジ」を適用してフラ

ンジ応力算定用応力を算出し，フランジボルトの伸び量を

評価した。その結果，伸び量がマイナスであり，フランジ

部が圧縮されることになるが，ガスケットの許容圧縮量が

合計圧縮量以上であり，評価した部位は破損せず漏えいは

発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）配管（別紙６） 

ａ．管 

設計・建設規格「PPC-3411(1)内圧を受ける直管」を適

用し，必要最小厚さを算出した。その結果，実機の最小厚

さは，必要厚さ以上であり，評価した部位は破損せず漏え

いは発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．フランジ部 

設計・建設規格「PPC-3414 フランジ」を適用してフラ

ンジ応力算定用応力を算出し，フランジボルトの伸び量を

評価した。その結果，伸び量がマイナスであり，フランジ

部が圧縮されることになるが，ガスケットの許容圧縮量が

合計圧縮量以上であり，評価した部位は破損せず漏えいは

発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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3. 構造健全性評価の結果 

各機器に対する評価結果について以下に示す。 

破断が想定される箇所としては計装設備であり，また，フラン

ジ部についてもボルトの伸びによる漏えいが想定されるものの，

合計でも漏えい面積は1cm2 を超えることはないとの結果となっ

た。 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の評価結

果は，「3.2 構造健全

性評価の結果」に記載。 
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4. インターフェイスシステムLOCA における破断面積の設定 

3.で述べたとおり，高圧炉心注水系の電動弁開閉試験にて，原

子炉注入逆止弁が故障により開固着し，原子炉注入電動弁が誤操

作又は誤動作した場合，高圧炉心注水系の低圧設計のポンプ吸込

配管の過圧を想定しても，その漏えい面積は1cm2 を超えることは

ない。 

そこで，インターフェイスシステムLOCA における破断面積は，

保守的な想定とはなるがフランジ部の漏えい面積として保守的

に10cm2 を想定することとする。 

 

4. 破断面積の設定について（別紙 8） 

3.の評価結果から，隔離弁の誤開放等により残留熱除去系の

低圧設計部分が加圧されたとしても，破損は発生しないことを

確認した。 

 

 

 

 

 

そこで，残留熱除去系の加圧範囲のうち最も大きなシール構

造である熱交換器フランジ部に対して，保守的に弁開放直後の

ピーク圧力（8.2MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）

が同時に継続して負荷され，かつガスケットに期待しないこと

を想定した場合の破断面積を評価した。 

 

 

 

 

上記評価に基づき，有効性評価では，残留熱除去系熱交換器

フランジ部に約 21cm２の漏えいが発生することを想定する。 

 

なお，評価対象のうち残留熱除去系（低圧注水系）Ａ系及び

残留熱除去系（低圧注水系）Ｂ系以外の低圧炉心スプレイ系及

び残留熱除去系（低圧注水系）Ｃ系には，加圧範囲に熱交換器

のような大きなシール構造を有する機器は設置されていない。 

 

４.破断面積の設定について（別紙７） 

３.の評価結果から，隔離弁の誤開放等により残留熱除去系

の低圧設計部分が加圧され，計器が破損する可能性があること

を確認した。 

 

 

上記評価に基づき，有効性評価では，計器の破断面積として

保守的に約 1cm２を想定する。 

 

さらに，残留熱除去系の加圧範囲のうち最も大きなシール構

造である熱交換器フランジ部に対して，保守的に弁開放直後の

ピーク圧力（7.9MPa[gage]）及び原子炉冷却材温度（288℃）

が同時に継続して負荷され，かつガスケットに期待しないこと

を想定した場合の破断面積を評価した。 

  

 

上記評価に基づき，有効性評価では，残留熱除去系熱交換器

フランジ部の破断面積として保守的に約 16cm２を想定する。 

 

なお，評価対象のうちＡ－残留熱除去系（低圧注水モード）

及びＢ－残留熱除去系（低圧注水モード）以外の低圧炉心スプ

レイ系及びＣ－残留熱除去系（低圧注水モード）には，加圧範

囲に熱交換器のような大きなシール構造を有する機器は設置

されていない。 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

・評価対象の相違 

【柏崎 6/7】 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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5. 現場の想定 

・評価の想定と事象進展解析 

破断面積10cm2 のインターフェイスシステムLOCA による炉心内

の挙動は，「2.7.2(3) 有効性評価の結果」に示したとおりである。 

ここでは，破断面積10cm2 のインターフェイスシステムLOCA 発

生時の現場環境（原子炉建屋内）に着眼し評価を行った。評価条

件を表1 に示す。また，評価に使用する原子炉建屋のノード分割

モデルを図1 に示す。 

事象進展解析（MAAP）の実施に際して主要な仮定を以下に示す。 

 

前提条件：事象発生と同時に外部電源喪失し原子炉スクラム，

インターフェイスシステムLOCA 時破断面積10cm2，

健全側高圧炉心注水系による注入 

事象進展：弁誤開又はサーベイランス時における全開誤操作

（連続開） 

（この時内側テスタブルチェッキも同時に機能喪

失（全開）） 

・状況判断の開始（弁の開閉状態確認，HPCF 室

漏えい検出，ポンプ吐出圧力，エリアモニタ

指示値上昇） 

原子炉水位L2 到達：原子炉隔離時冷却系の自動起

動 

事象発生約15 分後：急速減圧 

原子炉水位L1.5 到達：高圧炉心注水系の自動起動 

事象発生約4 時間後：インターフェイスシステム

LOCA 発生箇所隔離 

 

・評価の結果 

○温度・湿度・圧力の想定 

主要なパラメータの時間変化を図2 から図4 に示す。 

原子炉建物内の温度は，事象発生直後は上昇するものの15 分

後に原子炉減圧した後は低下する。また，弁隔離操作のために

アクセスする弁室の温度も同様に，原子炉減圧操作後に低下し

た後，約38℃程度で推移する。湿度については破断箇所からの

漏えいが継続するため高い値で維持されるものの，原子炉減圧

及び破断箇所隔離操作を実施することで，事象発生約4 時間以

降低下する傾向にある。圧力については破断直後に上昇するも

5. 現場の環境評価 

ＩＳＬＯＣＡが発生した場合，事象を収束させるために，健

全な原子炉注水系統による原子炉注水，逃がし安全弁による原

子炉減圧及び残留熱除去系によるサプレッション・プール冷却

を実施する。また，漏えい箇所の隔離は，残留熱除去系（低圧

注水系）の注入弁を現場にて閉止する想定としている。 

ＩＳＬＯＣＡ発生に伴い原子炉冷却材が原子炉建屋原子炉

棟内に漏えいすることで，建屋下層階への漏えい水の滞留並び

に高温水及び蒸気による建屋内の雰囲気温度，湿度，圧力及び

放射線量の上昇が想定されることから，設備の健全性及び現場

作業の成立性に与える影響を評価した。 

 

現場の環境評価において想定する事故条件，重大事故等対策

に関連する機器条件及び重大事故等対策に関連する操作条件

は，有効性評価の解析と同様であり，ＩＳＬＯＣＡは残留熱除

去系Ｂ系にて発生するものとする。 

 

なお，ＩＳＬＯＣＡが残留熱除去系Ａ系にて発生することを

想定した場合，破断面積（約 21㎝２）及び破断箇所（熱交換器

フランジ部）はＢ系の場合と同じであり，漏えい発生区画は東

側となることから，原子炉建屋原子炉棟の東側区画の建屋内雰

囲気温度等が同程度上昇する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５. 現場の環境評価 

ＩＳＬＯＣＡが発生した場合，事象を収束させるために，健

全な原子炉注水系統による原子炉注水，逃がし安全弁による原

子炉減圧及び残留熱除去系によるサプレッション・プール水冷

却を実施する。また，漏えい箇所の隔離は，残留熱除去系（低

圧注水モード）の注水弁を現場にて閉止する想定としている。 

ＩＳＬＯＣＡ発生に伴い原子炉冷却材が原子炉建物原子炉

棟（以下，「原子炉棟」という。）内に漏えいすることで，建物

下層階への漏えい水の滞留並びに高温水及び蒸気による建物

内の雰囲気温度，湿度，圧力及び放射線量の上昇が想定される

ことから，設備の健全性及び現場作業の成立性に与える影響を

評価した。 

現場の環境評価において想定する事故条件，重大事故等対策

に関連する機器条件及び重大事故等対策に関連する操作条件

は，有効性評価の解析と同様であり，ＩＳＬＯＣＡはＡ－残留

熱除去系（低圧注水モード）注入ラインにて発生するものとす

る。 

なお，ＩＳＬＯＣＡがＢ－残留熱除去系（低圧注水モード）

注入ラインにて発生することを想定した場合，破断面積（約

17 ㎝２）及び破断箇所（残留熱除去系熱交換器フランジ部及び

残留熱除去系機器等）はＡ－残留熱除去系（低圧注水モード）

注入ラインの場合と同等であり，原子炉建物における雰囲気温

度等は同程度上昇する。 

Ｃ－残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン及び低圧炉

心スプレイ系注入ラインにて発生することを想定した場合，漏

えい箇所が圧力スイッチ（各ポンプ室）のみであり，漏えい量

がＡ－残留熱除去系（低圧注水モード）注入ラインのＩＳＬＯ

ＣＡより小規模となるため，原子炉建物における雰囲気温度等

の上昇は，Ａ－残留熱除去系（低圧注水モード）注入ラインの

ＩＳＬＯＣＡ発生時よりも小さくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 
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ののブローアウトパネルが開放され，その後は大気圧相当とな

る。 

 

○冷却材漏えいによる影響 

破断面積10cm2のインターフェイスシステムLOCAに伴う原子

炉建屋内への原子炉内及び復水貯蔵槽からの漏えい量は，原

子炉圧力容器及び復水貯蔵槽からの流出量を考慮しても最大

で約200m3/h であり，高圧炉心注入ポンプ吸込弁または復水貯

蔵槽側吸込弁の閉止や原子炉水位を漏えい配管の高さ付近で

維持することでさらに漏えい量を少なくすることができる。 

破断した系統の区分と他区分の非常用炉心冷却系が機能喪

失に至る約1,800m3（浸水高さ約2.5m）に到達するには9 時間

以上の十分な時間余裕がある。 

 

○現場の線量率の想定について 

・評価の想定 

原子炉格納容器バウンダリが喪失することで，原子炉圧力

容器から直接的に放射性物質が原子炉建屋原子炉区域内に放

出される。 

漏えいした冷却材中から気相へと移行される放射性物質及

び燃料から追加放出される放射性物質が原子炉建屋から漏え

いしないという条件で現場の線量率について評価した。 

評価上考慮する核種は現行許認可と同じものを想定し（詳

細は表2，3 参照），全希ガス漏えい率（f 値）については，

近年の運転実績データの最大値である3.7×108Bq/s を採用し

て評価する。なお，現行許認可ベースのf 値はこの値にさら

に一桁余裕を見た10 倍の値である。これに伴い，原子炉建屋

内へ放出される放射性物質量は，許認可評価のMSLBA（主蒸気

管破断事故）時に追加放出される放射性物質量の1/10 とな

る。なお，冷却材中に存在する放射性物質量は，追加放出量

の数％程度であり大きな影響はない。また，現場作業の被ば

くにおいては，放射線防護具（酸素呼吸器等）を装備するこ

とにより内部被ばくの影響が無視できるため，外部被ばくの

みを対象とした。 

 

・評価の方法 

原子炉建屋内の空間線量率は，以下のサブマージョンモデ

ルにより計算する。 
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・評価の結果 

評価結果を図5 に示す。外部被ばくは最大でも約15mSv/h 

程度であり，時間減衰によってその線量率も低下するため，

線量率の上昇が現場操作や期待している機器の機能維持を妨

げることはない。 

なお，事故時には原子炉建屋内に漏えいした放射性物質の一部が

ブローアウトパネルを通じて環境へ放出されるが，中央制御室換

気空調系の換気口の位置はプルームの広がりを取り込みにくい箇

所にあり，中央制御室内に放射性物質を大量に取り込むことはな

いと考えられる（図6）。さらに，これらの事故時においては原子

炉区域排気放射能高の信号により中央制御室換気空調系が非常時

運転モード（循環運転）となるため，中操にいる運転員は過度な

被ばくを受けることはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 設備の健全性に与える影響について 

有効性評価において，残留熱除去系Ｂ系におけるＩＳＬＯ

ＣＡ発生時に期待する設備は，原子炉隔離時冷却系，低圧炉

心スプレイ系，残留熱除去系Ａ系及び低圧代替注水系（常

設），逃がし安全弁並びに関連する計装設備である。 

 

 

 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建屋原子炉棟内環境を想定

した場合の設備の健全性への影響について以下のとおり評

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１）設備の健全性に与える影響について 

有効性評価において，Ａ－残留熱除去系（低圧注水モード

）注入ラインにおけるＩＳＬＯＣＡ発生時に期待する設備は

，隔離操作を行う注水弁，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心ス

プレイ系，Ｂ－残留熱除去系及び逃がし安全弁並びに関連す

る計装設備である。 

漏えい量が最も多く環境条件の厳しくなるＡ－残留熱除

去系（低圧注水モード）注入ラインでのＩＳＬＯＣＡ発生時

の原子炉棟内環境を想定した場合の設備の健全性への影響

について，以下のとおり評価した。なお，有効性評価で想定

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ISLOC

A 発生下において，高圧

注水機能に対する対策

の有効性を評価してい

る。 
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価した。 

 

 

 

 

 

 

ａ．溢水による影響（別紙 9，10） 

東海第二発電所の原子炉建屋原子炉棟は，地下 2階から

5 階まで耐火壁を設置することで東側区分と西側区分を物

理的に分離する方針である。ＩＳＬＯＣＡによる原子炉冷

却材の漏えいは，残留熱除去系Ｂ系が設置されている西側

区画において発生するのに対して，原子炉隔離時冷却系，

低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系Ａ系は東側区画に

位置していることから，溢水の影響はない。 

低圧代替注水系（常設）は，ポンプが原子炉建屋原子炉

棟から物理的に分離された区画に設置されているため，溢

水の影響はない。また，低圧代替注水系（常設）の電動弁

のうち原子炉建屋原子炉棟内に設置されるものは原子炉

建屋原子炉棟 3階以上に位置しており，事象発生から評価

上，現場隔離操作の完了時間として設定している 5時間ま

での原子炉冷却材の流出量は約 300t であり，原子炉冷却

材が全て水として存在すると仮定しても浸水深は地下 2階

の床面から約 2m 以下であるため，溢水の影響はない。 

なお，ブローアウトパネルに期待しない場合でも，同様

に必要な設備への影響はない。 

 

 

 

 

ｂ．雰囲気温度・湿度による影響（別紙 9，10） 

東側区画における温度・湿度については，初期値から有

意な上昇がなく，原子炉隔離時冷却系，低圧炉心スプレイ

系及び残留熱除去系Ａ系への影響はない。また，低圧代替

注水系（常設）の原子炉建屋原子炉棟内の電動弁は，西側

区画に位置するものが 2個あるが，これらはＩＳＬＯＣＡ

発生時の原子炉建屋原子炉棟内の環境を考慮しても機能

が維持される設計とすることから影響はない。さらに，逃

した以外の系統（Ｂ－残留熱除去系（低圧注水モード）注入

ライン，Ｃ－残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン及

び低圧炉心スプレイ系注入ライン）においてＩＳＬＯＣＡ発

生時の原子炉棟内環境を想定した場合でも，表 4-1～4-4 に

示すとおり，ＩＳＬＯＣＡ対応に必要な設備の健全性に影響

がないことを確認している。 

 

ａ．溢水による影響（別紙８） 

 

 

ＩＳＬＯＣＡによる原子炉冷却材の漏えいのうち，Ａ－

残留熱除去系圧力スイッチからの溢水は，漏えい発生区画

と隣接する原子炉隔離時冷却系のポンプ室との境界に水密

扉を設置し区画化されているため，原子炉隔離時冷却系の

ポンプ室は溢水の影響を受けない。また，Ａ－残留熱除去

系熱交換器からの溢水は，漏えい発生区画で滞留したのち

に，隣接区画へ伝播し，最終滞留箇所であるトーラス室に

排出されるが，高圧炉心スプレイ系及びＢ－残留熱除去系

のポンプ室は，トーラス室との境界に水密扉を設置し区画

化されているため，これらのポンプ室は溢水の影響を受け

ない。また，系統の運転に必要な補機冷却系等の設備も溢

水の影響を受けないため，系統の機能は維持される。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納

容器内に設置されており，関連計装設備も含め溢水の影響

はなく，逃がし安全弁の機能は維持される。 

 

 

 

 

 

ｂ．雰囲気温度・湿度による影響（別紙８） 

原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系及びＢ－残留

熱除去系のポンプ室等の溢水の流入がない区画における温

度・湿度については，初期値から有意な上昇はないため，

系統の運転に必要な補機冷却系等を含め，これらの系統機

能は維持される。また，隔離操作を行う注水弁（MV222-5A

）は，ＩＳＬＯＣＡ発生時の雰囲気温度・湿度に対し耐性

を有していることから，機能維持される。さらに，逃がし

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，SA設

備である BOP の開放に

期待した評価としてい

る。 
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6. 現場の隔離操作 

現場での高圧炉心注水隔離弁の隔離操作が必要となった場合，

運転員は床漏えい検知器やサンプポンプの起動頻度増加等により

現場状態を把握するとともに，換気空調系による換気や破断から

の蒸気の漏えいの低減（原子炉減圧や原子炉停止時冷却（実施可

能な際において））等を行うことで現場環境の改善を行う。 

現場の温度は3 時間程度で約38℃程度まで低下することから，

酸素呼吸器及び耐熱服等の防護装備の着用を実施することで現場

での隔離操作は実施可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

がし安全弁及び関連する計装設備についても，ＩＳＬＯＣ

Ａ発生時の原子炉建屋原子炉棟内の環境において機能喪

失することはない。 

なお，ブローアウトパネルに期待しない場合でも，同様

に必要な設備への影響はない。 

 

 

 

 

 

ｃ．放射線による影響（別紙 11） 

原子炉減圧時に燃料から追加放出される核分裂生成物の

全量が，原子炉建屋原子炉棟内に瞬時に移行するという保

守的な条件で評価した結果，地上 3階における吸収線量率

は最大でも約 15.2mGy／h程度であり，設計基準事故対象設

備の設計条件である 1.7kGy と比較しても十分な余裕があ

るため，期待している機器の機能維持を妨げることはない。 

 

 

(2) 現場操作の成立性に与える影響について 

有効性評価において，残留熱除去系Ｂ系におけるＩＳＬＯ

ＣＡ発生時に必要な現場操作は，残留熱除去系Ｂ系の注入弁

の閉止操作である。 

 

 

残留熱除去系Ｂ系の注入弁の操作場所及びアクセスルー

トを第 4図に示す。残留熱除去系Ｂ系におけるＩＳＬＯＣＡ

発生時は，原子炉建屋原子炉棟内の環境を考慮して，主に漏

えいが発生している西側区画とは逆の東側区画を移動する

こととしている。 

 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建屋原子炉棟内環境を想定

した場合のアクセス性への影響を以下のとおり評価した。 

 

 

 

 

 

安全弁及び関連する計装設備についても，区画として分離

されている原子炉格納容器内に設置されており，ＩＳＬＯ

ＣＡ発生時の雰囲気温度・湿度に伴う影響はなく，逃がし

安全弁の機能は維持される。 

 

 

 

 

 

 

ｃ．放射線による影響（別紙９） 

原子炉減圧時に燃料から追加放出される核分裂生成物

の全量が，原子炉棟内に瞬時に移行するという保守的な条

件で評価した結果，東側 PCV ペネトレーション室における

吸収線量率は最大でも約 8.0mGy/h 程度であり，設計基準事

故対象設備の設計条件である 1.76kGy と比較しても十分な

余裕があるため，期待している機器の機能維持を妨げるこ

とはない。 

 

(２）現場操作の成立性に与える影響について 

有効性評価において，Ａ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣ

Ａ発生時に必要な現場操作は，Ａ－残留熱除去系の注水弁の閉

止操作である。Ｂ－残留熱除去系，Ｃ－残留熱除去系，低圧炉

心スプレイ系でＩＳＬＯＣＡが発生した場合も現場操作は，注

水弁の閉止操作である。 

ＩＳＬＯＣＡ発生時における原子炉棟内状況概要を図６に，

Ａ－残留熱除去系の注水弁の操作場所，アクセスルート及び漏

えい水が伝播する範囲を図７に示す。また，漏えい水が伝播す

る範囲の溢水水位を表６に示す。Ａ－残留熱除去系におけるＩ

ＳＬＯＣＡ発生時は，原子炉棟内の環境を考慮して，漏えいが

発生している階より上階を移動することとしている。 

漏えい量が最も多いＡ－残留熱除去系でのＩＳＬＯＣＡ発

生時の原子炉棟内環境を想定した場合のアクセス性への影響

を以下のとおり評価した。 

なお，有効性評価で想定した以外の系統（Ｂ－残留熱除去系

（低圧注水モード）注入ライン，Ｃ－残留熱除去系（低圧注水

モード）注入ライン及び低圧炉心スプレイ系注入ライン）にお

いてＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内環境を想定した場合で

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，SA設

備である BOP の開放に

期待した評価としてい

る。 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

ISLOCA 時の事象想定

の違いにより，事象収

束のための対応操作が

異なる。（操作場所及び

アクセスルート含む） 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，各

系統からのＩＳＬＯＣ
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ａ．溢水による影響（別紙 9，10） 

東側区画は，ＩＳＬＯＣＡによる原子炉冷却材漏えいが

発生する西側区画とは物理的に分離されていることから，

溢水による東側区画のアクセス性への影響はない。また，

注入弁は西側区画の 3階に設置されており，この場所にお

いて注入弁の現場閉止操作を実施するが，事象発生から評

価上，現場隔離操作の完了時間として設定している 5時間

までの原子炉冷却材の流出量は約 300t であり，原子炉冷

却材が全て水として存在すると仮定しても浸水深は地下 2

階の床面から約 2m 以下であるため，操作及び操作場所へ

のアクセスへの影響はない。 

なお，ブローアウトパネルに期待しない場合でも，同様

に操作及び操作場所へのアクセスへの影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．雰囲気温度・湿度による影響（別紙 9，10） 

東側区画における温度及び湿度については，初期値から

有意な上昇がなく，アクセス性への影響はない。 

また，西側区画のうちアクセスルート及び操作場所となる

原子炉建屋原子炉棟 3階西側において，原子炉減圧後に建

屋内環境が静定する事象発生の約 2時間後から現場隔離操

作の完了時間として設定している 5時間後までの温度及び

湿度は，最大で約 44℃及び約 100％である。残留熱除去系

Ｂ系の注入弁の閉止操作は 2 チーム体制にて交代で実施

し，1 チーム当たりの原子炉建屋原子炉棟内の滞在時間は

約 36 分であるため，操作場所へのアクセス及び操作は可

能である※。なお，操作場所への移動及び現場操作を実施

する場合は，放射線防護具（タイベック，アノラック，個

人線量計，長靴・胴長靴，自給式呼吸用保護具，綿手袋，

も，表 4-1～4-4 に示すとおり，漏えい隔離操作に影響がない

ことを確認している。 

 

ａ．溢水による影響（別紙８） 

図６及び図７に示すとおり，ＩＳＬＯＣＡによる原子炉

冷却材漏えいが発生する階より上階を移動することから，

溢水によるアクセス性への影響はない。また，注水弁は原

子炉棟内中１階（EL19.0m）の床面上に設置されており，こ

の場所において注水弁の現場閉止操作を実施するが，事象

発生から評価上，現場隔離操作の完了時間として設定して

いる 10 時間までの原子炉冷却材の流出量は約 600m3であり

，原子炉冷却材がすべて水として存在すると仮定してもア

クセスルート上に溢水はなく，操作及び操作場所へのアク

セスへの影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．雰囲気温度・湿度による影響（別紙８） 

 

 

アクセスルート及び操作場所となる原子炉棟内において

，原子炉減圧後に原子炉棟内環境が静定する事象発生の約

９時間後から現場隔離操作の完了時間として設定している

10 時間後までの温度及び湿度は，最大で約 44℃及び約 100

％である。Ａ－残留熱除去系の注水弁の閉止操作での原子

炉棟内の滞在時間は約 38分（表５参照）であるため，操作

場所へのアクセス及び操作は可能である※１。なお，操作場

所への移動及び現場操作を実施する場合は，保護具（汚染

防護服，耐熱服，個人線量計，作業用長靴，酸素呼吸器，

綿手袋，ゴム手袋）を着用する。 

 

Ａ時の影響確認を記載 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，溢水，

雰囲気温度，放射線に

よる影響について，個

別に評価結果を記載。 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

ISLOCA 時の事象想定

の違いによる操作場所

及びアクセスルートの

相違。 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，SA設

備である BOP の開放に

期待した評価としてい

る。 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

ISLOCA 時の事象想定

の違いによる操作場所

及びアクセスルートの

相違。 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

・運用の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，２名

１チームにて対応す
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7. 公衆被ばくについて 

インターフェイスシステムLOCA が発生した場合，原子炉建屋内

に放出された核分裂生成物がブローアウトパネルの開放により大

気中に放出される。この場合における敷地境界での実効線量を評

価した。評価条件は表1～3（但し，表1 の「原子炉建屋への流出

経路条件」は除く）に従うものとし，その他の条件として，破断

口から漏えいする冷却材が減圧沸騰によって気体となる分が建屋

内気相部へ移行されるものとし，破断口から漏えいする冷却材中

の放射性物質が気相へ移行される割合は，運転時冷却材量と減圧

沸騰による蒸発分の割合から算定した。燃料から追加放出される

放射性物質が気相へ移行される割合は，燃料棒内ギャップ部の放

射性物質が原子炉圧力の低下割合に応じて冷却材中に放出される

ことを踏まえ，同様に運転時冷却材量と減圧沸騰による蒸発分の

ゴム手袋）を着用する。 

※ 想定している作業環境（最大約 44℃）においては，主に低温

やけどが懸念されるが，一般的に，接触温度と低温やけどに

なるまでのおおよその時間の関係は，44℃で 3 時間～4 時間

として知られている。（出典：消費者庁 News Release（平成

25 年 2月 27 日）） 

 

ｃ．放射線による影響（別紙 11） 

原子炉減圧時に燃料から追加放出される核分裂生成物

の全量が，原子炉建屋原子炉棟内に瞬時に移行するという

保守的な条件で評価した結果，線量率は最大で約 15.2mSv

／h である。残留熱除去系Ｂ系の注入弁の閉止操作は 2 チ

ーム体制にて交代で実施し，1 チーム当たりの原子炉建屋

原子炉棟内の滞在時間は約 36 分であるため，作業時間を

保守的に 1時間と設定し時間減衰を考慮しない場合におい

ても作業員の受ける実効線量は最大で約 15.2mSv となる。

また，有効性評価において現場操作を開始する事象発生の

約 3時間後における線量率は約 5.6mSv／h であり，この場

合に作業員の受ける実効線量は約 5.6mSv となる。 

なお，事故時には原子炉建屋原子炉棟内に漏えいした放

射性物質の一部はブローアウトパネルを通じて環境へ放

出されるおそれがあるが，これらの事故時においては原子

炉建屋放射能高の信号により中央制御室の換気系は閉回

路循環運転となるため，中央制御室内にいる運転員は過度

な被ばくの影響を受けることはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 想定している作業環境（約 44℃）においては，主に低温や

けどが懸念されるが，一般的に，接触温度と低温やけどに

なるまでのおおよその時間の関係は，44℃で３時間～４時

間として知られている。（出典：消費者庁 News Release

（平成 25 年 2月 27 日）） 

 

ｃ．放射線による影響（別紙９） 

原子炉減圧時に燃料から追加放出される核分裂生成物の

全量が，原子炉棟内に瞬時に移行するという，保守的な条

件で評価した結果，線量率は最大で約 8.0mSv/h である。Ａ

－残留熱除去系の注水弁の閉止操作での原子炉棟内の滞在

時間は約 38 分であるため，作業時間を保守的に１時間と設

定し時間減衰を考慮しない場合においても作業員の受ける

実効線量は最大で約 8.0mSv となる。また，有効性評価にお

いて現場操作を開始する事象発生の約９時間後における線

量率は約 1.3mSv/h であり，この場合に作業員の受ける実効

線量は約 1.3mSv となる。 

 

なお，事故時には原子炉棟内に漏えいした放射性物質の

一部は原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルを通じて

環境へ放出されるおそれがあるが，これらの事故時におい

ては原子炉建物放射能高の信号により中央制御室の換気系

は再循環運転モードとなるため，中央制御室内にいる運転

員は過度な被ばくの影響を受けることはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。 

・運用の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，温度

の緩和対策として耐熱

服を着用する。 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，敷地

境界での実効線量につ

いて「６. 敷地境界の

実効線量評価につい

て」にて記載。 
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割合から算定した。また，破断口及び逃がし安全弁から流出する

蒸気量は，各々の移行率に応じた量が流出するものとした（詳細

は図7 参照）。 

評価の結果，敷地境界における実効線量は約4.7×10-2mSv とな

り，「2.3.1 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）」にお

ける耐圧強化ベント系によるベント時の敷地境界での実効線量

（約4.9×10-2mSv）及び5mSv を下回った。 

なお，評価上は考慮していないものの，原子炉建屋内に放出さ

れた放射性物質はブローアウトパネルから外部に放出されるまで

の建屋内壁への沈着による放出量の低減に期待できること，及び

冷却材中の放射性物質の濃度は運転時冷却材量に応じた濃度を用

いているが実際は原子炉注水による濃度の希釈に期待できること

により，更に実効線量が低くなると考えられる。 
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・記載表現の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，図６

及び図７に，溢水状況

概要，溢水状況及び現

場アクセスルート図を

記載。 
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図６ Ａ－残留熱除去系 原子炉棟内状況概要 

 

 

図７ Ａ－残留熱除去系 溢水範囲（1/2） 
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図７ Ａ－残留熱除去系 溢水範囲（2/2） 

 

 

表６ Ａ－残留熱除去系 溢水水位 
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8. まとめ 

5.及び6.で示した評価結果より，破断面積10cm2 のインターフェ

イスシステムLOCA 発生による現場の温度上昇は小さく（3 時間程

度で約38℃程度）,また，現場線量率についても15mSv/h 以下であ

ることから現場操作の妨げとはならず，また設備の機能も維持さ

れる。したがって，炉心損傷防止対策として期待している原子炉

隔離時冷却系による炉心冷却，残留熱除去系による原子炉格納容

器除熱等の機能も維持可能である。 

 

(3) 結  論 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建屋原子炉棟内環境を想定

した場合でも，ＩＳＬＯＣＡ対応に必要な設備の健全性は維

持される。また，中央制御室の隔離操作に失敗した場合でも，

現場での隔離操作が可能であることを確認した。 

 

(３）結  論 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内環境を想定した場合で

も，ＩＳＬＯＣＡ対応に必要な設備の健全性は維持される。

また，中央制御室の確認操作に失敗した場合でも，現場での

隔離操作が可能であることを確認した。 
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6. 非居住区域境界及び敷地境界の実効線量評価について 

ＩＳＬＯＣＡの発生後，原子炉建屋原子炉棟が加圧されブロー

アウトパネルが開放された場合，原子炉建屋原子炉棟内に放出さ

れた核分裂生成物がブローアウトパネルから大気中に放出される

ため，この場合における非居住区域境界及び敷地境界の実効線量

を評価した。 

 

 

その結果，非居住区域境界及び敷地境界における実効線量はそ

れぞれ約 1.2×10－１mSv 及び約 3.3×10－１mSv となり，「2.6 ＬＯ

ＣＡ時注水機能喪失」における耐圧強化ベント系によるベント時

の実効線量（非居住区域境界：約 6.2×10－１mSv，敷地境界：約

6.2×10－１mSv）及び事故時線量限度の 5mSv を下回ることを確認

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６. 敷地境界の実効線量評価について 

ＩＳＬＯＣＡの発生後，原子炉棟が加圧され原子炉建物燃料取

替階ブローアウトパネルが開放された場合，原子炉棟内に放出さ

れた核分裂生成物が原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルか

ら大気中に放出されるため，この場合における敷地境界の実効線

量を評価した。 

 

 

 

その結果，敷地境界における実効線量は約 3.9mSv となった。 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，隣接す

る原子力事業者がない

ため敷地境界を評価地

点としている。 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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別紙1 

 

残留熱除去系Ａ，Ｂ系電動弁作動試験について 

 

この試験は，保安規定第 39 条に基づく試験であり，原子炉

の状態が運転，起動又は高温停止において 1 ヶ月に 1 回の頻

度で実施する。 

保安規定第39条（抜粋） 

低圧注水系における注入弁，試験可能逆止弁，格納容器スプ

レイ弁，サプレッションプールスプレイ弁及び残留熱除去系

テストバイパス弁が開することを確認する。また，動作確認

後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態及び主要配管が

満水であることを確認する。 
 

別紙１ 

 

Ａ，Ｂ－残留熱除去系電動弁作動試験について 

 

この試験は，保安規定第 39 条に基づく試験であり，原子炉

の状態が運転，起動又は高温停止において 1 箇月に 1 回の頻

度で実施する。 

保安規定第39条（抜粋） 

低圧注水系（格納容器冷却系）の注水弁，ドライウェルスプ

レイ弁，トーラススプレイ弁，残留熱除去系テスト弁および

試験可能逆止弁が開することを確認する。また，動作確認後，

動作確認に際して作動した弁の開閉状態および主要配管が満

水であることを確認する。 
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別紙3 

 

熱交換器からの漏えいの可能性について 

 

既工認から設計上の裕度を算出し，裕度が 2.4 より大きい部位

を除く胴板（厚肉部，薄肉部），胴側鏡板及び胴側入口・出口管台

及びフランジ部について，保守的に弁開放直後のピーク圧力

（8.2MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続

して負荷された条件下で破損が発生しないことを以下のとおり確

認した。 

 

 

 

1. 強度評価 

1.1 評価部位の選定 

既工認から設計上の裕度を算出し，裕度が 2.4（隔離弁の誤開

放等による加圧事象発生時のピーク圧力8.2MPa[gage]と最高使用

圧力 3.45MPa[gage]の比）より大きい部位を除く胴板（厚肉部，

薄肉部），胴側鏡板，胴側入口・出口管台及びフランジ部について

評価した。 

別第 3-1 表に既工認強度計算結果の設計裕度及を示す。 

 

 

別紙２ 

 

熱交換器からの漏えいの可能性について 

 

既工認から設計上の裕度を算出し，裕度が２以上の部位を除く

水室フランジ，水室フランジボルト，管板，伝熱管について，Ｉ

ＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa[gage]＊）及び原子炉冷却材温度

（288℃）が同時に継続して負荷された条件下で破損が発生しない

ことを以下のとおり確認した。 

＊弁開放直後の圧力上昇に比べ，弁開放から 10 秒程度以降の構

造材の温度上昇に伴う耐力低下の方が，系統全体への影響が

大きいため，静定圧力を採用した。 

 

１．強度評価 

1.1 評価部位の選定 

既工認から設計上の裕度を算出し，裕度が２以上の部位

を除く水室フランジ，水室フランジボルト，管板，伝熱管

について評価した。 

 

 

別表２－１に既工認強度計算結果の設計裕度，別図２－

１に残留熱除去系熱交換器構造図を示す。 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

設計裕度が異なるた

め，評価対象部位が異な

る。 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

設計裕度が異なるた

め，評価対象部位が異な

る。 

 

2.7-98



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

  

別第 3-1 表 既工認強度計算結果の設計裕度（3.45MPa，249℃） 

 

 

別表２－１ 既工認強度計算結果の設計裕度（40kg/cm2，185℃） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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別図２－１ 残留熱除去系熱交換器構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

 東海第二は，「別第

3-1 図」に記載。 
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 1.2 評価方法 

(1) 胴側胴板の評価 

設計・建設規格「PVC-3122 円筒形の胴の厚さの規定」を

適用して必要な最小厚さを算出し，実機の最小厚さが計算上

必要な厚さ以上であることを確認した。 

 

t：胴側胴板の計算上必要な厚さ（mm） 

P：隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時のピーク圧力

（＝8.2MPa） 

Dｉ：胴の内径（＝2,000mm） 

S：胴板の設計引張強さ（Su＝391MPa，at 288℃ SB410） 

η：継手効率（＝1.0） 

(2) 胴側鏡板の評価 

設計・建設規格「PVC-3225 半だ円形鏡板の厚さの規定１」

を適用して必要な最小厚さを算出し，実機の最小厚さが計算

上必要な厚さ以上であることを確認した。 

 

t：胴側鏡板の計算上必要な厚さ（mm） 

P：隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時のピーク圧力

（＝8.2MPa） 

Dｉ：鏡板の内面における長径（＝2,000mm） 

K：半だ円形鏡板の形状による係数（＝1.0） 

S：鏡板の設計引張強さ（Su＝391MPa，at 288℃ SB410） 

η：継手効率（＝1.0） 

(3) 胴側入口，出口管台 

設計・建設規格「PVC-3610 管台の厚さの規定」を適用し

て必要な最小厚さを算出し，実機の最小厚さが計算上必要な

厚さ以上であることを確認した。 

 

t：胴側入口，出口管台の計算上必要な厚さ（mm） 

P：隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時のピーク圧力

（＝8.2MPa） 

D０：管台の外径（＝558.8mm） 

S：管台の設計引張強さ（Su＝438MPa，at 288℃ SF490A） 

η：継手効率（＝1.0） 

1.2 評価方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

設計裕度が異なるた

め，評価対象部位が異な

る。 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

設計裕度が異なるた

め，評価対象部位が異な

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

設計裕度が異なるた

め，評価対象部位が異な

る。 
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(4) フランジ部 

日本工業規格 JIS B8265「圧力容器の構造－一般事項」を

適用してボルトの必要な断面積及び許容応力を算出した。そ

の結果，ボルトの実機の断面積はボルトの必要な断面積以上

であり，かつ発生応力が許容応力以下であることを確認した。 

 

 

 
別第3-1図フランジ部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）水室フランジ（ボルト含む） 

   日本工業規格 JIS B8265「圧力容器の構造－一般事項」を

適用してボルトの必要な断面積及び許容応力を算出した。そ

の結果，ボルトの実機の断面積はボルトの必要な断面積以上

であり，かつ発生応力が許容応力以下であることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）管板 

   管板は，JSME 設計・建設規格 PVC-3510「管穴の中心間距離

および管板の厚さの規定」の手法を適用して評価を行い，管

板の必要な厚さは，実機の最小厚さより小さいため，問題な

いことを確認した。 

t：管板の必要な厚さ 

  F：管板の支え方による係数（=1.25） 

  D：パッキンの中心円の径（=1997.18（mm）） 

  Su：管板の設計引張強さ（=438（MPa）【SFVC2B（288℃）】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，「別図

２－１」に記載。 

 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

設計裕度が異なるた

め，評価対象部位が異な

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

𝑡 =
𝐹𝐷

2
 

𝑃

𝑆𝑢
= 163 mm <実際の最小厚さ（ = （mm）） 
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1.3 評価結果 

熱交換器の各部位について評価した結果，別第 3-2 表及び別第

3-3 表に示すとおり実機の値は判定基準を満足し，保守的に弁開

放直後のピーク圧力（8.2MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度

（288℃）が同時に継続して負荷された条件下で破損せず，漏えい

は発生しないことを確認した。 

 

 

 

別第3-2 表 フランジ部以外の評価結果 

 

 

別第3-3 表 フランジ部の評価結果 

 

 

 

（３）伝熱管 

   伝熱管の評価は，JSME 設計・建設規格 PVC-3610「管台の厚

さの規定」の手法を適用して評価を行い，伝熱管の必要な厚

さは，実機の最小厚さより小さいため，問題ないことを確認

した。 

 ａ．内圧に圧力を受ける管台の必要厚さ t1 

 D0：伝熱管の外径（=  （mm）） 

 Su：伝熱管の設計引張強さ（=392（MPa） 

【SUS304TB（288℃）】） 

 η：継手効率（=1.0） 

 

1.3 評価結果 

    残留熱除去系熱交換器の各部位について評価した結果，

別表２－２に示すとおり実機の値は判定基準を満足し，Ｉ

ＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa[gage]）及び原子炉冷却

材温度（288℃）が同時に継続して負荷された条件下で破損

せず，漏えいは発生しないことを確認した。 

 

 

 

別表２－２ 評価結果 

評価部位 実機の値 判定基準 備考 

水室ﾌﾗﾝｼﾞ 
120MPa 

（発生応力） 

≦438MPa 

（許容応力） 
 

水室ﾌﾗﾝｼﾞ 

ボルト 

64029mm2 

（ボルト総断面積） 

≧26161mm2 

（ボルトの所要 

総断面積） 

 

管板 
（最小厚さ） 

≧163mm 

（必要厚さ） 
 

伝熱管 
（最小厚さ） （必要厚さ） 

 

 

 

 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

設計裕度が異なるた

め，評価対象部位が異な

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

𝑡1 =
𝑃𝐷0

2 × 𝑆𝑢 × 𝜂 + 0.8 × 𝑃
= <実機の最小厚さ（ = （mm）） 
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別紙4 

 

逃がし弁からの漏えいの可能性について 

 

逃がし弁について，保守的に弁開放直後のピーク圧力（8.2MPa

［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続して負荷

された条件下で破損が発生しないことを以下のとおり確認した。 

 

 

 

 

1. 強度評価 

1.1 評価部位 

逃がし弁については，隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時

において吹き出し前に加圧される弁座，弁体及び入口配管並びに

吹き出し後に加圧される弁耐圧部及び弁耐圧部の接合部について

評価した。 

 

別紙３ 

 

逃がし弁からの漏えいの可能性について 

 

逃がし弁について，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa ［gage] 

＊）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続して負荷された

条件下で破損が発生しないことを以下のとおり確認した。 

＊弁開放直後の圧力上昇に比べ，弁開放から 10 秒程度以降の構

造材の温度上昇に伴う耐力低下の方が，系統全体への影響が

大きいため，静定圧力を採用した。 

 

１．強度評価 

1.1 評価部位 

逃がし弁については，隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時

において吹き出し前に加圧される弁座，弁体及び入口配管並びに

吹き出し後に加圧される弁耐圧部及び弁耐圧部の接合部について

評価した。別図３－１に逃がし弁の構造を示す。 

 

 

 

 

別図３－１ 逃がし弁構造図 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

東海第二は，「別第

4-1 図」に記載。 
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 1.2 評価方法 

隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時には8.2MPa[gage]にな

る前に逃がし弁が吹き出し，圧力は低下すると考えられるが，こ

こでは，逃がし弁の吹き出し前に加圧される箇所と吹き出し後に

加圧される箇所ともに 8.2MPa[gage]，288℃になるものとして評

価する。 

 

(1) 弁座の評価 

設計・建設規格には安全弁に関する強度評価手法の記載が

ない。弁座は円筒形の形状であることから，設計・建設規格

「VVC-3230 耐圧部に取り付く管台の必要最小厚さ」を準用

し，計算上必要な厚さを算出し，実機の最小厚さが計算上必

要な厚さ以上であることを確認した。 

 

 

t：管台の計算上必要な厚さ（mm） 

P：隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時のピーク圧力

（＝8.2MPa） 

D０：管台の外径（mm） 

S：使用温度における許容引張応力（MPa） 

η：継手効率※ 

※ 弁座は溶接を実施していないため，1.0 を使用 

 

(2) 弁体の評価 

設計・建設規格には安全弁に関する強度評価手法の記載が

ない。弁体の中心部は弁棒で支持されており，外周付近は構

造上拘束されていることから，弁体下面にかかる圧力

（8.2MPa[gage]）が全ての弁体の最小肉厚部に作用するとし

て発生するせん断応力を算出し，許容せん断応力以下である

ことを確認した。 

 

σ：せん断応力（MPa） 

F：せん断力（N） 

A：弁体最小断面積（mm２） 

1.2 評価方法 

隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時には 7.4MPa[gage]にな

る前に逃がし弁が吹き出し，圧力は低下すると考えられるが，こ

こでは，逃がし弁の吹き出し前に加圧される箇所と吹き出し後に

加圧される箇所ともに 7.4MPa[gage]，288℃になるものとして評

価する。 

 

（１）弁座の評価 

設計・建設規格には安全弁に関する強度評価手法の記載が

ない。弁座は円筒型の形状であることから，設計・建設規格

「VVC-3230 耐圧部に取り付く管台の必要最小厚さ」を準用

し，計算上必要な厚さを算出し，実機の最小厚さが計算上必

要な厚さ以上であることを確認した。 

 

t：管台の計算上必要な厚さ（mm） 

P：ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（＝7.4MPa） 

 

D0：管台の外径（mm） 

S：使用温度における許容引張応力（MPa）  

η：継手効率※ 

※ 弁座は溶接を実施していないため，1.0 を使用 

 

（２）弁体の評価 

設計・建設規格には安全弁に関する強度評価手法の記載が

ない。弁体の中心部を弁棒で支持されており，外周付近は構

造上拘束されていることから，弁体下面にかかる圧力  

（7.4MPa [gage] ）がすべて弁体の最小肉厚部に作用すると

して発生するせん断応力を算出し，許容せん断応力以下であ

ることを確認した。 

 

σ：せん断応力（MPa） 

F：せん断力（N） 

A：弁体最小断面積（mm2） 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 
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D：弁座口の径（mm） 

P：隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時のピーク圧力

（＝8.2MPa） 

 

(3) 弁本体の耐圧部の評価 

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」を適

用し必要な最小厚さを算出し，実機の最小厚さが計算上必要

な厚さ以上であることを確認した。 

 

 

t：弁箱の必要な厚さ 

P：隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時のピーク圧力

（＝8.2MPa） 

d：内径（mm） 

S：設計降伏点（MPa） 

 

 

(4) 弁耐圧部の接合部の評価 

設計・建設規格「VVC-3310 弁箱と弁ふたがフランジ結合

の弁のフランジ応力評価」を適用しボルトの必要な断面積及

び許容応力を算出し，実機のボルトの断面積がボルトの必要

な断面積以上であるが，発生応力が許容応力以下であること

を確認した。 

 

別第4-1 表 ボルトの必要な断面積と許容応力 

 

 

D：弁座口の径（mm） 

P：ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（＝7.4MPa） 

 

 

（３）弁本体の耐圧部の評価 

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」を適

用し必要な最小厚さを算出し，実機の最小厚さが計算上必要

な厚さ以上であることを確認した。 

 

t：弁箱の必要な厚さ（mm） 

P：ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（＝7.4MPa） 

d：内径（mm） 

S：設計引張強さ（Su＝438（MPa），at288℃，  

 

 

 

（４）弁耐圧部の接合部の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，Su値

にて評価を実施。 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，当該評

価によるスクリーニン

グを実施しておらず，全

ての評価を実施してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

𝑡 =
𝑃𝑑

2𝑆 − 1.2𝑃
                 （解説 VVB − 1） 
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別第4-1図 弁耐圧部の接合部 

上記を満たさない場合は，ボンネットボルトの内圧と熱に

よる伸び量及びボンネットフランジと弁箱の熱による伸び量

を評価し，ボンネットボルトの伸び量からボンネットフラン

ジと弁箱フランジの伸び量を差し引いた伸び量がプラスの場

合とマイナスの場合について評価した。 

・伸び量がプラスの場合

ボンネットボルトの伸び量からボンネットフランジと弁

箱フランジの伸び量を差し引いた伸び量がガスケットの復

元量※以下であることを確認した。 

※ ガスケットに締付面圧を加えていくと弾性変形が生じ，更

に締付面圧を加えていくと塑性変形が生じる。塑性変形し

たガスケットの締付面圧を緩和した場合，弾性領域分のみ

が復元する性質がある。弁耐圧部の接合部のシールのため，

ガスケットには塑性領域まで締付面圧を加えており，締付

面圧緩和時に弾性領域分の復元が生じ，復元量以下であれ

ばシール性は確保される。ガスケットの復元量は，メーカ

試験によって確認した値。

・伸び量がマイナスの場合

伸び量がマイナスの場合は，弁耐圧部の接合部は増し締

めされることになることから，ボンネットナット座面の発

生応力が材料の許容応力以下であることを確認した。 

弁本体の耐圧部の接合部については，ボンネットボルトの

内圧と熱による伸び量及びボンネットフランジと弁箱の熱に

よる伸び量からボンネットフランジと弁箱フランジの伸び量

を差し引いた伸び量がプラス側の場合とマイナスの場合につ

いて評価した。 

・伸び量がプラスの場合

ボンネットボルトの伸び量からボンネットフランジと弁

箱フランジの伸び量を差し引いた伸び量がガスケットの復

元量※以下であることを確認した。 

※ ガスケットに締付面圧を加えていくと弾性変形が生じ，更

に締付面圧を加えていくと塑性変形が生じる。塑性変形し

たガスケットの締付面圧を緩和した場合，弾性領域分のみ

が復元する性質がある。弁耐圧部の接合部のシールのため，

ガスケットには塑性領域まで締付面圧を加えており，締付

面圧緩和時に弾性領域分の復元が生じ，復元量以下であれ

ばシール性は確保される。ガスケットの復元量は，メーカ

試験によって確認した値。

・伸び量がマイナスの場合

伸び量がマイナスの場合は，弁耐圧部の接合部は圧縮さ

れることになる。弁耐圧部の接合部については，ボンネッ

トフランジとリフト制限板がメタルタッチしており，それ

以上ガスケットが圧縮しない構造となっていることから，

・資料構成の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，「別図

３－１」に記載。 

・設備設計の相違

【東海第二】 

　島根２号炉の安全弁
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ボンネットナット座面及びボンネットフランジとリフト制

限板の合わせ面の発生応力が材料の許容応力を下回ること

を確認した。 

は，ボンネットフラン

ジとリフト制限板がメ

タルタッチする構造。

ａ．伸び量によるフランジの評価 

(a) 内圧による伸び量

・ボンネットボルトの発生応力

④’＝(1,000×①’×②’)／(0.2×③’)

⑧’＝(π×⑤’×8.2／4)×(⑤’＋8×⑥’×

⑦’)

⑨’＝④’－⑧’

⑩’＝⑨’／②’

⑫’＝⑩’／⑪’

①’：締付けトルク値（N・m）

②’：ボンネットボルト本数（本）

③’：ボンネットボルト外径（mm）

④’：ボンネットボルト締付けトルクによる全締

付荷重（N） 

⑤’：ガスケット反力円の直径（mm）

⑥’：ガスケット有効幅（mm）

⑦’：ガスケット係数

⑧’：8.2MPa の加圧に必要な最小荷重（N）

⑨’：不足する荷重（N）

⑩’：ボンネットボルト 1 本当たりに発生する荷

重（N） 

⑪’：ボンネットボルト径面積（mm２）

⑫’：ボンネットボルトの発生応力（MPa）

・ボンネットボルトの内圧による伸び量

⑦＝(⑫’×(①＋②))／③

①：ボンネットフランジ厚さ（mm）

②：弁箱フランジ厚さ（mm）

③：ボンネットボルト材料の縦弾性係数（MPa at 

288℃） 

⑦：ボンネットボルトの熱による伸び量（mm）

(b) 熱による伸び量

・ボンネットボルトの熱による伸び量

ａ．伸び量によるフランジの評価 

（ａ）内圧による伸び量 

・ボンネットボルトの発生応力

④'＝(1000×①'×②')／(0.2×③')

⑧'＝(π×⑤'×7.4／4)×(⑤'＋8×⑥'×⑦')

⑨'＝④'－⑧'

⑩'＝⑨'／②'

⑫'＝⑩'／⑪'

①'：締付けトルク値（N・m）

②'：ボンネットボルト本数（本）

③'：ボンネットボルト外径（mm）

④'：ボンネットボルト締付トルクによる全締付荷重（N） 

⑤'：ガスケット反力円の直径（mm）

⑥'：ガスケット有効幅（mm）

⑦'：ガスケット係数

⑧'：7.4MPa の加圧に必要な最小荷重（N）

⑨'：不足する荷重（N）

⑩'：ボンネットボルト１本当たりに発生する荷重（N）

⑪'：ボンネットボルト径面積（mm2）

⑫'：ボンネットボルトの発生応力（MPa）

・ボンネットボルトの内圧による伸び量

⑦＝（⑫'×(①＋②)）／③

①：ボンネットフランジ厚さ（mm）

②：弁箱フランジ厚さ（mm）

③：ボンネットボルト材料の縦弾性係数（MPa at

288℃） 

⑦：ボンネットボルトの内圧による伸び量（mm）

（ｂ）熱による伸び量 

・ボンネットボルトの熱による伸び量

・評価方針の相違

【東海第二】 

・評価方針の相違

【東海第二】
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⑧＝④×(①＋②)×(288℃－20℃※) 

①：ボンネットフランジ厚さ（mm） 

②：弁箱フランジ厚さ（mm） 

④：ボンネットボルト線膨張係数（mm／mm℃ at 

288℃） 

⑧：ボンネットボルトの熱による伸び量（mm） 

※ 伸び量を大きく見積もるため，隔離弁の誤開放等

による加圧事象発生前後の温度差を大きくするよ

うに保守的に低めの温度を設定 

・ボンネットフランジ及び弁箱フランジの熱による伸

び量 

⑨＝⑤×①×(288℃－20℃)＋⑥×②×(288℃－

20℃※) 

①：ボンネットフランジ厚さ（mm） 

②：弁箱フランジ厚さ（mm） 

⑤：ボンネットフランジ線膨張係数（mm／mm℃ 

at 288℃） 

⑥：弁箱フランジ線膨張係数（mm／mm℃ at 

288℃） 

⑨：ボンネットフランジ及び弁箱フランジの熱に

よる伸び量（mm） 

 

※ 伸び量を大きく見積もるため，隔離弁の誤開放等

による加圧事象発生前後の温度差を大きくするよ

うに保守的に低めの温度を設定 

 

(c) 伸び量 

伸び量（mm）＝⑦＋⑧－⑨ 

⑦：ボンネットボルトの内圧による伸び量（mm） 

⑧：ボンネットボルトの熱による伸び量（mm） 

⑨：ボンネットフランジ及び弁箱フランジの熱に

よる伸び量（mm） 

 

 

ｂ．ボンネット座面の面圧 

ボンネットボルト締付荷重として評価された荷重⑧’を

ボンネットナット座面の面積 Sで除し面圧を算出する。 

 

・ボンネットナット座面の面積（ナット座面丸面の場合） 

S＝(a２－b２)／4×π 

⑧＝④×(①＋②)×(288℃－20℃※) 

①：ボンネットフランジ厚さ（mm） 

②：弁箱フランジ厚さ（mm） 

④：ボンネットボルト線膨張係数（mm/mm℃ at 288℃） 

 

⑧：ボンネットボルトの熱による伸び量（mm） 

※ 伸び量を大きく見積もるため，隔離弁の誤開放等によ

る加圧事象発生前後の温度差を大きくするように保守

的に低めの温度を設定 

・ボンネットフランジ及び弁箱フランジの熱による伸び量 

 

⑨＝⑤×①×(288℃－20℃)＋⑥×②×(288℃－20℃※) 

 

①：ボンネットフランジ厚さ（mm） 

②：弁箱フランジ厚さ（mm） 

⑤：ボンネットフランジ線膨張係数（mm/mm℃ at 288℃） 

 

⑥：弁箱フランジ線膨張係数（mm/mm℃ at 288℃） 

 

⑨：ボンネットフランジ及び弁箱フランジの熱による伸

び量（mm） 

 

※ 伸び量を大きく見積もるため，隔離弁の誤開放等による

加圧事象発生前後の温度差を大きくするように保守的

に低めの温度を設定 

 

（ｃ）伸び量 

伸び量（mm）＝⑦＋⑧－⑨ 

⑦：ボンネットボルトの内圧による伸び量（mm） 

⑧：ボンネットボルトの熱による伸び量（mm） 

⑨：ボンネットフランジ及び弁箱フランジの熱による伸

び量（mm） 

 

 

ｂ．ボンネット座面の面圧 

ボンネットボルト締付荷重として評価された荷重⑧'をボ

ンネットナット座面の面積 Sで除し面圧を算出する。ボンネ

ットナット座面を別図３－２に示す。 

・ボンネットナット座面の面積（ナット座面丸面の場合） 

S＝(a２－b２)／4×π 
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a：ボンネットナット面外径（mm） 

b：ボンネット穴径（mm） 

S：ボンネットナット面面積（mm２） 

 

 

・ボンネットナット座面の面積（ナット座面平面の場合） 

S＝(√3／16×a２×6)－(b２×π／4) 

a：ボンネットナット面外径（mm） 

b：ボンネット穴径（mm） 

S：ボンネットナット面面積（mm２） 

・ボンネット座面の面圧 

d＝⑧’／(S×c) 

c：ボンネットボルト本数（本） 

d：ボンネットナット応力（MPa） 

S：ボンネットナット面面積（MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．ボンネットフランジ及び弁箱フランジの合わせ面の面圧 

ボンネットボルト締付荷重として評価された⑧’を合わ

せ面の面積 Sで除し面圧を算出する。 

 

 

 

・ボンネットフランジ及びリフト制限板の合わせ面の面積 

S＝(a２－b２)／4×π 

a：メタルタッチ部外径（mm） 

b：メタルタッチ部内径（mm） 

S：メタルタッチ部面積（mm２） 

・ボンネットフランジ及びリフト制限板の合わせ面の面圧 

a：ボンネットナット面外径（mm） 

b：ボンネット穴径（mm） 

S：ボンネットナット面面積（mm２） 

 

・ボンネットナット座面の面積（ナット座面平面の場合） 

S＝(√3／16×a2×6)－(b2×π／4) 

a：ボンネットナット面外径（mm） 

b：ボンネット穴径（mm） 

S：ボンネットナット面面積（mm２） 

・ボンネットナット座面の面圧 

d＝⑧'／(S×c) 

c：ボンネットボルト本数（本） 

d：ボンネットナット応力（MPa） 

S：ボンネットナット面面積（MPa） 

 

 

 

 

別図３－２ ボンネットナット座面 

 

 

ｃ．ボンネットフランジ及び弁箱フランジの合わせ面の面圧 

ボンネットボルト締付荷重として評価された荷重⑧'を合わ

せ面の面積 Sで除し面圧を算出する。ボンネットフランジとリ

フト制限板の合わせ面を別図３－３に示す。 

 

 

・ボンネットフランジ及びリフト制限面の合わせ面の面積 

S＝(a２－b２)／4×π 

a：メタルタッチ部外径（mm） 

b：メタルタッチ部内径（mm） 

S：メタルタッチ部面積（mm2） 

・ボンネットフランジ及びリフト制限板の合わせ面の面圧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 
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d＝⑧’／S 

d：メタルタッチ部応力（MPa） 

S：メタルタッチ部面積（mm２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3 評価結果 

逃がし弁の各部位について評価した結果，別第 4-2 表から別第

4-6 表に示すとおり実機の値は判定基準を満足し，保守的に弁開

放直後のピーク圧力（8.2MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度

（288℃）が同時に継続して負荷された条件下で破損せず，漏えい

は発生しないことを確認した。 

 

 

d＝⑧’／S 

d：メタルタッチ部応力（MPa） 

S：メタルタッチ部面積（mm２） 

 

 

 

別図３－３ ボンネットフランジとリフト制限板の合わせ面 

 

1.3 評価結果 

逃がし弁の各部位について評価した結果，別表３－１から

３－７に示すとおり実機の値は判定基準を満足し，ＩＳＬＯ

ＣＡ発生時の圧力（7.4MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度

（288℃）が同時に継続して負荷された条件下で破損せず，漏

えいは発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 
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・評価結果の相違 

【東海第二】 
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別
第

4-
5 
表
 弁

耐
圧
部
の
接
合
部
の
評
価
結
果
（
ボ
ン
ネ
ッ
ト
ボ

ル
ト
の
伸
び
量
）
 

 

  

別
第

4-
6 
表
 弁

耐
圧
部
の
接
合
部
の
評
価
結
果
（
ボ
ン
ネ
ッ
ト
ボ
ル
ト
の
発
生
応
力
）

 

 

別
表
３
－
４
 
弁
耐
圧
部
の
接
合
部
の
評
価
結
果
（
ボ
ン
ネ
ッ
ト
ボ
ル
ト
の
伸
び
量
）
 

 
別
表

３
－
５
 
弁
耐
圧
部
の
接
合
部
の
評
価
結
果
（
ボ
ン
ネ
ッ
ト
ボ
ル
ト
の
発
生
応
力
）

 

 
別
表

３
－
６
 
弁
耐
圧
部
の
接
合
部
の
評
価
結
果
（
ボ
ン
ネ
ッ
ト
ナ
ッ
ト
座
面
の
面
圧
）

 

 
 

別
表
３
－
７
 
弁
耐
圧
部
の
接
合
部
の
評
価
結
果
（
ボ
ン
ネ
ッ
ト
フ
ラ
ン
ジ
と
リ
フ
ト
制
限
板
の
合
せ
面
の
面
圧
）
 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

2.7-113



まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 2.7.2〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙5 

 

弁（逃がし弁を除く。）からの漏えいの可能性について 

 

逃がし弁を除く弁について，保守的に弁開放直後のピーク圧力

（8.2MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続

して負荷された条件下で破損が発生しないことを以下のとおり確

認した。 

 

 

 

 

ここで，以下の弁については隔離弁の誤開放等による加圧事象

発生時の圧力，温度以上で設計していることから破損が発生しな

いことを確認した。 

 

別第 5-1 表 弁の設計圧力・温度 

 

 

 

 

 

 

また，以下の弁は設計・建設規格第Ⅰ編 別表１にて温度 300℃

における許容圧力を確認し，加圧時の圧力を上回ることから，破

損は発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙４ 

 

弁（逃がし弁を除く。）からの漏えいの可能性について 

 

逃がし弁を除く弁について，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa

［gage］＊）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続して負

荷された条件下で破損が発生しないことを以下のとおり確認し

た。 

＊弁開放直後の圧力上昇に比べ，弁開放から 10 秒程度以降の構

造材の温度上昇に伴う耐力低下の方が，系統全体への影響が

大きいため，静定圧力を採用した。 

 

ここで，以下の弁については隔離弁の誤開放等による加圧事象

発生時の圧力，温度以上で設計していることから破損が発生しな

いことを確認した。 

 

別表４－１ 弁の設計圧力・温度 

機器等 弁番号 設計圧力 設計温度 

弁 プロセス弁 MV222-5A 

MV222-11A 

MV222-13 

8.62MPa 

10.4MPa 

8.62MPa 

302℃ 

302℃ 

302℃ 

 その他 

の弁 

ベント弁 

ドレン弁 

V222-507AX 

V222-530AX 

8.62MPa 

10.4MPa 

302℃ 

302℃ 

 

また，以下の弁は設計・建設規格第Ⅰ編 別表１にて温度 300℃

における許容圧力を確認し，加圧時の圧力を上回ることから，破

損は発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 
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別第 5-2 表 弁の許容圧力 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 強度評価 

評価対象弁の構成部品のうち，隔離弁の誤開放等による加圧事

象発生時に破損が発生すると想定される部位として，弁箱及び弁

蓋からなる弁本体の耐圧部並びに弁本体耐圧部の接合部について

評価した。 

(1) 弁本体の耐圧部の評価 

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」を適

用し必要な最小厚さを算出し，実機の最小厚さが計算上必要

な厚さを上回ることを確認した。 

 

 

t：弁箱の必要な厚さ 

P：ＩＳＬＯＣＡ発生時のピーク圧力（＝8.2MPa） 

d：内径（mm） 

S：設計降伏点（MPa） 

 

 

 

 

 

 

別表４－２ 弁の許容圧力 

 

 

 

 

 

１．強度評価 

評価対象弁の構成部品のうち，隔離弁の誤開放等による加圧事

象発生時に破損が発生すると想定される部位として，弁箱及び弁

蓋からなる弁本体の耐圧部並びに弁本体耐圧部の接合部について

評価した。 

（１）弁本体の耐圧部の評価 

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」を適

用し必要な最小厚さを算出し，実機の最小厚さが計算上必要

な厚さを上回ることを確認した。 

 

t：弁箱の必要な厚さ 

P：ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（＝7.4MPa） 

d：内径（mm） 

S：設計引張強さ（Su＝438，407，379，420 及び 357

（MPa），at288℃， 

 

  

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，Su値

にて評価を実施。 
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(2) 弁耐圧部の接合部の評価 

設計・建設規格「VVC-3310 弁箱と弁ふたがフランジ結合

の弁のフランジ応力評価」を適用しボルトの必要な断面積及

び許容応力を算出し，実機のボルトの断面積がボルトの必要

な断面積を上回り，かつ発生応力が許容応力を下回ることを

確認した。 

 

別第 5-3 表 ボルトの必要な断面積と許容応力 

 

上記の条件を満たさない弁については，ボンネットボルト

の内圧と熱による伸び量及びボンネットフランジと弁箱の熱

による伸び量を評価し，ボンネットボルトの伸び量からボン

ネットフランジと弁箱フランジの伸び量を差し引いた伸び量

がプラスの場合とマイナスの場合について評価した。 

・伸び量がプラスの場合 

ボンネットボルトの伸び量からボンネットフランジと弁

箱フランジの伸び量を差し引いた伸び量がガスケットの復

元量※３を下回ることを確認した。 

※3 ガスケットに締付面圧を加えていくと弾性変形が生じ，

更に締付面圧を加えていくと塑性変形が生じる。塑性変

形したガスケットの締付面圧を緩和した場合，弾性領域

分のみが復元する性質がある。弁耐圧部の接合部のシー

ルのため，ガスケットには塑性領域まで締付面圧を加え

ており，締付面圧緩和時に弾性領域分の復元が生じ，復

元量以下であればシール性は確保される。ガスケットの

復元量は，メーカ試験によって確認した値。 

・伸び量がマイナスの場合 

伸び量がマイナスの場合は，弁耐圧部の接合部は増し締

めされることになることから，ボンネットナット座面の発

生応力が材料の許容応力を下回ること，ボンネットフラン

ジと弁箱フランジの合わせ面がメタルタッチする弁につい

ては合わせ面の発生応力が材料の許容応力を下回ることを

確認した。 

 

 

（２）弁耐圧部の接合部の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

弁本体の耐圧部の接合部については，ボンネットボルトの

内圧と熱による伸び量及びボンネットフランジと弁箱の熱に

よる伸び量を評価し，ボンネットボルトの伸び量からボンネ

ットフランジと弁箱フランジの伸び量を差し引いた伸び量が

プラスの場合とマイナスの場合について評価した。 

・伸び量がプラスの場合 

ボンネットボルトの伸び量からボンネットフランジと弁

箱フランジの伸び量を差し引いた伸び量がガスケットの復

元量※３を下回ることを確認した。 

※3 ガスケットに締付面圧を加えていくと弾性変形が生じ，

更に締付面圧を加えていくと塑性変形が生じる。塑性変

形したガスケットの締付面圧を緩和した場合，弾性領域

分のみが復元する性質がある。弁耐圧部の接合部のシー

ルのため，ガスケットには塑性領域まで締付面圧を加え

ており，締付面圧緩和時に弾性領域分の復元が生じ，復

元量以下であればシール性は確保される。ガスケットの

復元量は，メーカ試験によって確認した値。 

・伸び量がマイナスの場合 

伸び量がマイナスの場合は，弁耐圧部の接合部は増し締

めされることになることから，ボンネットナット座面の発

生応力が材料の許容応力を下回ること，ボンネットフラン

ジと弁箱フランジの合わせ面がメタルタッチする弁につい

ては合わせ面の発生応力が材料の許容応力を下回ることを

確認した。 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，当該評

価によるスクリーニン

グを実施しておらず，全

ての評価を実施してい

る。 
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ａ．伸び量によるフランジの評価 

(a) 内圧による伸び量 

・ボンネットボルトの発生応力 

④’＝(1,000×①’×②’)／(0.2×③’) 

⑧’＝(π×⑤’×8.2／4)×(⑤’＋8×⑥’×

⑦’) 

⑨’＝④’－⑧’ 

⑩’＝⑨’／②’ 

⑫’＝⑩’／⑪’ 

 

①’：締付けトルク値（N・m） 

②’：ボンネットボルト本数（本） 

③’：ボンネットボルト外径（mm） 

④’：ボンネットボルト締付けトルクによる全締

付荷重（N） 

⑤’：ガスケット反力円の直径（mm） 

⑥’：ガスケット有効幅（mm） 

⑦’：ガスケット係数 

⑧’：8.2MPa の加圧に必要な最小荷重（N） 

⑨’：不足する荷重（N） 

⑩’：ボンネットボルト 1 本当たりに発生する荷

重（N） 

⑪’：ボンネットボルト径面積（mm２） 

⑫’：ボンネットボルトの発生応力（MPa） 

・ボンネットボルトの内圧による伸び量 

⑦＝(⑫’×(①＋②))／③ 

①：ボンネットフランジ厚さ（mm） 

②：弁箱フランジ厚さ（mm） 

③：ボンネットボルト材料の縦弾性係数（MPa at 

288℃） 

⑦：ボンネットボルトの内圧による伸び量（mm） 

 

(b) 熱による伸び量 

・ボンネットボルトの熱による伸び量 

⑧＝④×(①＋②)×(288℃－20℃) 

①：ボンネットフランジ厚さ（mm） 

②：弁箱フランジ厚さ（mm） 

④：ボンネットボルト線膨張係数（mm／mm℃ at 

ａ．伸び量によるフランジの評価 

（ａ）内圧による伸び量 

・ボンネットボルトの発生応力 

④'＝(1000×①'×②')／(0.2×③') 

⑧'＝(π×⑤'×7.4／4)×(⑤'＋8×⑥'×⑦') 

 

⑨'＝④'－⑧' 

⑩'＝⑨'／②' 

⑫'＝⑩'／⑪' 

 

①'：締付トルク値（N・m） 

②'：ボンネットボルト本数（本） 

③'：ボンネットボルト外径（mm） 

④'：ボンネットボルト締付トルクによる全締付荷重（N） 

 

⑤'：ガスケット反力円の直径（mm） 

⑥'：ガスケット有効幅（mm） 

⑦'：ガスケット係数 

⑧'：7.4MPa の加圧に必要な最小荷重（N） 

⑨'：不足する荷重（N） 

⑩'：ボンネットボルト１本あたりに発生する荷重（N） 

 

⑪'：ボンネットボルト径面積（mm2） 

⑫'：ボンネットボルトの発生応力（MPa） 

・ボンネットボルトの内圧による伸び量 

⑦＝（⑫'×(①＋②)）／③ 

①：ボンネットフランジ厚さ（mm） 

②：弁箱フランジ厚さ（mm） 

③：ボンネットボルト材料の縦弾性係数（MPa at 

288℃） 

⑦：ボンネットボルトの内圧による伸び量（mm） 

 

（ｂ）熱による伸び量 

・ボンネットボルトの熱による伸び量 

⑧＝④×(①＋②)×(288℃-20℃) 

①：ボンネットフランジ厚さ（mm） 

②：弁箱フランジ厚さ（mm） 

④：ボンネットボルト線膨張係数（mm/mm℃ at 288℃） 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 
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288℃） 

⑧：ボンネットボルトの熱による伸び量（mm） 

※ 伸び量を大きく見積もるため，隔離弁の誤

開放等による加圧事象発生前後の温度差を

大きくするように保守的に低めの温度を設

定 

 

 

・ボンネットフランジ及び弁箱フランジの熱による伸

び量 

⑨＝⑤×①×(288℃－20℃)＋⑥×②×(288℃－

20℃) 

①：ボンネットフランジ厚さ（mm） 

②：弁箱フランジ厚さ（mm） 

⑤：ボンネットフランジ線膨張係数（mm／mm℃ 

at 288℃） 

⑥：弁箱フランジ線膨張係数（mm／mm℃ at 

288℃） 

⑨：ボンネットフランジ及び弁箱フランジの熱に

よる伸び量（mm） 

※ 伸び量を大きく見積もるため，隔離弁の誤開放等

による加圧事象発生前後の温度差を大きくするよ

うに保守的に低めの温度を設定 

 

(c) 伸び量 

伸び量（mm）＝⑦＋⑧－⑨ 

⑦：ボンネットボルトの内圧による伸び量（mm） 

⑧：ボンネットボルトの熱による伸び量（mm） 

⑨：ボンネットフランジ及び弁箱フランジの熱に

よる伸び量（mm） 

 

 

 

ｂ．ボンネット座面の面圧 

ボンネットボルト締付荷重として評価された荷重⑧’を

ボンネットナット座面の面積 Sで除し面圧を算出する。 

 

 

 

⑧：ボンネットボルトの熱による伸び量（mm） 

※ 伸び量を大きく見積もるため，隔離弁の誤

開放等による加圧事象発生前後の温度差を

大きくするように保守的に低めの温度を設

定 

 

 

・ボンネットフランジ及び弁箱フランジの熱による伸び量 

 

⑨＝⑤×①×(288℃－20℃)＋⑥×②×(288℃－20℃※) 

 

①：ボンネットフランジ厚さ（mm） 

②：弁箱フランジ厚さ（mm） 

⑤：ボンネットフランジ線膨張係数（mm/mm℃ at 288℃） 

 

⑥：弁箱フランジ線膨張係数（mm／mm℃ at 288℃） 

 

⑨：ボンネットフランジ及び弁箱フランジの熱による伸

び量（mm） 

※ 伸び量を大きく見積もるため，隔離弁の誤開放等

による加圧事象発生前後の温度差を大きくするよ

うに保守的に低めの温度を設定 

 

 

（ｃ）伸び量 

伸び量（mm）＝⑦＋⑧－⑨ 

⑦：ボンネットボルトの内圧による伸び量（mm） 

⑧：ボンネットボルトの熱による伸び量（mm） 

⑨：ボンネットフランジと弁箱フランジの熱による伸び量

（mm） 

 

 

ｂ．ボンネットナット座面の面圧 

ボンネットボルト締付荷重として評価された荷重⑧’をボン

ネットナット座面の面積 S で除し面圧を算出する。ボンネット

ナット座面を別図４－１，４－２に示す。 
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・ボンネットナット座面の面積（ナット座面丸面の場合） 

S＝(a２－b２)／4×π 

a：ボンネットナット面外径（mm） 

b：ボンネット穴径（mm） 

S：ボンネットナット面面積（mm２） 

 

 

 

・ボンネットナット座面の面積（ナット座面平面の場合） 

S＝(√3／16×a２×6)－(b２×π／4) 

a：ボンネットナット面外径（mm） 

b：ボンネット穴径（mm） 

S：ボンネットナット面面積（mm２） 

 

・ボンネット座面の面圧 

d＝⑧’／(S×c) 

c：ボンネットボルト本数（本） 

d：ボンネットナット応力（MPa） 

S：ボンネットナット面面積（mm２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ボンネットナット座面の面積（ナット座面丸面の場合） 

S＝(a2－b2)／4×π 

a：ボンネットナット面外径（mm） 

b：ボンネット穴径（mm） 

S：ボンネットナット面面積（mm２） 

 

 

 

・ボンネットナット座面の面積（ナット座面平面の場合） 

S＝(√3／16×a2×6)－(b２×π／4) 

a：ボンネットナット面外径（mm） 

b：ボンネット穴径（mm） 

S：ボンネットナット面面積（mm２） 

 

・ボンネットナット座面の面圧 

d＝⑧’／(S×c) 

c：ボンネットボルト本数（本） 

d：ボンネットナット応力（MPa） 

S：ボンネットナット面面積（mm２） 
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ｃ．ボンネットフランジ及び弁箱フランジの合わせ面の面圧 

ボンネットボルト締付荷重として評価された⑧’を合わ

せ面の面積 Sで除し面圧を算出する。 

 

 

 

・ボンネットフランジ及びリフト制限板の合わせ面の面積 

S＝(a２－b２)／4×π 

a：メタルタッチ部外径（mm） 

b：メタルタッチ部内径（mm） 

S：メタルタッチ部面積（mm２） 

 

・ボンネットフランジ及びリフト制限板の合わせ面の面圧 

d＝⑧’／S 

d：メタルタッチ部応力（MPa） 

S：メタルタッチ部面積（mm２） 

 

 

 

 

 

 

 

別図４－１ ボンネットナット座面＜ナット座面丸面＞ 

 

別図４－２ ボンネットナット座面＜ナット座面平面＞ 

 

ｃ．ボンネットフランジ及び弁箱フランジの合わせ面の面圧 

ボンネットボルト締付荷重として評価された荷重⑧’を合わ

せ面の面積 S で除し面圧を算出する。ボンネットボルト締付時

のボンネットフランジと弁箱フランジの合わせ面を別図４－

３，別図４－４に示す。 

 

・ボンネットフランジと弁箱フランジの合わせ面の面積 

S＝(a２－b２)／4×π 

a：メタルタッチ部外径（mm） 

b：メタルタッチ部内径（mm） 

S：メタルタッチ部面積（mm２） 

 

・ボンネットフランジと弁箱フランジの合わせ面の面圧 

d＝⑧’／S 

d：メタルタッチ部応力（MPa） 

 S：メタルタッチ部面積（mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 
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1.3 評価結果 

弁（逃がし弁を除く。）の各部位について評価した結果，別第

5-4表から別第 5-7 表に示すとおり実機の値は判定基準を満足し，

保守的に弁開放直後のピーク圧力（8.2MPa［gage］）及び原子炉冷

却材温度（288℃）が同時に継続して負荷された条件下で破損せず，

漏えいは発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

別図４－３ ボンネットフランジと弁箱フランジの合わせ面 

＜パターン 1＞ 

 

別図４－４ ボンネットフランジと弁箱フランジの合わせ面 

＜パターン２＞ 

 

 

２．評価結果 

弁（逃がし弁を除く。）の各部位について評価した結果，別第４

－３表から別第４－７表に示すとおり実機の値は判定基準を満足

し，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa［gage］）及び原子炉冷却

材温度（288℃）が同時に継続して負荷された条件下で破損せず，

漏えいは発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 
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別
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果
 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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・評価結果の相違 

【東海第二】 
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弁
耐
圧
部
の
接
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評
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結
果
（
ボ
ン
ネ
ッ
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ボ
ル
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の
発
生
応
力
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・記載方針の相違 

【東海第二】 
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評
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果
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ボ
ン
ネ
ッ
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ナ
ッ
ト
座
面
の
面
圧
評
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結
果
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別
表
４
－

６
 

弁
耐
圧
部
の
接
合
部
の
評
価
結
果
（
ボ
ン
ネ
ッ
ト
ナ
ッ
ト
座
面
の
面
圧
評
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結
果
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・評価結果の相違 

【東海第二】 
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の
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弁
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部
の
接
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果
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及
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・評価結果の相違 

【東海第二】 
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別紙6 

 

計器からの漏えいの可能性について 

 

計器について，保守的に弁開放直後のピーク圧力（8.2MPa

［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続して負荷

された条件下で破損が発生しないことを以下のとおり確認した。 

 

 

 

 

1. 圧力計，差圧計 

 

 

 

 

 

 

 

隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時に加圧される以下の圧

力計及び差圧計は，隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時の圧

力以上の計装設備耐圧値を有しており，破損は発生しないことを

確認した。なお，構造材の温度上昇に伴う耐力低下（温度－30～

40℃における設計引張強さに対する 288℃における設計引張強さ

の割合は SUS316L の場合で約 79％）を考慮しても，計装設備耐圧

値は加圧時における圧力以上となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙５ 

 

計器からの漏えいの可能性について 

 

計器について，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa［gage］＊）

及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続して負荷された条件

下で破損が発生しないことを以下のとおり確認した。 

＊弁開放直後の圧力上昇に比べ，弁開放から 10 秒程度以降の構

造材の温度上昇に伴う耐力低下の方が，系統全体への影響が

大きいため，静定圧力を採用した。 

 

１．圧力計，差圧計 

   別表５－１に示す圧力計及び差圧計が，ＩＳＬＯＣＡ時に

過圧される範囲に設置されており，そのうち PS222-4A-1 及び

PS222-4A-2 については，計器耐圧値がＩＳＬＯＣＡ時の圧力

（7.4MPa［gage］）よりも低いため，漏えいするとした。別図

５－１に示すように計器内部のブルドン管やその接続部で漏

えいすることが想定されるため，漏えい面積は株部のプロセ

ス取合い（外径：5mm）の断面積とした。 

別表５－１に示す圧力計及び差圧計のうち PS222-4A-1 及

び PS222-4A-2 以外の計器については，隔離弁の誤開放等によ

る加圧事象発生時の圧力以上の計装設備耐圧値を有してお

り，破損は発生しないことを確認した。なお，構造材の温度

上昇に伴う耐力低下（温度－30～40℃における設計引張強さ

に対する 288℃における設計引張強さの割合は SUS316L の場

合で約 79％）を考慮しても，計装設備耐圧値は加圧時におけ

る圧力以上となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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別第 6-1 表 圧力計，差圧計の設計圧力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 温度計 

2.1 評価方針 

隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時に加圧される温度計に

ついて，耐圧部となる温度計ウェルの健全性を評価した。評価手

法として，日本機械学会「配管内円通状構造物の流量振動評価指

針（JSME S 012-1998）」に従い，同期振動発生の回避又は抑制評

価，一次応力評価並びに疲労評価を実施し，破損の有無を確認し

た。評価条件を別第 6-2 表に示す。 

 

別第 6-2 表 評価条件 

 

 

 

別表５－１ 計器健全性評価結果 

計器番号 計器耐圧* 漏えい有無 漏えい想定箇所 漏えい面積 

PS222-4A-1 5.4MPa 漏えい プロセス取合 

のΦ5 導圧口 

π×52／4 

＝19.63mm2 

PS222-4A-2 4.4MPa 漏えい プロセス取合 

のΦ5 導圧口 

π×52／4 

＝19.63mm2 

PX222-4A 14.7MPa 漏えいなし － － 

FX222-1A 22.1MPa 漏えいなし － － 

FX222-2A 22.1MPa 漏えいなし － － 

FX222-3 22.1MPa 漏えいなし － － 

dPX222-1A 15MPa 漏えいなし － － 

*計器耐圧は計器単品の耐圧試験で印加する圧力値。 

 

 

別図５－１ 計器内部構造図（例） 

 

２．温度計 

2.1 評価方針 

   隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時に加圧される温度

計について，耐圧部となる温度計ウェルの健全性を評価した。

評価手法として，日本機械学会「配管内円柱状構造物の流力

振動評価指針 (JSME S 012-1998)」に従い，同期振動発生の

回避又は抑制評価，一次応力評価並びに疲労評価を実施し，

破損の有無を確認した。評価条件を別表５－２に示す。 

 

別表５－２ 温度計評価条件 

圧力 温度 流量 流体密度 動粘度 

7.4MPa 288℃ 200m3/h 736kg/m3 1.25×10-7m2/s 
 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

 

 

：漏えい箇所 
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 2.2 評価方法 

(1) 評価手順 

流力振動評価指針に従った評価手順を別第 6-1 図に示す。 

 

 

別第 6-1 図 配管内円柱状構造物の流力振動フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 評価方法 

（１）評価手順 

流力振動評価指針に従った評価手順を別図５－２に示す。 

 

 

 

別図５－２ 配管内円柱状構造物の流力振動評価フロー 
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 (2) 評価式 

流力振動評価指針に従い評価を実施する場合に使用する評

価式を別第 6-3 表に示す。 

 

別第 6-3 表 評価式（その１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）評価式 

流力振動評価指針に従い評価を実施する場合に使用す

る評価式を別表５－３に示す。 

 

別表５－３ 評価式（その１） 
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別第 6-3 表 評価式（その 2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表５－３ 評価式（その２） 
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 （3） 記号説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）記号説明 
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 (4) 判定基準 

流力振動評価指針に従い評価を実施する場合に使用する判

定基準を別第 6-4 表に示す。 

 

別第 6-4 表 判定基準 

 

 

 

 

（４）判定基準 

流力振動評価指針に従い評価を実施する場合に使用する

判定基準を別表５－４に示す。 

 

別表５－４ 判定基準 
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  （５）構造図の形状 

構造物の形状を別図５－３に示す。 

 

 

 

 

                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図５－３ 温度計ウェル形状図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

φ25 

φ29 

φ10 

φ

Le  L 

（単位：×10-3m） 

材料：SUS316L，SUS304 
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 2.3 評価結果 

計器について評価した結果，別第 6-5 表に示すとおり実機の値

は判定基準を満足し，保守的に弁開放直後のピーク圧力（8.2MPa

［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続して負荷

された条件下で破損せず，漏えいは発生しないことを確認した。 

 

 

2.3 評価結果 

   計器について評価した結果，別表５－５に示すとおり実機

の値は判定基準を満足し，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa

［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続して

負荷された条件下で破損せず，漏えいは発生しないことを確

認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 
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別紙7 

 

配管からの漏えいの可能性について 

 

配管及び配管フランジ部について，保守的に弁開放直後のピー

ク圧力（8.2MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時

に継続して負荷された条件下で破損が発生しないことを以下のと

おり確認した。 

 

 

 

 

1. 強度評価 

1.1 評価部位の選定 

配管の構成部品のうち漏えいが想定される部位は，高温・高

圧の加わる配管と，配管と配管をつなぐフランジ部があり，そ

れらについて評価を実施した。評価対象配管を別第 7-1 図に示

す。 

 

1.2 評価方法 

(1) 配管の評価 

ク ラス２ 配管の評 価手 法である 設計・ 建設 規格

「PPC-3411(1)内圧を受ける直管」を適用して必要な厚さを算

出し，実機の最小厚さが計算上必要な厚さを上回ることを確

認した。 

 

t：管の計算上必要な厚さ（mm） 

P：隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時の圧力（＝

8.2MPa） 

D０：管の外径（mm） 

S：設計引張強さ（MPa） 

η：長手継手効率 

 

 

 

 

別紙６ 

 

配管からの漏えいの可能性について 

 

配管及び配管フランジ部について，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力

（7.4MPa［gage］＊）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継

続して負荷された条件下で破損が発生しないことを以下のとおり

確認した。 

＊弁開放直後の圧力上昇に比べ，弁開放から 10 秒程度以降の構

造材の温度上昇に伴う耐力低下の方が，系統全体への影響が

大きいため，静定圧力を採用した。 

 

１．強度評価 

1.1 評価部位の選定 

配管の構成部品のうち漏えいが想定される部位は，高温・

高圧の加わる配管と，配管と配管をつなぐフランジ部があり，

それらについて評価を実施した。評価対象配管を別図６－１

に示す。 

 

1.2 評価方法 

（１）配管の評価 

クラス２配管の評価手法である設計・建設規格

「PPC-3411(1)内圧を受ける直管」を適用して必要な厚さを算

出し，実機の最小厚さが計算上必要な厚さを上回ることを確

認した。 

 
t：管の計算上必要な厚さ（mm） 

P：ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（＝7.4MPa） 

D0：管の外径（mm） 

Su：設計引張強さ（MPa） 

η：長手継手効率 

 

 

 

   

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

t =
𝑃𝐷0

2𝑆𝑢 𝜂 + 0.8𝑃
                      PPC − 1.3 準用  
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 (2) フランジ部の評価 

設計・建設規格「PPC-3414 フランジ」を適用してフラン

ジの手法を適用してフランジ応力算定用圧力からフランジボ

ルトの伸び量を算出したところ，伸び量がマイナスの場合は，

フランジ部が増し締めされるため，ガスケット最大圧縮量を

下回ることを確認した。 

なお，熱曲げモーメントの影響については，設計・建設規

格で規定されている（PPC-1.7）式を使用し，フランジ部に作

用するモーメントを圧力に換算して評価を実施した。 

 

（２）フランジ部の評価 

設計・建設規格「PPC-3414 フランジ」の手法を適用してフ

ランジ応力算定用圧力からフランジボルトの伸び量を算出し

たところ，伸び量がマイナスの場合は，フランジ部が増し締

めされるため，ガスケットの最大圧縮量を下回ることを確認

した。 

なお，熱曲げモーメントの影響については，設計・建設規

格で規定されている（PPC-1.7）式を使用し，フランジ部に作

用するモーメントを圧力に換算して評価を実施した。 
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・設備設計の相違 

【東海第二】 
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・評価結果の相違 
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 1.3 評価結果 

配管の各部位について評価した結果，別第 7-1 表及び別第 7-2

表に示すとおり実機の値は判定基準を満足し，保守的に弁開放直

後のピーク圧力（8.2MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）

が同時に継続して負荷された条件下で破損せず，漏えいは発生し

ないことを確認した。 

 

1.3 評価結果 

配管の各部位について評価した結果，別表６－１及び別表

６－２に示すとおり実機の値は判定基準を満足し，ＩＳＬＯ

ＣＡ発生時の圧力（7.4MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度

（288℃）が同時に継続して負荷された条件下で破損せず，漏

えいは発生しないことを確認した。 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 
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別紙8 

 

破断面積の設定について 

 

1. 評価部位の選定と破断面積の評価方法 

別紙 3～別紙 7 の評価結果から，隔離弁の誤開放等により残

留熱除去系の低圧設計部分が加圧されたとしても，破損が発生

しないことを確認した。 

そこで，隔離弁の誤開放による加圧事象発生時の加圧範囲の

うち最も大きなシール構造であり，損傷により原子炉冷却材が

流出した際の影響が最も大きい熱交換器フランジ部に対して，

保守的に弁開放直後のピーク圧力（8.2MPa［gage］）及び原子炉

冷却材温度（288℃）が同時に継続して負荷され，かつガスケッ

トに期待しないことを想定した場合の破断面積を評価した。 

ａ．内圧による伸び量 

・フランジのボルト荷重⊿W 

 

G：ガスケット反力円の直径（＝D０－2b＝2,153mm） 

 

D０：ガスケット接触面の外径（＝2,170mm） 

Dｉ：ガスケット接触面の内径（＝2,120mm） 

P１：設計条件における圧力（5.18MPa） 

P２：隔離弁の誤開放による加圧事象発生時の圧力（＝

8.2MPa） 

 

・内圧による伸び量⊿L1 

 

Hｂ：ボルト長さ（ナット下面－ボルト留め部間）（＝

349.5mm） 

Nｂ：ボルト本数（＝68） 

A：ボルト有効径における断面積（＝π／4×46.051

２＝1,665mm２） 

E：ボルトのヤング率（＝187,000N／mm２ at288℃

[SNCM8]） 

別紙７ 

 

破断面積の設定について 

 

1. 評価部位の選定と破断面積の評価方法 

  別紙２～別紙６の評価結果から，隔離弁の誤開放等により残

留熱除去系の低圧設計部分が加圧され，計器が破損する可能性

があることを確認した。 

さらに，隔離弁の誤開放による加圧事象発生時の加圧範囲の

うち最も大きなシール構造であり，損傷により原子炉冷却材が

流出した際の影響が最も大きい熱交換器フランジ部に対して，

保守的に弁開放直後のピーク圧力（7.9MPa［gage］）及び原子炉

冷却材温度（288℃）が同時に継続して負荷され，かつガスケッ

トに期待しないことを想定した場合の破断面積を評価した。 

ａ．内圧による伸び量 

    ・フランジのボルト荷重⊿W 

      

G：ガスケット反力円の直径（＝D０－2b＝2,000mm） 

      

D０：ガスケット接触面の外径（＝2,017.5mm） 

Dｉ：ガスケット接触面の内径（＝1,965mm） 

P１：設計条件における圧力（5.88MPa） 

P２：隔離弁の誤開放による加圧事象発生時の圧力

（＝7.9MPa） 

 

・内圧による伸び量⊿L1 

  

Hｂ：ボルト長さ（ナット間）（＝415.4mm） 

Nｂ：ボルト本数（＝76） 

A：ボルト有効径における断面積（＝π／4×34.0512

＝911mm２） 

E：ボルトのヤング率（＝187,000N／mm２ at288℃

[SNB23-1]） 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

TRACG の解析結果の

相違により圧力が異な

る。 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

TRACG の解析結果の

相違により圧力が異な

る。 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の RHR 熱

交換器は，管板と水室フ

ランジにボルトを通し，

ボルトの両端からナッ

トにより締結する構造
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ｂ．熱による伸び量 

・ボルトの熱による伸び量⊿L2 

 

α１：ボルトの熱膨張係数（＝13.98×10－６mm／mm℃ 

at288℃[SNCM8]） 

Nｂ：ボルト長さ（＝349.5mm） 

・管板及びフランジの熱による伸び量⊿L3 

 

α２：管板及び胴側フランジの熱膨張係数（＝12.91

×10－６mm／mm℃ at288℃[SF50，SFV1]） 

h1：胴側フランジ厚さ（＝150mm） 

h2：管板厚さ（＝195mm） 

 

ｃ．破断面積 A 

 

Dｉ：ガスケット接触面の内径（＝2,120mm） 

 

2. 破断面積の評価結果 

熱交換器フランジの破断面積について評価した結果，別第

8-1 表に示すとおり破断面積は約 21cm２となる。 

 

 

別第 8-1 表 破断面積の評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．熱による伸び量 

・ボルトの熱による伸び量⊿L2 

 

α１：ボルトの熱膨張係数（＝13.04×10－６mm／mm℃ 

at288℃[SNB23-1]） 

Nｂ：ボルト長さ（＝415.4mm） 

・管板及びフランジの熱による伸び量⊿L3 

 

α２：管板及び水室フランジの熱膨張係数（＝12.91

×10－６mm／mm℃ at288℃[SFVC2B]） 

h1：水室フランジ厚さ（＝170mm） 

h2：管板厚さ（＝239mm） 

 

ｃ．破断面積 A 

 

Dｉ：ガスケット接触面の内径（＝1,965mm） 

 

2. 破断面積の評価結果 

熱交換器フランジの破断面積について評価した結果，別表

7-1 に示すとおり破断面積は約 14.88cm２となる。 

 

 

別表７－１  破断面積の評価結果

 

である。 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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5. 現場の想定 

・評価の想定と事象進展解析 

破断面積 10cm2 のインターフェイスシステム LOCA による炉心

内の挙動は，「2.7.2(3) 有効性評価の結果」に示したとおりであ

る。ここでは，破断面積 10cm2 のインターフェイスシステム LOCA 

発生時の現場環境（原子炉建屋内）に着眼し評価を行った。 

評価条件を表 1 に示す。また，評価に使用する原子炉建屋のノ

ード分割モデルを図 1 に示す。 

 

事象進展解析（MAAP）の実施に際して主要な仮定を以下に示す。 

 

前提条件：事象発生と同時に外部電源喪失し原子炉スクラム，

インターフェイスシステムLOCA 時破断面積10cm2， 

健全側高圧炉心注水系による注入 

事象進展：弁誤開又はサーベイランス時における全開誤操作（連

続開） 

（この時内側テスタブルチェッキも同時に機能喪失

（全開）） 

・状況判断の開始（弁の開閉状態確認，HPCF 室漏えい

検出，ポンプ吐出圧力，エリアモニタ指示値上昇） 

原子炉水位L2 到達：原子炉隔離時冷却系の自動起動 

事象発生約15 分後：急速減圧 

原子炉水位L1.5 到達：高圧炉心注水系の自動起動 

     事象発生約 4 時間後：インターフェイスシステム LOCA    

発生箇所隔離 

 

 

 

 

 

 

別紙9 

 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉冷却材漏えい量評価 

及び原子炉建屋原子炉棟内環境評価 

 

 

 

1. 評価条件 

有効性評価の想定のとおり，残留熱除去系Ｂ系におけるＩＳ

ＬＯＣＡ発生時の原子炉冷却材の漏えい量及び原子炉建屋原子

炉棟内の環境（雰囲気温度，湿度及び圧力）を評価した。 

 

原子炉建屋原子炉棟内の環境評価特有の評価条件を別第 9-1

表に，原子炉建屋原子炉棟のノード分割図及び原子炉建屋平面

図を別第 9-1 図及び別第 9-2 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお，高圧炉心スプレイポンプ室及び原子炉隔離時冷却系   

ポンプ室は他室と水密扉で区切られており，蒸気の移動がほぼ     

ないため，解析においても蒸気の移動を考慮していない。 

 

 

 

別紙８ 

 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉冷却材漏えい量評価 

及び原子炉建物原子炉棟内環境評価 

 

１．Ａ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の評価 

 

1.1 評価条件 

  Ａ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉冷却

材の漏えい量及び原子炉建物原子炉棟内の環境（雰囲気温度，

湿度，圧力及び溢水による影響）を評価した。 

 

原子炉建物原子炉棟内の環境評価特有の評価条件を別表 8-1

に，原子炉建物ノード分割モデルを別図 8-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

資料構成は異なるも

のの，３プラントとも

ISLOCA 発生時の原子炉

建物原子炉棟内環境を

評価している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，解析に

おいて漏えい水の伝播

及び蒸気の移動につい

て考慮している。 
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表1 破断面積10cm2 のインターフェイスシステムLOCA 時における

評価条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別第 9-1 表 原子炉建屋原子炉棟内の環境評価特有の評価条件 

 

 

別表 8-1 原子炉建物原子炉棟内の環境評価特有の評価条件 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 
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図 1 インターフェイスシステム LOCA における原子炉建屋ノード

分割モデル 
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別図 8-1 原子炉建物ノード分割モデル 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

RHR(A)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

 

RHR(A) 熱交換器

室，RHR(A)弁室 

 

 

 

 

 

RHR(C)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

 

RHR(B) 熱交換器

室，RHR(B)弁室 

 

 

RHR(B)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

 

トーラス室 

 

HPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

LPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

東側ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ室 

 

 

 

原子炉棟その他 

（二次格納施設） 

ブローアウトパネル 

EL.1300 

：漏えい箇所 

：水密扉 

EL.15300+560 EL.15300 

EL.1300 EL.1300 EL.1300 EL.1300 

EL.15300 EL.15300 

EL.34800 EL.30500 EL.34800 

EL.1300 

EL.63500 

EL.15300 

EL.14200 EL.8800 EL.8800 EL.8800 EL.8800 EL.8800 

 

西側ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ室 

EL.23800 

EL.30830 

(漏えい面積1cm2） 

(漏えい面積16cm2） 
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・評価の結果 

【比較のため，「○冷却材漏えいによる影響」を記載】 

○冷却材漏えいによる影響 

破断面積10cm2 のインターフェイスシステムLOCA に伴う原子

炉建屋内への原子炉内及び復水貯蔵槽からの漏えい量は，原子

炉圧力容器及び復水貯蔵槽からの流出量を考慮しても最大で約

200m3/h であり，高圧炉心注入ポンプ吸込弁または復水貯蔵槽

側吸込弁の閉止や原子炉水位を漏えい配管の高さ付近で維持す

ることでさらに漏えい量を少なくすることができる。 

破断した系統の区分と他区分の非常用炉心冷却系が機能喪失に

至る約 1,800m3（浸水高さ約 2.5m）に到達するには 9 時間以上

の十分な時間余裕がある。 

【ここまで】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 評価結果 

 

 

原子炉冷却材の積算漏えい量の推移を別第 9-3 図に，原子炉

建屋内の雰囲気温度（西側区画），雰囲気温度（東側区画），湿

度（西側区画），湿度（西側区画），圧力（西側区画）及び圧力

（東側区画）の推移を別第 9-4 図から別第 9-9 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別第 9-3 図に示すとおり，現場隔離操作の完了時間として設

定している事象発生 5 時間までの原子炉冷却材の漏えい量は約

300t である。 

 

別第 9-3 図 原子炉冷却材の積算漏えい量の推移 

 

 

 

 

1.2 評価結果 

  解析結果に基づく，ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建物原子炉

棟内状況概要を別図 8-2 に，各漏えい発生区画における原子炉

冷却材の積算漏えい量の推移を別図 8-3 に，原子炉建物内の雰

囲気温度，湿度及び圧力の推移を別図 8-4 から別図 8-6 に示す。 

 

 

 

別図 8-2 ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建物原子炉棟内状況概要 

 

 

○各漏えい発生区画における漏えい量 

別図 8-3 に示すとおり，現場隔離操作の完了時間として設定

している事象発生 10 時間までの原子炉冷却材の漏えい量は約

600m3である。 

 

別図 8-3 各漏えい発生区画における原子炉冷却材の 

積算漏えい量の推移 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

ISLOCA 時の事象想定

等の違いにより，評価結

果が異なり，事象進展に

応じた対応操作も異な

る。 
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○温度・湿度・圧力の想定 

主要なパラメータの時間変化を図2 から図4 に示す。 

原子炉建物内の温度は，事象発生直後は上昇するものの15 分

後に原子炉減圧した後は低下する。また，弁隔離操作のために

アクセスする弁室の温度も同様に，原子炉減圧操作後に低下し

た後，約38℃程度で推移する。湿度については破断箇所からの

漏えいが継続するため高い値で維持されるものの，原子炉減圧

及び破断箇所隔離操作を実施することで，事象発生約4 時間以

降低下する傾向にある。圧力については破断直後に上昇するも

ののブローアウトパネルが開放され，その後は大気圧相当とな

る。 

 

 

 

○冷却材漏えいによる影響 

破断面積10cm2 のインターフェイスシステムLOCA に伴う原子

炉建屋内への原子炉内及び復水貯蔵槽からの漏えい量は，原子

炉圧力容器及び復水貯蔵槽からの流出量を考慮しても最大で約

200m3/h であり，高圧炉心注入ポンプ吸込弁または復水貯蔵槽

側吸込弁の閉止や原子炉水位を漏えい配管の高さ付近で維持す

ることでさらに漏えい量を少なくすることができる。 

破断した系統の区分と他区分の非常用炉心冷却系が機能喪失

に至る約1,800m3（浸水高さ約2.5m）に到達するには9 時間以上

の十分な時間余裕がある。 

 

また，別第 9-4 図及び別第 9-5 図に示すとおり，原子炉減圧

操作後に建屋内環境が静定する事象発生 2 時間から 5 時間まで

のアクセスルート及び操作場所の雰囲気温度の最大値は41℃で

ある。 

なお，ブローアウトパネルが設置されている 4～5 階西側区

画，4～5階東側区画及び 6階全ての圧力はブローアウトパネル

の設定圧力に到達し，ブローアウトパネルが開放している。 

 

 

 

 

 

 

 

○温度・湿度・圧力の想定 

別図8-4から別図8-6に示すとおり，アクセスルートとなる「原

子炉棟その他（二次格納施設）」及び操作場所である「東側ＰＣ

Ｖペネトレーション室」における雰囲気温度の最大値は約78℃

となるが，原子炉減圧操作後は漏えい箇所からの高温水及び蒸

気の流出量が減少するため，雰囲気温度は低下傾向となり，建

物内環境が静定する事象発生9時間後から10時間後までの雰囲

気温度の最大値は約44℃である。湿度については漏えい箇所か

らの漏えいが継続するため高い値で維持されるものの，破断箇

所隔離操作を実施することで約10時間以降低下する傾向にあ

る。圧力については漏えい発生直後に上昇するものの，原子炉

建物燃料取替階ブローアウトパネルが開放され，その後は大気

圧相当となる。 
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図2 原子炉建屋内の温度の時間変化 

（インターフェイスシステムLOCA） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別第9-4 図 原子炉建屋内の雰囲気温度の推移（西側区画） 

 

 

 

 

別第 9-5 図 原子炉建屋内の雰囲気温度の推移（東側区画） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図 8-4 原子炉建物内の雰囲気温度の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 
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図3 原子炉建屋内の湿度の時間変化 

（インターフェイスシステムLOCA） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別第9-6 図 原子炉建屋内の湿度の推移（西側区画） 

 

 

 

 

別第9-7 図 原子炉建屋内の湿度の推移（東側区画） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図 8-5 原子炉建物内の湿度の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 
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図4 原子炉建屋内の圧力の時間変化 

（インターフェイスシステムLOCA） 

 

 

 

別第9-8 図 原子炉建屋内の圧力の推移（西側区画） 

 

 

 

別第9-9 図 原子炉建屋内の圧力の推移（東側区画） 

 

 

 

別図 8-6 原子炉建物内の圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 
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1.2.1 溢水による影響 

別図 8-2 に示すとおり，「Ａ－残留熱除去系熱交換器室」で発

生した漏えい水は，原子炉建物１階（EL15.3m）に伝播し，ハッ

チ開口部を通じて最終滞留箇所である「トーラス室」に排出さ

れる。 

「Ａ－残留熱除去ポンプ室」で発生した漏えい水は，境界に

水密扉を設置していることから「原子炉隔離時冷却ポンプ室」

へ伝播しないが，「トーラス室」に対しては，境界に設置してい

る水密扉の止水方向が異なることから伝播する。 

溢水範囲を別図 8-7 に，想定する漏えい量を別表 8-2 に示す。 

 

(1)注水弁（MV222-5A）へのアクセス性に対する影響 

Ａ－残留熱除去系の隔離操作を行う注水弁（MV222-5A）は，

原子炉建物中１階（EL19.0m）の床面上に設置されており，ＩＳ

ＬＯＣＡにより漏えいが発生する機器は，１階（EL15.3m）及び

地下２階（EL1.3m）に設置されている。隔離操作場所へは溢水

影響のない２階（EL23.8m）からアクセスするため，アクセス性

への影響はない。 

 

 (2)ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，高

圧炉心スプレイ系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）への影

響 

Ａ－残留熱除去ポンプ室と原子炉隔離時冷却ポンプ室の境

界，トーラス室とＢ－残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心スプレ

イポンプ室の境界は水密扉の設置により区画化されているた

め，これらのポンプ室は溢水の影響を受けない。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容器

内に設置されており，関連計装部品も含め溢水の影響はなく，

逃がし安全弁の機能は維持される。 

漏えい水が伝播する区画においてＩＳＬＯＣＡ時に必要とな

る系統の溢水評価結果を別表 8-3 に示す。 
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別図 8-7 Ａ－残留熱除去系 溢水範囲（1/2） 

 

別図 8-7 Ａ－残留熱除去系 溢水範囲（2/2） 
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別表 8-2 想定する漏えい量 

事故後の時間 

[h] 

漏えい量[m3] 

Ａ－残留熱除去ポン

プ室 

(R-B2F-02N) 

Ａ－残留熱除去系

熱交換器室 

(R-1F-05N) 

0.5 約 7 約 107 

1.0 約 9 約 130 

2.0 約 11 約 165 

3.0 約 14 約 214 

4.0 約 17 約 265 

5.0 約 20 約 315 

6.0 約 23 約 364 

7.0 約 26 約 414 

8.0 約 29 約 463 

9.0 約 32 約 512 

10.0 約 35 約 560 

 

別表 8-3 溢水評価結果 
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1.2.2 漏えいした蒸気の回り込みに伴う雰囲気温度・湿度上昇の

影響 

別図 8-2 に示すとおり，「Ａ－残留熱除去系熱交換器室」，「Ａ

－残留熱除去ポンプ室」において漏えいした蒸気及び溢水の伝

播区画において発生した蒸気は，各隣接区画の圧力差に応じて

原子炉建物原子炉棟内を移動し，原子炉建物原子炉棟内の圧力

や温度を一時的に上昇させる。原子炉建物原子炉棟内の圧力上

昇に伴い原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルが開放し，

環境へ蒸気が放出されるとともにハッチ開口部等を通じてガス

流動が発生することで，原子炉建物原子炉棟内の環境条件はほ

ぼ一様になる。なお，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネ

ルが開放された以降は，原子炉建物原子炉棟から環境への蒸気

の放出の流れが支配的となるため，その他ポンプ室等への蒸気

の流入はない。蒸気の滞留範囲を別図 8-8 に示す。 

 

(1) 注水弁（MV222-5A）への影響 

隔離操作を行う注水弁（MV222-5A）は，原子炉格納容器バ

ウンダリにかかる圧力及び温度が最も高くなる設計基準事故

である「原子炉格納容器内圧力，雰囲気等の異常な変化」の

「原子炉冷却材喪失」時の環境条件に耐性を有する設備であ

り，湿度 100％，温度 100℃以上の耐性を有していることから

機能維持される。 

ＩＳＬＯＣＡ発生時において必要な対応操作のうち，注水

弁（MV222-5A）の隔離操作を除いては，すべて中央制御室か

らの操作による。注水弁（MV222-5A）の隔離操作については，

事象発生９時間後から行うこととしており，その際の原子炉

建物内雰囲気温度及び湿度は約 44℃及び約 100％である。防

護具等の着用により現場へのアクセス及び隔離操作は可能で

あり，注水弁の隔離操作における原子炉建物原子炉棟内の滞

在時間は約 38分である。 

 

(2) ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，高

圧炉心スプレイ系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）への

影響 

   Ａ－残留熱除去ポンプ室と原子炉隔離時冷却ポンプ室の境

界，トーラス室とＢ－残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心スプ

レイポンプ室の境界は水密扉の設置により区画化されている

ため，これらのポンプ室には溢水の流入がなく，蒸気による
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有意な雰囲気温度の上昇もないため，系統の運転に必要な補

機冷却系等の設備も含めて，系統の機能は維持される。なお，

原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系及びＢ－残留熱除

去系のポンプ，弁及び計器等は，湿度 100％，温度 100℃以上

の耐性を有している。 

   逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容

器内に設置されており，関連計装部品も含め，原子炉建物内

及びトーラス室の雰囲気温度上昇に伴う影響はなく，逃がし

安全弁の機能は維持される。 

 

 

別図 8-8 Ａ－残留熱除去系 蒸気滞留範囲（1／2） 
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別図 8-8 Ａ－残留熱除去系 蒸気滞留範囲（2／2） 
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２．Ｂ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の評価 

 

2.1 評価条件 

  Ｂ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉冷却

材の漏えい量及び原子炉建物原子炉棟内の環境（雰囲気温度，

湿度，圧力及び溢水による影響）を評価した。 

Ｂ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の漏えい箇所

及び漏えい面積は，別表 8-1 に示すＡ－残留熱除去系の評価条

件と同等（Ｂ－残留熱除去ポンプ室：１cm2，Ｂ－残留熱除去系

熱交換器室：16cm2）であり，その他評価条件も同等となる。原

子炉建物ノード分割モデルを別図 8-9 に示す。 

 

別図 8-9 原子炉建物ノード分割モデル 

 

2.2 評価結果 

解析結果に基づく，ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建物原子炉

棟内状況概要を別図 8-10 に，各漏えい発生区画における原子炉

冷却材の積算漏えい量の推移を別図 8-11 に，原子炉建物内の雰

囲気温度，湿度及び圧力の推移を別図 8-12 から別図 8-14 に示

す。 

 

○事象進展 

事象進展は，「2.7 格納容器バイパス（インターフェイスシ

ステムＬＯＣＡ）」に示す，Ａ－残留熱除去系にてＩＳＬＯＣＡ

が発生した場合と同様である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

RHR(B)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

 

RHR(B) 熱交換器

室，RHR(B)弁室 

 

 

RHR(A) 熱交換器

室，RHR(A)弁室 

 

 

RHR(A)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

 

トーラス室 

 

HPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

LPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

東側ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ室 

 

 

 

原子炉棟その他 

（二次格納施設） 

ブローアウトパネル 

EL.1300 

：漏えい箇所 

：水密扉 

EL.15300+560 

(漏えい面積16cm2） 

 

RHR(C)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

EL.15300 

EL.1300 EL.1300 EL.1300 EL.1300 

EL.15300 EL.15300 

EL.34800 EL.30500 EL.34800 

EL.1300 

EL.63500 

EL.15300 

EL.14200 EL.8800 EL.8800 EL.8800 EL.8800 EL.8800 

 

西側ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ室 

EL.23800 

EL.30830 

(漏えい面積1cm2） 
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別図8-10 ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建物原子炉棟内状況概要 

 

○各漏えい発生区画における漏えい量 

別図 8-11 に示すとおり，現場隔離操作の完了時間として設定

している事象発生 10 時間までの原子炉冷却材の漏えい量は約

600m3である。 

 

別図 8-11 各漏えい発生区画における原子炉冷却材の 

積算漏えい量の推移 

 

○温度・湿度・圧力の想定 

別図 8-12 から別図 8-14 に示すとおり，アクセスルートとな

る「原子炉棟その他（二次格納施設）」及び操作場所である「西

側ＰＣＶペネトレーション室」における雰囲気温度の最大値は

約 77℃となるが，原子炉減圧操作後は漏えい箇所からの高温水

及び蒸気の流出量が減少するため，雰囲気温度は低下傾向とな

り，建物内環境が静定する事象発生 9時間後から 10 時間後まで

の雰囲気温度の最大値は約 44℃である。湿度については漏えい
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箇所からの漏えいが継続するため高い値で維持されるものの，

破断箇所隔離操作を実施することで約 10 時間以降低下する傾

向にある。圧力については漏えい発生直後に上昇するものの，

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルが開放され，その後

は大気圧相当となる。 

 

別図 8-12 原子炉建物内の雰囲気温度の推移 

 

別図 8-13 原子炉建物内の湿度の推移 

 

別図 8-14 原子炉建物内の圧力の推移 
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2.2.1 溢水による影響 

別図 8-10 に示すとおり，「Ｂ－残留熱除去系熱交換器室」で

発生した漏えい水は，原子炉建物１階（EL15.3m）に伝播し，ハ

ッチ開口部を通じて最終滞留箇所である「トーラス室」に排出

される。 

「Ｂ－残留熱除去ポンプ室」で発生した漏えい水は，境界に

設置している水密扉の止水方向が異なることから「トーラス室」

及び「Ｃ－残留熱除去ポンプ室」に伝播する。 

溢水範囲を別図8-15に，想定する漏えい量を別表8-4に示す。 

 

(1)注水弁（MV222-5B）へのアクセス性に対する影響 

Ｂ－残留熱除去系の隔離操作を行う注水弁（MV222-5B）は，

原子炉建物２階（EL23.8m）の床面上に設置されており，ＩＳＬ

ＯＣＡにより漏えいが発生する機器は，１階（EL15.3m）及び地

下２階（EL1.3m）に設置されている。隔離操作場所へは溢水影

響のない２階（EL23.8m）からアクセスするため，アクセス性へ

の影響はない。 

 

 (2)ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，高

圧炉心スプレイ系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）への影

響 

トーラス室とＡ－残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心スプレイ

ポンプ室の境界は水密扉の設置により区画化されているため，

これらのポンプ室は溢水の影響を受けない。 

原子炉隔離時冷却ポンプ室は，隣接する区画に漏えい水が伝

播しないため，溢水の影響を受けない。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容器

内に設置されており，関連計装部品も含め溢水の影響はなく，

逃がし安全弁の機能は維持される。 

漏えい水が伝播する区画においてＩＳＬＯＣＡ時に必要とな

る系統の溢水評価結果を別表 8-5 に示す。 
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別図 8-15 Ｂ－残留熱除去系 溢水範囲（1/2） 

 

 

別図 8-15 Ｂ－残留熱除去系 溢水範囲（2/2） 
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別表 8-4 想定する漏えい量 

事故後の時間 

[h] 

漏えい量[m3] 

Ｂ－残留熱除去ポン

プ室 

(R-B2F-15N) 

Ｂ－残留熱除去系

熱交換器室 

(R-1F-11N) 

0.5 約 7 約 106 

1.0 約 9 約 129 

2.0 約 11 約 164 

3.0 約 14 約 213 

4.0 約 17 約 264 

5.0 約 20 約 314 

6.0 約 23 約 364 

7.0 約 26 約 414 

8.0 約 29 約 463 

9.0 約 32 約 512 

10.0 約 35 約 560 

 

別表 8-5 溢水評価結果
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2.2.2 漏えいした蒸気の回り込みに伴う雰囲気温度・湿度上昇の

影響 

別図 8-10 に示すとおり，「Ｂ－残留熱除去系熱交換器室」，「Ｂ

－残留熱除去ポンプ室」において漏えいした蒸気及び溢水の伝

播区画において発生した蒸気は，各隣接区画の圧力差に応じて

原子炉建物原子炉棟内を移動し，原子炉建物原子炉棟内の圧力

や温度を一時的に上昇させる。原子炉建物原子炉棟内の圧力上

昇に伴い原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルが開放し，

環境へ蒸気が放出されるとともにハッチ開口部等を通じてガス

流動が発生することで，原子炉建物原子炉棟内の環境条件はほ

ぼ一様になる。なお，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネ

ルが開放された以降は，原子炉建物原子炉棟から環境への蒸気

の放出の流れが支配的となるため，その他ポンプ室等への蒸気

の流入はない。蒸気の滞留範囲を別図 8-16 に示す。 

 

(1) 注水弁（MV222-5B）への影響 

隔離操作を行う注水弁（MV222-5B）は，原子炉格納容器バ

ウンダリにかかる圧力及び温度が最も高くなる設計基準事故

である「原子炉格納容器内圧力，雰囲気等の異常な変化」の

「原子炉冷却材喪失」時の環境条件に耐性を有する設備であ

り，湿度 100％，温度 100℃以上の耐性を有していることから

機能維持される。 

ＩＳＬＯＣＡ発生時において必要な対応操作のうち，注水

弁（MV222-5B）の隔離操作を除いては，すべて中央制御室か

らの操作による。注水弁（MV222-5B）の隔離操作については，

事象発生９時間後から行うこととしており，その際の原子炉

建物内雰囲気温度及び湿度は約 44℃及び約 100％である。防

護具等の着用により現場へのアクセス及び隔離操作は可能で

あり，注水弁の隔離操作における原子炉建物原子炉棟内の滞

在時間は約 37分である。 

 

(2) ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，高

圧炉心スプレイ系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）への

影響 

   Ａ－残留熱除去ポンプ室と原子炉隔離時冷却ポンプ室の境

界，トーラス室とＡ－残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心スプ

レイポンプ室の境界は水密扉の設置により区画化されている

ため，これらのポンプ室には溢水の流入がなく，蒸気による
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有意な雰囲気温度の上昇もないため，系統の運転に必要な補

機冷却系等の設備も含めて，系統の機能は維持される。なお，

原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系及びＡ－残留熱除

去系のポンプ，弁及び計器等は，湿度 100％，温度 100℃以上

の耐性を有している。 

   逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容

器内に設置されており，関連計装部品も含め，原子炉建物内

及びトーラス室の雰囲気温度上昇に伴う影響はなく，逃がし

安全弁の機能は維持される。 

 

 

別図 8-16 Ｂ－残留熱除去系 蒸気滞留範囲（1／2） 
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別図 8-16 Ｂ－残留熱除去系 蒸気滞留範囲（2／2） 
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３．Ｃ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の評価 

 

3.1 評価条件 

  Ｃ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉冷却

材の漏えい量及び原子炉建物原子炉棟内の環境（雰囲気温度，

湿度，圧力及び溢水による影響）を評価した。 

Ｃ－残留熱除去系においてＩＳＬＯＣＡが発生した場合の漏

えい箇所は圧力スイッチ（Ｃ－残留熱除去ポンプ室）のみであ

り，漏えい面積は１cm2（圧力応答評価に基づき評価された，圧

力スイッチ２台分の漏えい面積に余裕をとった値）となる。そ

の他の評価条件は，別表 8-1 において設定した評価条件と同様

とした。原子炉建物ノード分割モデルを別図 8-17 に示す。 

 

別図 8-17 原子炉建物ノード分割モデル 

 

3.2 評価結果 

  解析結果に基づく，ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建物原子炉

棟内状況概要を別図 8-18 に，漏えい発生区画における原子炉冷

却材の積算漏えい量の推移を別図 8-19 に，原子炉建物内の雰囲

気温度，湿度及び圧力の推移を別図 8-20 から別図 8-22 に示す。 

 

○事象進展 

 事象発生後に外部電源喪失となり，給水流量の全喪失が発生

することで原子炉水位は急速に低下する。原子炉水位低（レベ

ル３）信号が発生して原子炉はスクラムし，また，原子炉水位

低（レベル２）で再循環ポンプ２台すべてがトリップするとと

もに，原子炉隔離時冷却系が自動起動する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

RHR(C)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

 

RHR(B) 熱交換器

室，RHR(B)弁室 

 

 

RHR(A) 熱交換器

室，RHR(A)弁室 

 

 

RHR(A)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

 

RHR(B)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

 

トーラス室 

 

HPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

LPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

東側ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ室 

 

 

 

原子炉棟その他 

（二次格納施設） 

ブローアウトパネル 

EL.1300 

：漏えい箇所 

：水密扉 

EL.15300+560 EL.15300 

EL.1300 EL.1300 EL.1300 EL.1300 

EL.15300 EL.15300 

EL.34800 EL.30500 EL.34800 

EL.1300 

EL.63500 

EL.15300 

EL.14200 EL.8800 EL.8800 EL.8800 EL.8800 EL.8800 

 

西側ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ室 

EL.23800 

EL.30830 

(漏えい面積1cm2） 

 

 

2.7-177



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

事象発生 20 分後の中央制御室における破断箇所の隔離に失

敗するため，事象発生 30分後に中央制御室からの遠隔操作によ

って自動減圧機能付き逃がし安全弁６個を手動開することで，

原子炉を減圧し，原子炉冷却材の漏えいの抑制を図る。原子炉

減圧により，原子炉隔離時冷却系が機能喪失するものの，高圧

炉心スプレイ系による原子炉注水を開始することで原子炉水位

が回復する。また，主蒸気隔離弁は，原子炉水位低（レベル２）

で全閉する。 

事象発生 10 時間後，現場操作により残留熱除去系の破断箇所

を隔離した後は，高圧炉心スプレイ系により原子炉水位は適切

に維持される。 

 

別図8-18 ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建物原子炉棟内状況概要 

 

○漏えい発生区画における漏えい量 

別図 8-19 に示すとおり，Ｃ－残留熱除去系における漏えい

は，事象発生 30分後の原子炉急速減圧によって停止し，原子炉

冷却材の漏えい量は約７m3 となる。これは，破断箇所からの漏

えいは原子炉圧力と漏えい発生区画の圧力の関係に応じて発生

するが，漏えい発生区画である「Ｃ－残留熱除去ポンプ室」は

水密扉により他室と区切られているため，漏えい水や蒸気はこ

の区画内に留まっており，また評価上，原子炉建物から環境へ

の漏えいを考慮しない条件としていることから，原子炉減圧操

作によって原子炉圧力が「Ｃ－残留熱除去ポンプ室」の圧力を

下回るためである。 

なお，「Ｃ－残留熱除去ポンプ室」から隣接する区画への伝播

を仮定した場合には，隔離操作完了まで漏えいが継続すること

となるが，この場合でも漏えいはＡ－残留熱除去系に比べ小規
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模となる。 

 

 

別図8-19 漏えい発生区画における原子炉冷却材の積算漏えい量

の推移 

 

○温度・湿度・圧力の想定 

別図 8-20 から別図 8-22 に示すとおり，アクセスルートとな

る「原子炉棟その他（二次格納施設）」及び操作場所である「西

側ＰＣＶペネトレーション室」における雰囲気温度は，残留熱

除去系（原子炉停止時冷却モード）の運転によるトーラス室の

温度上昇に伴って初期温度から僅かに上昇するが，現場隔離操

作の完了までの最大値は約 31℃であり，想定している作業環境

（約 44℃）未満で推移する。また，原子炉急速減圧まで破断箇

所からの漏えいが継続するものの，湿度，圧力においてその影

響は軽微であり低い値で維持される。なお，原子炉建物燃料取

替階ブローアウトパネルの開放圧力には到達しない。 

 

 

別図 8-20 原子炉建物内の雰囲気温度の推移 
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別図 8-21 原子炉建物内の湿度の推移 

 

 

別図 8-22 原子炉建物内の圧力の推移 

 

3.2.1 溢水による影響 

「Ｃ－残留熱除去ポンプ室」で発生した漏えい水は，境界に

水密扉を設置していることから，隣接する「Ｂ－残留熱除去ポ

ンプ室」及び「原子炉隔離時冷却ポンプ室」へ伝播しない。溢

水範囲を別図 8-23 に，想定する漏えい量を別表 8-6 に示す。 

 

(1) 注水弁（MV222-5C）へのアクセス性に対する影響 

Ｃ－残留熱除去系の隔離操作を行う注水弁（MV222-5C）は，

原子炉建物２階（EL23.8m）の床面上に設置されており，ＩＳＬ

ＯＣＡにより漏えいが発生する機器は，地下２階（EL1.3m）に

設置されている。隔離操作場所へは溢水影響のない２階

（EL23.8m）からアクセスするため，アクセス性への影響はない。 

 

 (2) ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，
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高圧炉心スプレイ系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）への

影響 

Ｃ－残留熱除去ポンプ室と原子炉隔離時冷却ポンプ室の境

界，Ｃ－残留熱除去ポンプ室とＢ－残留熱除去ポンプ室の境界

は水密扉の設置により区画化されているため，これらのポンプ

室は溢水の影響を受けない。 

Ａ－残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心スプレイポンプ室につ

いては，漏えい水が伝播しないため，溢水の影響を受けない。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容器

内に設置されており，関連計装部品も含め溢水の影響はなく，

逃がし安全弁の機能は維持される。 

なお，漏えい発生区画であるＣ－残留熱除去ポンプ室にはＩ

ＳＬＯＣＡ時に必要となる系統の溢水防護対象設備はない。 

 

 
別図 8-23 Ｃ－残留熱除去系 溢水範囲（1／2） 
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別図 8-23 Ｃ－残留熱除去系 溢水範囲（2／2） 

 

別表 8-6 想定する漏えい量 

事故後の時間 

[h] 

漏えい量[m3] 

Ｃ－残留熱除去ポンプ室 

(R-B2F-03N) 

0.5 約 6.7 

1.0 約 7.1 

2.0 約 7.1 

3.0 約 7.1 

4.0 約 7.1 

5.0 約 7.1 

6.0 約 7.1 

7.0 約 7.1 

8.0 約 7.1 

9.0 約 7.1 

10.0 約 7.1 
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3.2.2 漏えいした蒸気の回り込みに伴う雰囲気温度・湿度上昇の

影響 

別図 8-18 に示すとおり，「Ｃ－残留熱除去ポンプ室」におい

て漏えいした蒸気は，境界に設置した水密扉により，隣接する

区画に伝播せず，「Ｃ－残留熱除去ポンプ室」内に留まる。蒸気

の滞留範囲を別図 8-24 に示す。 

 

(1) 注水弁（MV222-5C）への影響 

隔離操作を行う注水弁（MV222-5C）は，原子炉格納容器バ

ウンダリにかかる圧力及び温度が最も高くなる設計基準事故

である「原子炉格納容器内圧力，雰囲気等の異常な変化」の

「原子炉冷却材喪失」時の環境条件に耐性を有する設備であ

り，湿度 100％，温度 100℃以上の耐性を有していることから

機能維持される。 

ＩＳＬＯＣＡ発生時において必要な対応操作のうち，注水

弁（MV222-5C）の隔離操作を除いては，すべて中央制御室か

らの操作による。注水弁（MV222-5C）の隔離操作において，

原子炉建物内雰囲気温度は想定している作業環境（約 44℃）

未満で推移するため，防護具等の着用により現場へのアクセ

ス及び隔離操作は可能である。なお，注水弁（MV222-5C）の

隔離操作における原子炉建物原子炉棟内の滞在時間は，約 37

分である。 

 

(2) ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，高

圧炉心スプレイ系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）への

影響 

   Ｃ－残留熱除去ポンプ室と原子炉隔離時冷却ポンプ室の境

界，Ｃ－残留熱除去ポンプ室とＢ－残留熱除去ポンプ室の境

界は水密扉の設置により区画化されており，またＡ－残留熱

除去ポンプ室及び高圧炉心スプレイポンプ室については，漏

えい水が伝播する区画に隣接していないため，これらのポン

プ室には溢水の流入がなく，蒸気による有意な雰囲気温度の

上昇もないため，系統の運転に必要な補機冷却系等の設備も

含めて，系統の機能は維持される。なお，原子炉隔離時冷却

系，高圧炉心スプレイ系及びＡ－残留熱除去系（又はＢ－残

留熱除去系）のポンプ，弁及び計器等は，湿度 100％，温度

100℃以上の耐性を有している。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容
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器内に設置されており，関連計装部品も含め，原子炉建物内

及びトーラス室の雰囲気温度上昇に伴う影響はなく，逃がし

安全弁の機能は維持される。 

 

 

別図 8-24 Ｃ－残留熱除去系 蒸気滞留範囲（1／2） 

 

 

別図 8-24 Ｃ－残留熱除去系 蒸気滞留範囲（2／2） 

2.7-184



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

   

４．低圧炉心スプレイ系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の評価 

 

4.1 評価条件 

  低圧炉心スプレイ系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉冷

却材の漏えい量及び原子炉建物原子炉棟内の環境（雰囲気温度，

湿度，圧力及び溢水による影響）を評価した。 

低圧炉心スプレイ系においてＩＳＬＯＣＡが発生した場合の

漏えい箇所は圧力スイッチ（低圧炉心スプレイポンプ室）のみ

であり，漏えい面積は 0.5cm2（圧力応答評価に基づき評価され

た，圧力スイッチ１台分の漏えい面積に余裕をとった値）とな

る。その他の評価条件は，別表 8-1 において設定した評価条件

と同様とした。原子炉建物ノード分割モデルを別図 8-25 に示

す。 

 

別図 8-25 原子炉建物ノード分割モデル 

 

4.2 評価結果 

  解析結果に基づく，ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建物原子炉

棟内状況概要を別図 8-26 に，漏えい発生区画における原子炉冷

却材の積算漏えい量の推移を別図 8-27 に，原子炉建物内の雰囲

気温度，湿度及び圧力の推移を別図 8-28 から別図 8-30 に示す。 

 

○事象進展 

  事象発生後に外部電源喪失となり，給水流量の全喪失が発

生することで原子炉水位は急速に低下する。原子炉水位低（レ

ベル３）信号が発生して原子炉はスクラムし，また，原子炉

水位低（レベル２）で再循環ポンプ２台すべてがトリップす

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

LPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

 

 

RHR(A)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

 

RHR(C)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

 

RHR(B) 熱交換器

室，RHR(B)弁室 

 

 

RHR(A) 熱交換器

室，RHR(A)弁室 

 

 

RHR(B)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

 

トーラス室 

 

HPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

 

東側ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ室 

 

 

 

原子炉棟その他 

（二次格納施設） 

ブローアウトパネル 

EL.1300 

：漏えい箇所 

：水密扉 

EL.15300+560 EL.15300 

EL.1300 EL.1300 EL.1300 EL.1300 

EL.15300 EL.15300 

EL.34800 EL.30500 EL.34800 

EL.1300 

EL.63500 

EL.15300 

EL.14200 EL.8800 EL.8800 EL.8800 EL.8800 EL.8800 

 

西側ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ室 

EL.23800 

EL.30830 

(漏えい面積0.5cm2） 
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るとともに，原子炉隔離時冷却系が自動起動する。 

事象発生 20 分後の中央制御室における破断箇所の隔離に

失敗するため，事象発生 30 分後に中央制御室からの遠隔操作

によって自動減圧機能付き逃がし安全弁６個を手動開するこ

とで，原子炉を減圧し，原子炉冷却材の漏えいの抑制を図る。

原子炉減圧により，原子炉隔離時冷却系が機能喪失するもの

の，高圧炉心スプレイ系による原子炉注水を開始することで

原子炉水位が回復する。また，主蒸気隔離弁は，原子炉水位

低（レベル２）で全閉する。 

事象発生 10 時間後，現場操作により低圧炉心スプレイ系の

破断箇所を隔離した後は，高圧炉心スプレイ系により原子炉

水位は適切に維持される。 

 

別図8-26 ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建物原子炉棟内状況概要 

 

○漏えい発生区画における漏えい量 

別図 8-27 に示すとおり，低圧炉心スプレイ系における漏えい

はＡ－残留熱除去系に比べ小規模となるため，現場での隔離操

作は比較的早期に実施可能と考えられるが，事象発生 10 時間後

まで隔離が実施できないことを想定した場合，原子炉冷却材の

漏えい量は約 16m3である。 
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別図 8-27 漏えい発生区画における原子炉冷却材の 

積算漏えい量の推移 

 

○温度・湿度・圧力の想定 

別図 8-28 から別図 8-30 に示すとおり，アクセスルート及び

操作場所である「原子炉棟その他（二次格納施設）」における雰

囲気温度は，初期温度から僅かに上昇するが，現場隔離操作の

完了までの最大値は約 31℃であり，想定している作業環境（約

44℃）未満で推移する。湿度については漏えい箇所からの漏え

いが継続するため，ゆっくりと上昇を続けた後，高い値で維持

される。圧力については漏えい発生後から上昇傾向となるもの

の，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルの開放圧力には

到達しない。 

 

別図 8-28 原子炉建物内の雰囲気温度の推移 
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別図 8-29 原子炉建物内の湿度の推移 

 

 

別図 8-30 原子炉建物内の圧力の推移 

 

4.2.1 溢水による影響 

「低圧炉心スプレイポンプ室」で発生した漏えい水は，境界

に設置している水密扉の止水方向が異なることから「トーラス

室」に伝播する。溢水範囲を別図 8-31 に，想定する漏えい量を

別表 8-7 に示す。 

 

(1)注水弁（MV223-2）へのアクセス性に対する影響 

低圧炉心スプレイ系の隔離操作を行う注水弁（MV223-2）は，

原子炉建物中１階（EL19.5m）の床面上に設置されており，ＩＳ

ＬＯＣＡにより漏えいが発生する機器は，地下２階（EL1.3m）

に設置されている。隔離操作場所へは溢水影響のない１階

（EL15.3m）からアクセスするため，アクセス性への影響はない。 
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 (2)ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，高

圧炉心スプレイ系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）への影

響 

トーラス室とＡ－残留熱除去ポンプ室，Ｂ－残留熱除去ポン

プ室及び高圧炉心スプレイポンプ室の境界は水密扉の設置によ

り区画化されているため，これらのポンプ室は溢水の影響を受

けない。 

原子炉隔離時冷却ポンプ室は，隣接する区画に漏えい水が伝

播しないため，溢水の影響を受けない。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容器

内に設置されており，関連計装部品も含め溢水の影響はなく，

逃がし安全弁の機能は維持される。 

漏えい水が伝播する区画においてＩＳＬＯＣＡ時に必要とな

る系統の溢水評価結果を別表 8-8 に示す。 

 

別図 8-31 低圧炉心スプレイ系 溢水範囲 

2.7-189



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

別表 8-7 想定する漏えい量 

事故後の時間 

[h] 

漏えい量[m3] 

低圧炉心スプレイポンプ室 

(R-B2F-09N) 

0.5 約 3.2 

1.0 約 4.0 

2.0 約 5.0 

3.0 約 6.3 

4.0 約 7.7 

5.0 約 9.0 

6.0 約 10.4 

7.0 約 11.7 

8.0 約 13.1 

9.0 約 14.4 

10.0 約 15.8 

 

別表 8-8 溢水評価結果 
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4.2.2 漏えいした蒸気の回り込みに伴う雰囲気温度・湿度上昇の

影響 

別図 8-26 に示すとおり，「低圧炉心スプレイポンプ室」にお

いて漏えいした蒸気及び溢水の伝播区画において発生した蒸気

は，各隣接区画の圧力差に応じて原子炉建物原子炉棟内に伝播

する。蒸気の滞留範囲を別図 8-32 に示す。 

 

(1) 注水弁（MV223-2）への影響 

隔離操作を行う注水弁（MV223-2）は，原子炉格納容器バウ

ンダリにかかる圧力及び温度が最も高くなる設計基準事故で

ある「原子炉格納容器内圧力，雰囲気等の異常な変化」の「原

子炉冷却材喪失」時の環境条件に耐性を有する設備であり，

湿度 100％，温度 100℃以上の耐性を有していることから機能

維持される。 

ＩＳＬＯＣＡ発生時において必要な対応操作のうち，注水

弁（MV223-2）の隔離操作を除いては，すべて中央制御室から

の操作による。注水弁（MV223-2）の隔離操作において，原子

炉建物内雰囲気温度は想定している作業環境（約 44℃）未満

で推移するため，防護具等の着用により現場へのアクセス及

び隔離操作は可能である。なお，注水弁（MV223-2）の隔離操

作における原子炉建物原子炉棟内の滞在時間は，約 35分であ

る。 

 

(2) ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，高

圧炉心スプレイ系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）への

影響 

   トーラス室とＡ－残留熱除去ポンプ室，Ｂ－残留熱除去ポ

ンプ室及び高圧炉心スプレイポンプ室の境界は水密扉の設置

により区画化されており，また原子炉隔離時冷却ポンプ室に

ついては，漏えい水が伝播する区画に隣接していないため，

これらのポンプ室には溢水の流入がなく，蒸気による有意な

雰囲気温度の上昇もないため，系統の運転に必要な補機冷却

系等の設備も含めて，系統の機能は維持される。なお，原子

炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系及びＡ－残留熱除去系

（又はＢ－残留熱除去系）のポンプ，弁及び計器等は，湿度

100％，温度 100℃以上の耐性を有している。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容

器内に設置されており，関連計装部品も含め，原子炉建物内
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及びトーラス室の雰囲気温度上昇に伴う影響はなく，逃がし

安全弁の機能は維持される。 

 

別図 8-32 低圧炉心スプレイ系 蒸気滞留範囲 
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○現場の線量率の想定について 

・評価の想定 

原子炉格納容器バウンダリが喪失することで，原子炉圧力

容器から直接的に放射性物質が原子炉建屋原子炉区域内に放

出される。 

漏えいした冷却材中から気相へと移行される放射性物質及

び燃料から追加放出される放射性物質が原子炉建屋から漏え

いしないという条件で現場の線量率について評価した。 

 

 

評価上考慮する核種は現行許認可と同じものを想定し（詳

細は表2，3 参照），全希ガス漏えい率（f 値）については，

近年の運転実績データの最大値である3.7×108Bq/s を採用

して評価する。なお，現行許認可ベースのf 値はこの値にさ

らに一桁余裕を見た10 倍の値である。これに伴い，原子炉建

屋内へ放出される放射性物質量は，許認可評価のMSLBA（主蒸

気管破断事故）時に追加放出される放射性物質量の1/10 とな

る。 

 

なお，冷却材中に存在する放射性物質量は，追加放出量の

数％程度であり大きな影響はない。 

 

 

また，現場作業の被ばくにおいては，放射線防護具（酸素

呼吸器等）を装備することにより内部被ばくの影響が無視で

きるため，外部被ばくのみを対象とした。 

 

別紙11 

 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建屋原子炉棟内線量率評価 

及び非居住区域境界及び敷地境界の実効線量評価 

 

 

 

 

 

 

1. 原子炉建屋内線量率について 

(1) 評価の想定 

 

 

 

破断口から原子炉建屋原子炉棟に漏えいした原子炉冷却材

中の放射性物質のうち気相に移行する放射性物質及び燃料か

ら追加放出される放射性物質が原子炉建屋原子炉棟から環境

への漏えいは考慮せずに原子炉建屋原子炉棟内に均一に分布

するものとして原子炉建屋原子炉棟内の線量率を評価した。 

評価上考慮する核種は現行設置許可と同じものを想定し，

線量評価の条件となる I-131 の追加放出量は，実績データか

ら保守的に設定した。 

 

運転開始から施設定期検査による原子炉停止時等に測定し

ているＩ-131 の追加放出量の最大値は約 41Ci（約 1.5×10１２

Bq）[昭和 62年 4月 9日（第 8回施設定期検査）]であり，評

価に使用するＩ-131 の追加放出量は，実績値を包絡する値と

して 100Ci（3.7×10１２Bq）と設定した。 

また，放出される放射性物質には，冷却材中に含まれる放

射性物質があるが，追加放出量と比較すると数％程度であり，

追加放出量で見込んだ余裕分に含まれるため考慮しないもの

とする。 

原子炉建屋原子炉棟内の作業の被ばく評価においては，放

射線防護具（自給式呼吸用保護具等）を装備することにより

内部被ばくの影響が無視できるため，外部被ばくのみを対象

とする。 

別紙９ 

 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建物原子炉棟内線量率評価 

及び敷地境界の実効線量評価 

 

 

 

 

 

 

1. 原子炉建物原子炉棟内線量率について 

(1) 評価の想定 

 

 

 

Ａ－残留熱除去系の破断口から原子炉建物原子炉棟に漏

えいした原子炉冷却材中の放射性物質のうち気相に移行す

る放射性物質及び燃料から追加放出される放射性物質につ

いて原子炉建物原子炉棟から環境への漏えいを考慮せずに

原子炉建物原子炉棟内に均一に分布するものとして原子炉

建物原子炉棟内の線量率を評価した。 

評価上考慮する核種は現行設置許可と同じものを想定

し，線量評価の条件となる I-131 の追加放出量は，実績デ

ータから保守的に設定した。 

運転開始から施設定期検査による原子炉停止時等に測定

しているI-131の追加放出量の最大値は約8.1×10７Bq）「平

成元年１月 18日（起動試験）」であり，評価に使用する I-131

の追加放出量は，実績値を包絡する値として 100Ci

（3.7×1012Bq）と設定した。（別表 9-1 参照） 

また，放出される放射性物質には，冷却材中に含まれる

放射性物質があるが，追加放出量と比較すると数％程度で

あり，追加放出量で見込んだ余裕分に含まれるため考慮し

ないものとする。 

原子炉建物原子炉棟内の作業の被ばく評価においては，

放射線防護具（酸素呼吸器）を装備することにより内部被

ばくの影響が無視できるため，外部被ばくのみを対象とす

る。 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，隣接す

る原子力事業者がない

ため敷地境界を評価地

点としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・測定実績値の相違 

【東海第二】 
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表２ 評価条件（ｆ値，追加放出量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別第 11-1 表 評価条件（追加放出量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表 9-1  評価条件（追加放出量） 

 

 

各系統においてＩＳＬＯＣＡが発生した場合の，原子炉

建物原子炉棟へ漏えいした冷却材からの気相部への移行割

合は別表 9-2 のとおり，Ａ－残留熱除去系及びＢ－残留熱

除去系に包絡される。また，評価対象エリアの体積はＡ－

残留熱除去系（東側ＰＣＶペネトレーション室気相部）が

Ｂ－残留熱除去系（西側ＰＣＶペネトレーション室気相部）

より大きいことから，線量率はＡ－残留熱除去系に包絡さ

れる。 

 

別表 9-2  原子炉建物原子炉棟へ漏えいした冷却材からの 

追加放出ＦＰの気相部への移行割合 

 

 

なお，線量率評価においては保守的にＡ－残留熱除去系

におけるＩＳＬＯＣＡ時の追加放出ＦＰの気相部への移行

割合を全量として評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・測定実績値の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 漏えい面積 

(cm2) 

追加放出の気相部への

移行割合（％） 

Ａ－残留熱除去系 17 約 11.4 

Ｂ－残留熱除去系 17 約 11.4 

Ｃ－残留熱除去系 1 約 0.4 

低圧炉心スプレイ系 0.5 約 0.2 
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・評価の方法 

原子炉建屋内の空間線量率は，以下のサブマージョンモデ

ルにより計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 評価の方法 

原子炉建屋原子炉棟内の空間線量率は，以下のサブマージ

ョンモデルにより計算する。サブマージョンモデルの概要を

別第 11-1 図に示す。 

 

 

ここで， 

Ｄ   ：放射線量率（Gy／h） 

6.2×10－１４ ：サブマージョンモデルによる換算係数  

Ｑγ  ：原子炉建屋原子炉棟内放射性物質量 

（Bq：γ線実効エネルギ 0.5MeV 換算値） 

ＶＲ/Ｂ  ：原子炉建屋原子炉棟空間体積（85,000m３） 

 

Ｅγ   ：γ線エネルギ（0.5MeV／dis） 

μ   ：空気に対するγ線のエネルギ吸収係数 

（3.9×10－３／m） 

Ｒ   ：評価対象エリア（原子炉建屋原子炉棟地上 3 階）

の空間体積と等価な半球の半径（m） 

R = √
3・VOF

2・π

3

 

ＶＯＦ   ：評価対象エリア（原子炉建屋原子炉棟地上 3 階）の体

積（5,000m３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 評価の方法 

原子炉建物原子炉棟内の空間線量率は，以下のサブマー

ジョンモデルにより計算する。サブマージョンモデルの概

要を別図 9-1 に示す。 

   

ここで， 

D   ：放射線量率（Gy/h） 

6.2×10－14：サブマージョンモデルによる換算係数 

（(dis･m3･Gy)/(MeV･Bq･s)） 

Qγ     ：原子炉建物原子炉棟内放射性物質量 

（Bq：γ線実効エネルギ0.5MeV換算値） 

VR/B     ：原子炉建物原子炉棟内空間体積 

（  m3） 

Eγ     ：γ線エネルギ（0.5MeV/dis） 

μ     ：空気に対するγ線のエネルギ吸収係数 

（3.9×10－３/m） 

R         ：評価対象エリア（東側ＰＣＶペネトレー

ション室気相部）の空間体積と等価な半

球の半径（m） 

       R = √
3･V

2･π

3

 

V         ：評価対象エリア（東側ＰＣＶペネトレー

ション室気相部）の体積（ m3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

作業場所の相違。 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

作業場所の相違。 
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別第 11-1 図 サブマージョンモデルの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図 9-1  サブマージョンモデルの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，作業エ

リア周囲の遮蔽で囲ま

れた範囲を評価対象と

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
放出された放射性物質の全量が

原子炉建物原子炉棟内に均一に分

布するものとし，建物内の放射性

物質濃度を設定する。 

保守的に原子炉建物原子炉棟か

ら環境への放射性物質の放出は考

慮しない。 

評価対象範囲の体積を保存し半球状の

空間に放射性物質が均一に分布するもの

として空間線量率を評価する。 

原子炉建物原子炉棟１階 

（作業フロア） 

サブマージョンモデル概要図 

原子炉建物原子炉棟 

格納容器 

原子炉建物原子炉棟 
作業エリア周囲の遮蔽で囲まれ

た範囲を評価対象とする。 

保守的に，建物内の配管，機器等

の遮蔽は考慮しない。 

：作業員 

：評価対象範囲 
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・評価の結果 

評価結果を図5 に示す。外部被ばくは最大でも約15mSv/h 

程度であり，時間減衰によってその線量率も低下するため，

線量率の上昇が現場操作や期待している機器の機能維持を妨

げることはない。 

なお，事故時には原子炉建屋内に漏えいした放射性物質の

一部がブローアウトパネルを通じて環境へ放出されるが，中

央制御室換気空調系の換気口の位置はプルームの広がりを取

り込みにくい箇所にあり，中央制御室内に放射性物質を大量

に取り込むことはないと考えられる（図 6）。さらに，これら

の事故時においては原子炉区域排気放射能高の信号により中

央制御室換気空調系が非常時運転モード（循環運転）となる

ため，中操にいる運転員は過度な被ばくを受けることはない。 

 

 

 

(3) 評価の結果 

評価結果を別第 11-2 図に示す。線量率の最大は約 15.2mSv

／h 程度であり，時間減衰によって低下するため，線量率の

上昇が現場操作に影響を与える可能性は小さく，期待してい

る機器の機能は維持される。 

なお，事故時には原子炉建屋原子炉棟内に漏えいした放射

性物質が環境へ放出される可能性があるが，これらの事故時

においては原子炉建屋放射能高の信号により中央制御室の換

気系は閉回路循環運転となるため，中央制御室内にいる運転

員は過度な被ばくの影響を受けることはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 評価の結果 

評価結果を別図 9-2 に示す。線量率の最大は約 8.0mSv/h

程度であり，時間減衰によって低下するため，線量率の上

昇が現場操作に影響を与える可能性は小さく，期待してい

る機器の機能は維持される。 

なお，事故時には原子炉建物原子炉棟内に漏えいした放

射性物質が環境へ放出される可能性があるが，中央制御室

換気系の給気口の位置はプルームの広がりを取り込みにく

い箇所にあり，中央制御室内に放射性物質を大量に取り込

むことはないと考えられる（別図 9-3）。さらに，これらの

事故時においては原子炉棟放射線異常高又は換気系放射線

異常高の信号により中央制御室換気系が系統隔離運転とな

るため，中央制御室内にいる運転員は過度な被ばくの影響

を受けることはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

・施設配置の相違 

【東海第二】 
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図５ 原子炉建屋内立入開始時間と線量率の関係 

（インターフェイスシステム LOCA） 

 

 

別第 11-2 図 原子炉建屋原子炉棟立入開始時間と線量率の関係 

 

 

 

 
別図 9-2 原子炉建物原子炉棟立入開始時間と線量率の関係 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

原子炉建物原子炉棟立入開始時間(h) 
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図6 原子炉建屋／中央制御室の配置と換気口・ブローアウトパネ

ルの位置関係 

（インターフェイスシステム LOCA） 

 

 

 

 

 

 

(a)平面概略図 

 

（b）断面概略図 

別図 9-3 原子炉建物／中央制御室の配置と給気口・原子炉建物

燃料取替階ブローアウトパネルの位置関係 

（ＩＳＬＯＣＡ） 

 

 

 

・施設配置の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は施設の

位置関係から中央制御

室換気系の吸気口にプ

ルームを取込みにくい

設計となっている。 
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7. 公衆被ばくについて 

 

インターフェイスシステムLOCA が発生した場合，原子炉建屋内

に放出された核分裂生成物がブローアウトパネルの開放により大

気中に放出される。この場合における敷地境界での実効線量を評

価した。 

 

評価条件は表1～3（但し，表1 の「原子炉建屋への流出経路条

件」は除く）に従うものとし，その他の条件として，破断口から

漏えいする冷却材が減圧沸騰によって気体となる分が建屋内気相

部へ移行されるものとし，破断口から漏えいする冷却材中の放射

性物質が気相へ移行される割合は，運転時冷却材量と減圧沸騰に

よる蒸発分の割合から算定した。 

 

 

燃料から追加放出される放射性物質が気相へ移行される割合

は，燃料棒内ギャップ部の放射性物質が原子炉圧力の低下割合に

応じて冷却材中に放出されることを踏まえ，同様に運転時冷却材

量と減圧沸騰による蒸発分の割合から算定した。また，破断口及

び逃がし安全弁から流出する蒸気量は，各々の移行率に応じた量

が流出するものとした（詳細は図7 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 非居住区域境界及び敷地境界の実効線量評価について 

(1) 評価想定 

非居住区域境界及び敷地境界の実効線量評価では，ＩＳＬ

ＯＣＡにより原子炉建屋原子炉棟内に放出された核分裂生成

物が大気中に放出されることを想定し，非居住区域境界及び

敷地境界の実効線量を評価した。 

 

評価条件は別第11-1表から別第11-5表に従うものとする。

破断口から漏えいする原子炉冷却材が原子炉建屋原子炉棟内

に放出されることに伴う減圧沸騰によって気体となる分が建

屋内の気相部へ移行するものとし，破断口から漏えいする冷

却材中の放射性物質が気相へ移行する割合は，運転時の原子

炉冷却材量に対する原子炉建屋原子炉棟放出に伴う減圧沸騰

による蒸発量の割合から算定した。 

 

燃料から追加放出される放射性物質が気相へ移行する割合

は，燃料棒内ギャップ部の放射性物質が原子炉圧力の低下割

合に応じて冷却材中に放出されることを踏まえ，同様に運転

時の原子炉冷却材量に対する原子炉減圧に伴う減圧沸騰によ

る蒸発量の割合から算定した。また，破断口及び逃がし安全

弁から放出される蒸気量は，各々の移行率に応じた量が流出

するものとした。（別第 11-3 図及び別第 11-4 図参照） 

 

 

 

 

 

 

その結果，放出量は別第 11-4 表に示すとおりとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 敷地境界の実効線量評価について 

(1) 評価想定 

敷地境界の実効線量評価では，ＩＳＬＯＣＡにより原子炉

建物原子炉棟内に放出された核分裂生成物が原子炉建物燃料

取替階ブローアウトパネルを経由して大気中に放出されるこ

とを想定し，敷地境界の実効線量を評価した。 

 

評価条件は別表 9-1 表から別表 9-6 に従うものとする。破

断口から漏えいする原子炉冷却材が原子炉建物原子炉棟内に

放出されることに伴う減圧沸騰によって気体となる蒸気量に

対応する放射性物質が建物内の気相部へ移行するものとし，

破断口から漏えいする冷却材中の放射性物質が気相部へ移行

する割合は，運転時の原子炉冷却材量に対する原子炉建物原

子炉棟放出に伴う減圧沸騰による蒸発量の割合から算定し

た。 

燃料から追加放出される放射性物質が気相へ移行する割合

は，燃料棒内ギャップ部の放射性物質が原子炉圧力の低下割

合に応じて冷却材中に放出されることを踏まえ，同様に運転

時の原子炉冷却材量に対する原子炉減圧に伴う減圧沸騰によ

る蒸発量の割合から算定した。また，破断口及び逃がし安全

弁から放出される蒸気量は，各々の移行率に応じた量が流出

するものとした。（別図 9-4 参照） 

原子炉建物原子炉棟内の気相部に移行した放射性物質は，

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルの開口部より大気

中に徐々に放出されることとなるが，被ばく評価上は，事象

発生直後に大気中に放出されるものとし，放出高さは地上放

出として評価した。 

 

その結果，放出量は別表 9-5 に示すとおりとなった。 

 

 

 

(2) 評価方法 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばくに

よる実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として計算

する。 

 

ａ．よう素による内部被ばく 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，隣接す

る原子力事業者がない

ため敷地境界を評価地

点としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉では，放射

性物質の大気中への放

出の評価条件がブロー

アウトパネル開口部面

積に依存しないことを

記載。 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉では，評価

方法を記載。 
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評価の結果，敷地境界における実効線量は約4.7×10-2mSv とな

り，「2.3.1 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）」にお

ける耐圧強化ベント系によるベント時の敷地境界での実効線量

（約4.9×10-2mSv）及び5mSv を下回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 評価結果 

非居住区域境界及び敷地境界における実効線量はそれぞれ

約 1.2×10－１mSv，約 3.3×10－１mSv となり，「ＬＯＣＡ時注

水機能喪失」における耐圧強化ベント系によるベント時の実

効線量（非居住区域境界：約 6.2×10－１mSv，敷地境界：約

6.2×10－１mSv）及び事故時線量限度の 5mSv を下回った。 

 

 

 

 

 

よう素の内部被ばくによる実効線量𝐻𝐼は次の式で計算す

る。 

 

𝐻𝐼 = 𝑅 ∙ 𝐻∞ ∙ 𝜒 𝑄⁄ ∙ 𝑄𝐼 

 

ここで 

R：呼吸率(m3/s) 

呼吸率Rは，事故期間が比較的短いことを考慮し，小児

の活動時の呼吸率 0.31（m3/h）を用いる。 

𝐻∞：よう素（I-131）を１Bq 吸入した場合の小児の実効線

量係数(1.6×10-7Sv/Bq) 

𝜒 𝑄⁄ ：相対濃度（s/m3）（別表 9-6 のとおり） 

𝑄𝐼：よう素の放出量（Bq） 

（I-131 等価量－小児実効線量係数換算）（別表 9-5 のとおり） 

 

ｂ．γ線による外部被ばく 

敷地境界外における希ガス及びハロゲン等のγ線外部被ば

くによる実効線量𝐻𝛾は次の式で計算する。 

 

𝐻𝛾 = 𝐾 ∙ 𝐷 𝑄⁄ ∙ 𝑄𝛾 

 

ここで， 

𝐾：空気カーマから実効線量への換算係数（K=1Sv/Gy） 

𝐷 𝑄⁄ ：相対線量（Gy/Bq）（別表 9-6 のとおり） 

𝑄𝛾：希ガス及びハロゲン等の大気放出量(Bq) 

（γ線実効エネルギー0.5MeV 換算値）（別表 9-5 のとおり） 

 

(3) 評価結果 

敷地境界における実効線量は約 3.9mSv となり事故時線量

限度の５mSv を下回った。 

 

 

 

 

本事象は，放射性物質の放出に際し格納容器フィルタベン

ト系や非常用ガス処理系による放射性物質の捕集効果及び高

所放出による大気希釈に期待できないため，敷地境界におけ

る実効線量評価において，設計基準事故や他の炉心損傷防止

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，隣接す

る原子力事業者がない
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なお，評価上は考慮していないものの，原子炉建屋内に放出さ

れた放射性物質はブローアウトパネルから外部に放出されるまで

の建屋内壁への沈着による放出量の低減に期待できること，及び

冷却材中の放射性物質の濃度は運転時冷却材量に応じた濃度を用

いているが実際は原子炉注水による濃度の希釈に期待できること

により，更に実効線量が低くなると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，評価上は考慮していないものの，原子炉建屋原子炉

棟に放出された放射性物質は外部に放出されるまでの建屋内

壁への沈着による放出量の低減に期待できること及び冷却材

中の放射性物質の濃度は運転時の原子炉冷却材量に応じた濃

度を用いているが，実際は原子炉注水による濃度の希釈に期

待できることにより，さらに実効線量が低くなると考えられ

る。 

 

シナリオにおける評価条件に比べて厳しい評価結果となって

いると考えられる。また，ＩＳＬＯＣＡ発生後，30 分後に急

速減圧を実施する評価としているため，それまでの間に，高

圧炉心スプレイ系の自動起動に伴う蒸気凝縮により原子炉圧

力低下が起きており，この期間における燃料棒内ギャップ部

の放射性物質の追加放出が大きくなっている。この期間は破

断口からの冷却材漏えい量も大きいため，大気中への放射性

物質の放出量が大きくなる結果となる。 

 

 

なお，評価に使用した I-131 追加放出量の 100Ci

（3.7×1012Bq）は，運転開始からの I-131 追加放出量の実測

値の最大値である約 8.1×10７Bq「平成元年１月 18 日（起動

試験）」に対し保守性を有した設定となっている。 

また，評価上は考慮していないものの，原子炉建物原子炉

棟に放出された放射性物質は外部に放出されるまでの建物内

壁への沈着による放出量の低減に期待できること，冷却材中

の放射性物質の濃度は運転時の原子炉冷却材量に応じた濃度

を用いているが，実際は原子炉注水による濃度の希釈に期待

できること及び破断口から放出されるまでの時間減衰によ

り，さらに実効線量が低くなると考えられる。 

 

 

ため敷地境界を評価地

点としている。 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉では評価

結果に影響を与えてい

る主な原因について記

載。 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の評価上

の保守性について記載。 
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別第11-3 表 放出評価条件 

 

 

 

 

 

別第11-4 表 放出量 

 

 

別第11-5 表 大気拡散条件（地上放出） 

 

 

別表 9-4  放出評価条件 

 

 

別表9-5  放出量 

 

 

別表 9-6  大気拡散条件（地上放出） 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

冷却材保有量等の相

違により冷却材中濃度

（I-131）が異なる。ま

た，ＳＡＦＥＲ解析結果

の相違に伴い，有機よう

素の移行率，冷却材から

気相への放出割合が相

違している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

冷却材から気相への

放出割合の相違による。 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

敷地及び気象条件の

相違による。 

 

項 目 主要解析条件 条件設定の考え方 

原子炉運転日数（日） 2,000 
十分な運転時間として仮定した時
間 

追加放出量（Ｉ－131）
(Bq) 

3.7×1012 

至近の I-131 追加放出量の実績値
を包絡する値として設定し，その
他の核種はその組成を平衡組成と
して求め，希ガスについてはよう
素の２倍の放出があるものとす
る。 

冷却材中濃度(Ｉ－131) 
(Bq／g) 

1.4×102 
全希ガス漏えい率から冷却材中濃
度を設定し，その組成を拡散組成
とする。 

燃料から追加放出される
よう素の割合（％） 

無機よう素：96 
有機よう素：4 

「発電用軽水型原子炉施設の安全
評価に関する審査指針」に基づき
設定 

逃がし安全弁からサプレ
ッション・チェンバへの
移行率（％） 

無機よう素，ハロゲン等：２ 
有機よう素：99.98 

無機よう素，ハロゲン等について
は「発電用軽水型原子炉施設の安
全評価に関する審査指針」に基づ
き設定 
有機よう素についてはＳＡＦＥＲ
解析の積算蒸気量の割合に基づき
設定 

破断口から原子炉建物原
子炉棟への移行率（％） 

無機よう素，ハロゲン等：100 
有機よう素：0.02 

無機よう素，ハロゲン等について
は保守的に全量が破断口から原子
炉建物原子炉棟へ移行するものと
して設定。 
有機よう素についてはＳＡＦＥＲ
解析の積算蒸気量の割合に基づき
設定 

サプレッション・チェン
バのプール水のスクラビ
ング等による除去係数 

５ 
Standard Review Plan6.5.5 に基
づき設定 

冷却水から気相への放出
割合 
（冷却材中の放射性物
質）（％） 

24 
原子炉冷却材量に対する原子炉建
物原子炉棟放出に伴う減圧沸騰に
よる蒸気量の割合を設定 

冷却材から気相への放出
割合 
（追加放出される放射性
物質）（％） 

12 

原子炉減圧により燃料棒内ギャッ
プ部から冷却材中へ放出されるこ
とを踏まえ，原子炉冷却材量に対
する減圧沸騰による蒸気量から算
出 

格納容器からの漏えい率
（％／ｄ） 

0.5 格納容器の設計漏えい率から設定 

原子炉建物原子炉棟の気
密性 

考慮しない 

原子炉建物燃料取替階ブローアウ
トパネル開口部の面積に依存せ
ず，原子炉建物原子炉棟内気相部
の放射性物質が事象発生直後に大
気中に放出されるものとする。 
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・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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別第11-4 図 希ガスの環境への放出過程 

（ガンマ線実効エネルギ0.5MeV 換算値） 

 

 

・構成の相違 

【東海第二】 

別図 9-4 中に記載。 
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Ｉ－131 追加放出量の測定結果について 

 

運転開始から施設定期検査による原子炉停止時等に測定してい

るＩ－131 の追加放出量の測定値は以下のとおり。 

 

 

I-131 追加放出量の測定結果について 

 

運転開始から施設定期検査による原子炉停止時等に測定している

I-131 の追加放出量の測定値は以下のとおり。 

 

 

・測定実績値の相違 

【東海第二】 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 2.7.3〕 
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添付資料2.7.2 

安定状態について 

 

 

格納容器バイパス（インターフェイスシステムLOCA）時の安定状

態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却に

より，炉心冠水が維持でき，また，冷却

のための設備がその後も機能維持できる

と判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事

象悪化のおそれがない場合，安定停止状

態が確立されたものとする。 

原子炉格納容器安定状態：炉心冠水後に，設計基準事故対処設

備及び重大事故等対処設備を用いた

原子炉格納容器除熱機能（格納容器

圧力逃がし装置等，残留熱除去系又

は代替循環冷却系）により，格納容

器圧力及び温度が安定又は低下傾向

に転じ，また，原子炉格納容器除熱

のための設備がその後も機能維持で

きると判断され，かつ，必要な要員

の不足や資源の枯渇等のあらかじめ

想定される事象悪化のおそれがない

場合，安定状態が確立されたものと

する。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

事象発生4 時間後に高圧炉心注水系の破断箇所を現場操作に

て隔離されることで漏えいが停止し，健全側の高圧炉心注水系

による注水継続により炉心が冠水し，炉心の冷却が維持され，

原子炉安定停止状態が確立される。 

 

 

原子炉格納容器安定状態の確立について 

残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を開始することで，冷

添付資料2.7.4 

安定状態について 

（格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）） 

 

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）時の

安定状態については，以下のとおり。 

原子炉安定停止状態： 事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却

が維持可能であり，また，冷却のための

設備がその後も機能維持でき，かつ，必

要な要員の不足や資源の枯渇等のあら

かじめ想定される事象悪化のおそれが

ない場合に安定停止状態が確立された

ものとする。 

格納容器安定状態 ： 炉心冷却が維持された後に，設計基準事

故対処設備及び重大事故等対処設備を用

いた格納容器除熱により格納容器圧力及

び温度が安定又は低下傾向に転じ，また， 

格納容器除熱のための設備がその後も機

能維持でき，かつ，必要な要員の不足や資

源の枯渇等のあらかじめ想定される事象

悪化のおそれがない場合に安定状態が確

立されたものとする。 

 

 

 

 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

事象発生の 5 時間後に残留熱除去系の破断箇所を現場操作に

て隔離することで漏えいが停止し， 逃がし安全弁により原子炉

減圧状態を維持し低圧炉心スプレイ系を用いた原子炉注水を継

続することで炉心の冷却は維持され， 原子炉安定停止状態が確

立される。 

 

格納容器安定状態の確立について 

残留熱除去系による格納容器除熱を開始することで，冷温停止

添付資料 2.7.3 

安定状態について 

（格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）） 

 

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）時の安

定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却

により，炉心冠水が維持でき，また，冷

却のための設備がその後も機能維持で

きると判断され，かつ，必要な要員の不

足や資源の枯渇等のあらかじめ想定さ

れる事象悪化のおそれがない場合，安定

停止状態が確立されたものとする。 

原子炉格納容器安定状態：炉心冠水後に，設計基準事故対処設

備及び重大事故等対処設備を用い

た原子炉格納容器除熱機能（格納容

器フィルタベント系，残留熱除去系

又は残留熱代替除去系）により，格

納容器圧力及び温度が安定又は低

下傾向に転じ，また，原子炉格納容

器除熱のための設備がその後も機

能維持できると判断され，かつ，必

要な要員の不足や資源の枯渇等の

あらかじめ想定される事象悪化の

おそれがない場合，安定状態が確立

されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

事象発生 10 時間後に残留熱除去系の破断箇所を現場操作にて

隔離されることで漏えいが停止し，高圧炉心スプレイ系による

注水継続により炉心が冠水し，健全側の残留熱除去系による炉

心の冷却が維持され，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

 

原子炉格納容器安定状態の確立について 

残留熱除去系による炉心の冷却を継続することで，冷温停止状

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，耐圧強

化ベントを使用しな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 破断想定箇所の相違。 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・運用の相違 
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温停止状態に移行することができ，原子炉格納容器安定状態が

確立される。 

 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の炉心損傷防止対策を継続することにより安定状態を維

持できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことによって，

安定状態の維持が可能となる。 

 
 

状態に移行することができ，格納容器安定状態が確立される。 

 

 

また， 重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり， 必

要な水源， 燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の炉心損傷防止対策を継続することにより安定状態を維持

できる。 

また， 残留熱除去系の機能を維持し除熱を継続することで， 安

定状態の維持が可能となる。 

（ 添付資料 2 . 1 . 2 別紙 1） 

 

 

 

態に移行することができ，格納容器圧力及び温度も安定又は低

下傾向となり，原子炉格納容器安定状態が確立される。 

 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の炉心損傷防止対策を継続することにより安定状態を維

持できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことによって，

安定状態の維持が可能となる。（添付資料 2.1.1 別紙１参照） 

 
 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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・相違理由は本文参照。 

 

 

添付資料 2.7.3 添付資料 2.7.5 添付資料 2.7.4 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 2.7.5〕 
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添付資料2.7.7 

 

7 日間における燃料の対応について 

（格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）） 

 

保守的に全ての設備が，事象発生直後から 7日間燃料を消費す

るものとして評価する。 

 

 

添付資料 2.7.5 

 

７日間における燃料の対応について 

（格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）） 

 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費す

るものとして評価する。 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，緊急

時対策所用発電機用の

燃料タンクを有してい

る。また，モニタリン

グポストは非常用交流

電源設備又は常設代替

交流電源設備による電

源供給が可能である。 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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